




は じ め に

連携支援の手引き『ワンストップ支援における留意点』の作成に寄せて

一般社団法人 日本うつ病センター（JDC）
名誉理事長 　樋口  輝彦

（国立精神・神経医療研究センター 名誉理事長）

　「日本うつ病センター（JDC，Japan Depression Center）」は、その前身である「うつ病
の予防と治療日本委員会（JCPTD，Japan Committee of Prevention and Treatment of 
Depression）」から数えると約 40 年の歴史を有する団体です。
　うつ病および関連の疾患に関心を抱く医師・コメディカルスタッフへの情報提供、うつ病や
その他のメンタルヘルスの問題に悩む一般市民の方々に適切なアドバイス・支援の方法を伝え
る啓発活動を中心に事業を展開し、2010 年に一般社団法人となりました。
　現在は、啓発活動の他、六番町メンタルクリニックにおいて診療を行うとともに、職場のメ
ンタルヘルス・サポート事業にも取り組んでいます。
　その中で、うつ病をはじめとする精神疾患のために休職されたり退職される方、あるいは自
殺といったきびしい課題に直面することとなり、保健医療福祉に限らない包括的な支援の必要
性を強く実感するようになりました。
　特に多重的な困難をかかえたハイリスク者の支援につきましては、自殺対策の研究成果を活
用しつつ、地域レベルでより包括的な支援を行うための連携を進めていく必要があると考え、
厚生労働省の自殺予防対策事業の採択を受け、本事業「ワンストップ支援のための情報プラッ
トホームづくり」に着手することとしました。
　本事業は、自殺ハイリスク者への支援に関与する多様な領域の方々の相互協力により、有効
な支援の構築に貢献していくことを目的としています。具体的には、各領域で使用されている

「ことば」、実践されている支援アプローチや連携方法などを共有するための手引きを開発し、
これを地域に普及していこうというものです。手引きの開発に当たっては、ハイリスク者支援
に携わっている各領域の実践者に加え、科学的根拠を踏まえるべく、ハイリスク者支援に詳し
い研究者にも参加していただきました。
　編集協力者の方々の協力を得て、2017 年 3 月に連携支援の手引き『ワンストップ支援にお
ける留意点 － 複雑・困難な背景を有する人々を支援するための手引き－』を作成しましたが、
この度これを改訂しましたので、みなさまにお届けいたします。
本手引きがさらに広く活用されることを願っております。
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Ⅰ．手引き作成の経緯と目的





１ 作成の経緯と目的

　本手引きは、『日本うつ病センター（JDC）』が、厚生労働省の採択を受け実施した平成28年
度自殺防止対策事業「ワンストップ支援のための情報プラットホームづくり」の成果物として
作成されたものである。
　WHO 世界自殺レポート（2014 年）によると、自殺関連行動は、個人的、社会的、心理的、
文化的、生物学的そして環境的因子が互いに絡み合って影響する複雑な現象であり、したがっ
て自殺予防の取り組みには社会の多部門における調整と協力が必要であり、これらの取り組み
は、包括的かつ統合的でなければならないとされている。
　『日本うつ病センター（JDC）』は、うつ病などの精神疾患に関する普及啓発活動を一つの使
命としており、その使命を踏まえて、精神保健の問題と社会的支援を要する問題を抱えた自殺
ハイリスク者への支援に関して、多様な領域の相互協力による有効なハイリスク者支援体制の
構築に寄与することを目的に本事業に着手した。
　具体的には、多様な領域の相互協力を実現するためには、身体、精神、社会的健康に関わる
各専門領域においてよく使われる用語、アプローチ、連携方法を共有することが第一と考え、
その連携支援をうまく進めるための手引きを開発することとした。
　手引き作成にあたっては、日本うつ病センター、全国精神保健福祉センター長会、全国保健
所長会、生活困窮者自立支援全国ネットワーク、日本司法書士会連合会、日本自殺予防学会、
全国精神保健福祉連絡協議会、自殺対策円卓会議のメンバーの他、地域支援の実践者、研究
者、自死遺族、市民団体、宗教関係者、ジャーナリストを含む 27 名で構成する手引き作成チー
ムを組織した。構成メンバーの一部が講師を担当し、各専門領域の講義や実践活動報告を行う
公開の合宿セミナーを開催し、構成メンバー全員が同セミナーを受講すると共に、手引きに掲
載する内容について協議の上整理し素案を作成し、素案を研究者を中心に点検を行ったものを 
最終稿とするという手順を採用した。
　したがって、本手引きに掲載されている内容の多くは、各専門領域での実践に基づいたもの
であると同時に、研究者によりその妥当性の検討もなされているものといえる。

2. 手引きを使用する人

　本手引きの使用者としては、自死遺族支援を含めた自殺総合対策に携わる者の他、自殺総合
対策事業に直接は携わらないものの、自殺に追い込まれるリスクが高い “ 複雑・困難な背景を
有する人々 ” の支援に関わる以下の者を想定している。

・保健所および精神保健福祉センター職員
・区市町村の行政関係職員
・障害福祉サービス従事者
・介護保険サービス従事者
・医療従事者
・法律、財務、労務の専門家、実務家
・�学校、職域、地域における相談支援活動の担当者 
（教員、職場の労務担当者、民生委員・児童委員等）

・民間支援組織の運営者、職員、協力者
・�その他、自殺ハイリスク者、自死遺族等と接触する機会のある者 
（警察、消防、宗教関係者、葬祭業者等）
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3. 用語について

　「自殺」という用語は、一般的な用語であり『自殺対策基本法』、『自殺総合対策大綱』をはじめ、
国や地方自治体における多くの事業名称としても用いられている。
　これに対し「自死」は、自死遺族などから主張されている用語であり、「自殺」に替えて用
いられるようになってきたものである。その趣旨は、自殺が「殺」という文字を用いている
ものの、自殺は「殺人」と並ぶような反社会的な行為ではなく、むしろ、「誰にでも起こりう
る、追い込まれた末の死である」という点にある。宮城県では、自死遺族への配慮などから、 
平成26年1月以降、法律の名称や統計用語を除き、「自殺」に替えて「自死」の用語を使用す
るとしている。
　以上を踏まえ、本手引きにおいては、一般的な用語としての「自殺」と、社会的な配慮とし
て使用されるようになってきた「自死」とを併記することとした。
　また、「障がい」と「障害」の用語についても、現在の各分野での使用の現状に応じて、併
用することとした。一般名としては「障がい」を用い、法律や法に規定された制度や施設名、
および学術的な病名に関しては「障害」の表記としている。

4. 手引きの使用方法

　本手引きは、Ⅰ～Ⅲの 3 部構成で、「Ⅱ．本編」が手引きの中心部分となっている。
　「Ⅱ．本編」の「第１章 知っておくべき基本情報」は、総論的解説である。人が自殺に追い
込まれていく過程、自殺予防対策の方向性や体制づくり、自殺に追い込まれるリスクが高い 
“ 複雑・困難な背景を有する人々 ” に対する支援のあり方等に関する基本的な情報が記載さ
れており、自殺総合対策や支援活動に携わる者が理解しておくべき基礎知識として、まずは 
読んでいただきたい。
　「第２章 課題別支援のポイント」は、課題別に相談者の特徴、支援や関係機関との連携等に
ついて要点をまとめたものである。1 課題につき 4 頁に収めてあるので、A3 用紙に両面印刷
することで 1 枚の資料としても利用できる。
　「第３章 関係機関との連携のポイント」では、地域保健行政、産業保健、宗教関係者、民間
組織について、当該機関の特徴、利用や連携上の留意点等をまとめている。
　「第４章 ハイリスク者支援のための 10 箇条」は、個人情報の取り扱いなど、“ 複雑・困難な
背景を有する人々 ” への支援および自殺総合対策を実践する中で関係者が特に配慮をしないと
いけない倫理面を含めた課題について解説してある。
　「第５章 事例集」には、本手引きの編集協力者が実際に経験した様々な事例を参考にして、
第２章で示した課題別の留意点の理解が進むよう、創作した事例を収めてある。
　本手引きの使用に関しては、日々の支援活動の際に参照していただく他に、関係者を対象に
した研修会、あるいはスタッフ養成やちょっとした学習会の資料として活用することも可能で
ある。
　前述したように、手引き全体を資料とするだけでなく、一部だけを使用することも出来るよ
う、課題別に 4 頁または 2 頁に収める構成としており、日本うつ病センター（JDC）のホー
ムページには、課題別の資料を作成するためにダウンロード可能な課題別 PDF も用意して 
ある。
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Ⅱ．本　　編





第１章 知っておくべき基本情報



１ 複雑・困難な背景を有する人々への支援と自殺総合対策

　自殺は、命を大切にできなくなったり、人生をあきらめた人が現実から逃避するために行う
行為ではない。また、精神的に弱いなど、元々脆弱性がある特殊な人が行う行為でもない。
　自殺は、その多くが「死んですべてを終わりにするしか方法がない」と考えさせられるほど
危機的な状態にまで “ 追い込まれた末の死 ” である。そして、そのような危機は、様々な偶然の
重なりや、様々な出来事が悪循環することによって生ずる“誰にでも起こりうる危機”でもある。
　長期間に渡る疲弊や貧困、繰り返されるハラスメントなどの持続的な心理的苦痛や、近親者
との突然の死別、財産や地位を失うことなどの深刻な喪失は、私たちを危機的な状態に追い込
んでいく。しかも、その経過の中で自尊心や自信を低下させ、周囲の人々へ援助を求める能力
や気力を弱めるため、周囲との良好な関係が保てなくなり、さらに危機的な状態へと進み、自
殺のリスクも高まることになる。
本手引きは、持続的な心理的苦痛や深刻な喪失などを体験してきた、あるいは現在そのような
体験の最中にある人々を “ 複雑・困難な背景を有する人々 ” として、その支援のあり方につい
て記載したものであるが、この “ 複雑・困難な背景 ” とは一部の特別な人々の特殊な問題では
なく、誰にでも起こりうる問題の延長上にある状態だと理解していただきたい。
　本手引きには、自殺リスクが高まることが明らかになっている課題別に具体的な支援上の留
意点などが記載されているが、それぞれの課題は、一定の条件や偶然が重なれば誰にでも起こ
りうる課題である。社会の経済構造のめまぐるしい変化、高齢化社会の進展、心理的ストレス
の増大などの中、生活困窮、借金、過労、ハラスメント、身体疾患、精神疾患など、すべての
人々が抱え得る問題であり、また、自殺者数が交通事故死亡者数の数倍である現状においては、
自死遺族になることも誰にでも起こりうる深刻な喪失と言える。
　にも関わらず、これらの課題、問題は、一部の特殊な人々の問題、一握りの不幸な人々の問
題として取り扱われがちで、そのことが、“ 支援する人 ” と “ 支援される人 ” の役割固定化とそ
れに伴う両者の信頼関係の破綻にもつながっている。
　最も重要なのは、自殺リスクにつながる諸問題について、関係者が自分自身や周囲の人々の
問題として共通理解をし、問題解決につながる方策を共有し、必要に応じて関係機関の連携体
制が強化されることであり、そのことがわが国の自殺総合対策が目指す “ 誰も自殺に追い込ま
れることのない社会の実現 ” に寄与するものと思われる。

２ 自殺に至る心理的過程と自殺のリスク

【自殺の準備状態と自殺リスク】
　自殺の原因は複雑で、しかも、個人によって異なる個別性の高い要因が関与していることか
ら、従来より「個別の原因への対応することは困難であるため、自殺の予防は難しい」と考え
られてきた。
　しかし、近年、「自殺の準備状態（自殺傾向）」という概念が取り入れられ、自殺に対する 
予防的な対策が実行可能なものと考えられるようになってきた。「何らかの要因（準備因子）
による準備状態が形成された人に、たまたま、そのときの個人的な自殺の動機が加わると自殺
に至ってしまう」という理解に基づき、個々の自殺動機への対処は、個別的なため予防的な介
入は困難であるが、自殺につながるような動機があっても自殺準備状態にない場合は自殺に 
至る可能性は低減するわけであるから、この準備状態に対しては予防的な対策を行うことが 
可能であるということになる。
　自殺準備状態の要因（準備要因）としては、“ 心理的苦痛を持続させる環境 ” や “ 深刻な喪失 ”
といった社会心理的な要因と、“ 精神障害や精神疾患 ” といった精神的健康問題が挙げられる。
　心理的苦痛を持続させる環境としては、大衆からの恥辱、対人葛藤や繰り返されるハラスメ
ントによる精神的苦痛、持続的な疲弊や貧困など、深刻な喪失には、近親者との死別、周囲の人々
との関係を断絶するような疎隔、財産や地位を失うことなどがある。近年の日本では、長時間
労働、多重債務、深刻な疎隔などの社会心理的要因が、個人を自殺へ追い込む危険をはらんで
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おり、これらのリスク要因の解決や除去によって、自殺準備状態に至ることを予防できると考
えられる。
　精神障害や精神疾患については、最近の心理学的剖検研究によると、自殺動機は様々であっ
ても、自殺に近い時期には大半の者に精神疾患が発現しており、疾患別に多いものから、気分
障害、物質関連障害、統合失調症、パーソナリティ障害が占めていたことが報告されている。
また、最近のレビューによれば、これらの精神疾患の罹患者のうち、うつ状態を呈していた者に、
特に自殺リスクが高いことも見出されており、うつ病エピソードは性、年代および文化を問わ
ず自殺の重大なリスクであると共に、その治療によって、個人の自殺リスクを低減させること
も実証されている。つまり、気分障害にみられるうつ病エピソードや他の精神疾患のうつ状態
は自殺準備状態の一つであり、自殺の発生を予測・制御しうる心理的要因といえる。
　特定の社会的要因が、多くの事例に共通する自殺準備状態として見出された場合、医療のみ
ならず、福祉や司法によるアプローチによって、社会的側面から自殺予防を展開する余地が出
てくるわけであり、本手引きにおいては、上述した個人の複雑・困難な背景が、自殺準備状態
を形成する社会的要因になりうるという視点で作成されている。
　これまでの疫学研究によって、数多くの自殺リスクが見出されてきた。その反面、 
“ リスク ” という用語の解釈や適用に混乱を招く場面も少なくない。最近、自殺リスクを、 

「リスク・ステータス（risk status）＝ 個人が所属する集団のリスク」と、「リスク・ステイト 
（risk state）＝ 同一個人の普段の状況と比較した現時点の個人のリスク」に区別する方法が
提案されている。例えば、過去の自殺未遂歴は、自殺未遂歴がある人とない人を集団で比較する
とある人の方が、自殺リスクが高いので「リスク・ステータス」 
であるが、自殺未遂歴がある人であっても、現時点での自殺 
リスクが高い状態ではなければ「リスク・ステイト」は高くな
い。また、既往に高い「リスク・ステータス」が見られなくて
も、うつ状態や深刻なストレスなどのために、現在、自殺念
慮を有する者は高い「リスク・ステイト」にあると評価され
る。個人の自殺防止には、「リスク・ステータス」のみならず 

「リスク・ステイト」の評価が不可欠であり、集団の自殺予防
には「リスク・ステータス」の評価が有用である。

【自殺行為へ至る心理的過程】
　米国コロンビア大学の
Mann 教授らは、精神医
学の立場から、「ストレ
ス―素因モデル」に基づ
いた、自殺行為へ至る心
理的過程に関する仮説を
提唱しているが、ここで
は、彼らのモデルに示さ
れた構成素に加えて、臨
床的に観察できるうつ病
エピソードと自殺計画
の段階を追加して、その
心理的過程を再考した 

（図 1 参照）。
　まず、一般人が精神疾
患に罹患したり、深刻な
ストレス状態が持続する
ことによって、多くの者
が自殺念慮を抱くように
なる。この段階では自殺

精神障害／深刻なストレスの持続

脳内セロトニン神経系機能低下

器質因

自殺念慮

自殺計画

自殺行為

図 1  自殺行為に至る心理的過程モデル
（Mann,JJ,2003. 著者一部改変）

自絶望感・病的悲嘆
うつ病エピソード

衝動性

脳内ノルアドレナリン神経系機能低下

幼少期の精神的外傷体験

太い実線は一般者に生じる過程、
細い実線は素因のある者に生じる過程、
破線は促進要因を示す

※）

★ 用語解説
 ・心理学的剖検·················· p104
 ・気分障害 ·························· p104
 ・物質関連障害·················· p105
 ・パーソナリティ障害······ p105
 ・レビュー ·························· p105
 ・疫学研究 ·························· p104
 ・ストレス-素因モデル···· p104
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方法を具体的に考える者は少ない。
　次いで、一部の素因のある者、もしくはストレスの総和や深刻度が著しい場合、絶望感や 
病的な悲嘆、あるいは、衝動性が生じる。この状態にある者の多くはうつ病エピソードを呈し
ている。絶望感や病的悲嘆の発現には、脳内ノルアドレナリン神経機能低下が関与しており、
また、幼少期の精神的外傷体験によって発現のリスクが高まる可能性も指摘されている。さら
に、自殺念慮と絶望感・病的悲嘆を有する段階が持続すると、その一部の者は自殺計画を抱く
ようになり、具体的な自殺方法を長時間繰り返し考えるようになり、自殺手段を入手する等、
自殺を準備する行動がみられることが多い。
　自殺計画の段階で、さらに衝動性の亢進が加わったときに、自殺行為が発生すると考えられ
ている。衝動性は、精神疾患やストレス状態から誘発されるが、その発現には何らかの体質的
要因、例えば、性差、脳内セロトニン神経機能低下、アルコール・
薬物乱用、頭部外傷などの器質因が関与するとともに、他者の
自殺の模倣などの心理的機制が関与していると考えられる。

３　自殺リスクの軽減と支援・介入の方法

【自殺予防プログラムの理論的背景】
　これまでに、集団や地域の自殺リスクの低減に成功した支援や介入事例が蓄積されつつある
が、これらの知見を踏まえて、主要な自殺予防プログラムに含まれる介入要素の特徴と連結の
様態を確認し、予防効果の発現機序について考察してみたい。
　第 1 章 2 項で述べたように、自殺へ至る個人の心理的過程には、いくつかの段階がある。
　第一段階は、非自殺的状態にある者が、深刻なストレス状態の持続や精神疾患の罹患を機に、
自殺念慮を抱く段階であるが、この段階には誰しもが至る可能性がある。
　第二段階として、このうち、ストレスの総和や深刻度が著しい場合や、素因を有する者では、
絶望感や病的な悲嘆が加わり、多くはうつ状態を呈するようになる。さらに、一部の者は自殺
計画を抱くようになる。
　第三段階として、そこに自殺衝動が加わると自殺行為に及ぶと説明できる。
　そして、自殺リスクの低減に成功した支援や介入事例は、それぞれ、上記のいずれかの心理
的段階に応じて特異的に作用するものであると考えられる。
　また、これまでの支援や介入の類型別にみると、全体的予防介入（リスクを問わず万人を 
対象とする対策）、選択的予防介入（リスクの高い集団を対象とする対策）、個別的予防介入 

（リスクのより高い人を個別に追跡する対策）に分類できる。
　図 2 は、これまで有効性が確認されてきた支援や介入を、自殺に至る心理的段階別、および
介入の類型別に位置づけたものである。
　有効な自殺予防プログラムとは、自殺に至る各段階において効果的な介入を行うことで次の
段階に進むリスクを軽減すると同時に、次の段階に進んだ場合の介入も連続的に提供できる 
体制とすること、そして、万人を対象とする対策、リスクの高い集団を対象とする対策、リス
クの高い個人をしっかりフォローする対策の３つの予防的介入が連動して提供される体制とす
ることで実現すると思われる。図中の矢印は各予防的介入の連結を、丸印は未だ連結する介入
や方法が確立されていないことを示しているが、図中の矢印を確実に実行するとともに、丸印
の先に連結できる介入の発見や開拓により、効果的な自殺予防プログラムができ上がっていく
ものと考えられる。

１）非自殺的状態から自殺念慮へ至る過程
　精神障害や深刻なストレスの持続によって、誰しも自殺念慮が引き起こされる。その発生抑
止や早期発見に向けた対策としては万人を対象とする全体的予防介入があり、精神保健政策の
事業化、住民への自殺予防に関わる啓発・健康教育、住民が自殺防止に有効なケア・サポート

★ 用語解説
・ノルアドレナリン··········· p105
・セロトニン························ p105

ワンストップ支援における留意点　―複雑・困難な背景を有する人々を支援するための手引き─ JDC

- 14 -



へアクセスすること、および、住民スクリーニングなどが行われてきた。
　このうち、ケア・サポートアクセスや住民スクリーニングについては、選択的・個別的予防
介入と連動した場合にのみ自殺死亡率の低減に効果があるものの、啓発・健康教育のみの事例
では、自殺死亡率低減効果を示すデータは得られていない。
　しかしながら、これらの対策や事業は、介入の前提となる行政事業化や住民参加の促進をも
たらすという意味で、社会での取り組みに不可欠なものであるといえる。

２）自殺念慮から自殺計画に至る過程
　自殺念慮を有する者の一部には、絶望感や病的悲嘆を生ずる。多くの場合、うつ状態を形成
し、さらに一部の者に自殺計画が生じる。選択的予防介入のうち、うつ状態等の精査スクリー
ニングや専門家向けゲートキーパー訓練の実施により、ハイリスク者の早期発見と専門家への
紹介を促進することは、自殺念慮の軽減や自殺計画の発生の抑止に有効であろう。また、心理
的危機に追い込まれた者が電話により支援を受けるクライシス・ヘルプラインや、深刻なスト
レス（多重債務等の生活問題、紛争・災害、自死による別れ、マイノリティの困難、など）を
抱えた集団への支援も実施されている。
　このうち、全体的予防介入の住民スクリーニングと連動した精査スクリーニングと個別的予防
介入によるフォローアップ、および、個別的予防介入と連動したゲートキーパー活動やクライシス・
ヘルプラインによる介入事例は、自殺死亡率の低減に一定の効果があることが確認されている。

３）自殺計画から自殺行為へ至る過程および未遂後
　自殺計画を有する者は、衝動性や自殺の模倣、自殺手段の入手によって自殺行為に至る。自
殺計画から行為へ至る過程を抑制する対策として、全体的予防介入では、リテラシーの普及や
宗教観などを介して自殺を抑止する価値観を強調すること、自殺の誘発を防ぐために自殺の具
体位的方法を報道しないなどの責任あるメディア報道、および、自殺手段として使われる物質
や場所を遮断する手段アクセス制限が行われてきた。また、個別的予防介入として、自殺と関
連する精神疾患の治療管理や自殺未遂者のフォローアップが実
施されている。このうち、責任あるメディア報道と自殺手段へ
のアクセス制限（自殺が多い特定の地域や場所における障壁を
含む）には、自殺死亡率低減効果は明白であるものの、効果が
一過性、または、特定の手段に限定されやすい。

★ 用語解説
・スクリーニング··············· p104
・ゲートキーパー··············· p104
・リテラシー························ p105

図 2  自殺へ至る心理的過程と予防的介入の図式

自殺へ至る
心理的段階

非自殺的
状態

自殺念慮 絶望感／病的悲嘆

衝動性

模倣 責任あるメディア報道

未遂者のフォローアップ

自殺を抑止する価値観
の強調（宗教観など）

自殺手段の入手制限
（含ホットスポット対策）

注：網掛けは自殺予防のエビデンスがある介入を示す。矢印は予防的介入間の連結が可能なことを示す。
　　丸印は未だ予防的戦略間の連結方法が確立されていないことを示す。

自殺と関連する
精神障害の治療管理

自殺手段の入手
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精神保健政策
啓発／健康教育

リスク
評価

悪化を招く
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　前述のとおり、住民スクリーニングおよび精査スクリーニングと連動した精神障がい者の治療
管理は、一定期間の自殺死亡率低減効果が示唆されている。また、クライシス・ヘルプラインと
連動した地域フォローアップにも自殺死亡率低減効果がある。個別的予防介入のうち、未遂者
フォローアップは再企図予防効果が見出されており、対象集団の自殺死亡率軽減も期待されるが、 
他の予防的介入との連結が困難な側面もある。近年、日本のホットスポットにおいて、ゲートキー
パー活動と把握されたハイリスク者の見守りを連結させたプログラムが試みられている。これは
選択的予防介入と個別的予防介入が連結されており、実施地区において、その有用性が期待できる。

複雑・困難な背景を有する人々への支援
１）支援・介入の位置付け
　上述したように深刻なストレスを抱えた人々は、集団としての自殺リスクが高く、これらの
人々へ相応する選択的予防介入が有用なことが報告されている。第 1 章 2 項で述べたように、
日本では深刻な生活問題（多重債務、長時間労働、疎隔、など）を抱えている人の自殺リスク
が高いと推察される。このような社会的要因に起因する自殺については、どのような支援や 
介入が自殺死亡率の低減に効果があるのか十分な経験が蓄積されていないものの、自殺対策の
急務の対象と言えよう。
　ここで注意を要するのは、複雑・困難な背景を有している人すべてが自殺リスクが高いと 
言うわけではないことである。むしろ、大半は非自殺的状態にあるが、集団として比較すると、
自殺リスクは一般人口よりも高い「リスク・ステータス」にあると考えらており、その一部に
自殺念慮や自殺計画を有する「リスク・ステイト」の高い者が含まれているということである。
　そして、「リスク・ステイト」の高い者は、自ら援助を求めたり、問題解決のために行動す
る気力や能力が低下しているケースも多いことから、選択的予防介入としてアウトリーチによ
りハイリスク者を発見すること、および、個別的予防介入として課題解決に向けた個別支援を
実施することが重要となる。
　ポイントは、アウトリーチの対象者の把握であるが、高い「リスク・ステイト」に至るには
それぞれ個別の要因があるため、対象を絞ることは難しく、さらに、「リスク・ステイト」が
高い者は中には、支援や介入を自ら望まない者も多いので、対象者の把握は極めて困難である。
したがって、また、アウトリーチの対象を、一般人口に近いリスクの集団に拡大することによっ
て、全体的予防介入に連結することができる。

２）効果的な支援・介入のあり方
　複雑・困難な背景を来す要因の発生は社会・文化の影響を受けるため、それぞれの対策が自
殺死亡率低減効果があることについて科学的なデータを蓄積することは困難である。しかし、
経験的には、医療、保健、福祉、労働、司法等の各領域の専門的介入によって、個別の課題は
解決可能なケースが多いと考えられる。特に自殺予防のためには、医療と他の領域の連携・協
働が有用である。また、社会参加が制約されている者、回復途上にある者には、福祉的援助や
法制度の充実、社会・文化的環境の整備も望まれる。当面、各専門領域間の協働・連携のケー
スを蓄積し、リスク解決の過程を共有することが求められる。
　ワンストップ支援による効果的な自殺予防対策のあり方として、第一には、多層的予防介入

（全体／選択／個別的予防の連結）が有用であろう。具体的には、複雑・困難な背景を抱える人々
に対して、ハイリスク者を把握し、彼らの個別課題解決に向けてワンストップ支援を行うこと
である。その際には、相談窓口の設置のみや、啓発・健康教育のみに留まらず、リスク、とり
わけ「リスク・ステイト」の高い人を把握し、直接コンタクトを取り、さらに彼らを心理的に
安定するまで見守ることが要件となる。
　第二には、選択的予防介入と個別的予防介入の連結が有用であろう。具体的には、複雑・困
難な背景を抱える人々のうち、自身のリスクに気付いており、支援を希望する者に対して、個
別課題解決に向けてワンストップ支援を行うことである。自殺予防プログラムでは、複数の層
に渡る予防的介入を体系的に連結させることによって、サービ
スと人の繋がりを持続させることがより効果的と考えられる。 ★ 用語解説

・アウトリーチ···················· p104
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４ 科学的根拠に基づく対策とは

　科学的根拠は「有」「無」の二区分ではなく、「低い～高い」の連続性を持ち、自殺対策にお
いても「ある程度の科学的根拠は有るが、高い根拠ではない」ものが多い。効果の予想として「有」

「無」の極端な区分ではなく、効果の「確からしさの程度」を意識するべきである。
　また、対策を実施する現場を考えた場合、効果の「確からしさの程度」だけでなく、その実
施可能性の「低い～高い」も評価する必要がある。

科学的根拠とは
　「科学的根拠」という言葉は曖昧であるが、“ 科学的な方法に基づいた調査・研究から得られ
た知見を根拠とすること ” と言い換えられる。しかし、「科学的な方法」と言っても様々な方
法があり、得られた根拠の確かさが低いものから高いものまで様々なものが混在している。
　例えば、個人的経験に基づく推測、学術領域の知識人や専門家の経験と意見、一例報告や一連
の症例報告から得られた推論、横断研究により得られた知見、大規模コホート研究／縦断観察研究
から得られた知見、無作為化比較試験の結果、無作為化比較試験を集めて行われたメタ解析の結
果など、様々な方法があり、一般的には、ここに書いた順に根拠の確かさが高くなると言われている。
　そのため、科学的根拠を利用する際には、その根拠の確かさがどの程度なのか、用いられたその
科学的な方法がどれほど厳密な結果を生み出せるものなのかについて、十分な知識が必要となる。
　また、確かさの高さとは別に、その根拠を利用する政策決定者や実務者などが従事する現場の
状況と、その根拠を導き出した調査・研究場面と状況があまりにもかけ離れていると、調査・研究
場面では科学的根拠は高かったものが、それを利用しようとする場面・集団に適応するとその根
拠が弱まるという問題も出てくる。これは、「一般化可能性」とか「外挿の可能性」の問題といわ
れているが、この問題を判断するためには、その知見を生み出した調査・研究の場面や対象者が、
実際にその知見を適応しようとする場面や対象者に類似しているのか、もし類似していない場合は
その違いがどの程度で、その知見を利用する際の制約となるか否かについての判断が求められる。

科学的根拠に基づくことの重要性
　さて、どうして科学的根拠が求められるのかであるが、まずは、何の根拠もないまま重要な
施策が進められたり、働きかけが行われると、成果が出ないばかりでなく、予想もしない副作
用が生じることもあり得るからである。
　また、自殺総合対策など、複合的な領域で様々な考えを持つ人達が集まる場面においては、
意思統一された対策を決定づけるためには、何らかの共通認識に基づく必要があり、共通認識
がないまま、対策の方針を決めると、議論が噛み合わないばかりでなく、協力しない人や、反
対する人が出てくるなど、対策の実施すらままならないという問題も生じかねない。
　さらに、社会的に認知度が低い新しい分野であったり、国民の関心が高く、政治的な背景が
影響しやすい分野においては、発言力や影響力が高い特定の個人や組織の経験や推測で対策が
進んでしまうことがあり得るので、効果がない対策や副作用が生じる危険性を避けるためにも、
根拠による確かさが求められることになる。

科学的根拠に基づく際の注意点
　もともと、科学的根拠という言葉は、保健・医療の領域において用いられはじめたもので、
この場合、ある治療法や介入法が、ある病気や状態に対して効果があるか否かの程度を示すも
のである。しかし、それ以外の領域では異なる意味合いで使われている場合があったり、そも
そも「科学的根拠に基づく」という言葉がそぐわない領域もあるわけで、この言葉を用いると
きは注意を払わなければならない。
　また、効果があるか否かという根拠だけで対策や方針が決定
されるべきではなく、保健・医療の場面においても、治療効果
の高低だけでなく、患者や対象者の希望、その治療を行う医療
者の専門的な判断など、複合的な配慮を経てから決定されるこ
とが推奨されている。

★ 用語解説
・横断研究····························· p104
・コホート研究···················· p104
・縦断観察研究···················· p104
・無作為化比較試験··········· p105
・メタ解析····························· p105
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　その背景に様々な要因があり、個人によって異なる個別性の高い要因が関与している自殺問
題に関しては、対象となる人々や地域住民や広くは国民、各種専門家や政策決定者など、多く
の人の合意により対策が決定され実施されるべきであるが、しかしながら、複合的な配慮と 
合意形成の過程が必要であるからこそ、効果の確かさを検討する際の共通言語として、科学的
根拠が用いられるべきだともいえる。

自殺予防対策における科学的根拠
　表 1 は、自殺予防対策における科学的根
拠について、その特徴を列挙したものであ
るが、ここでは、特にその意味や解釈につ
いて、注意を要する事項について概説する。
　科学的根拠とされる知見の内、対策や 
介入の効果について、自殺死亡率の減少
を指標にした研究であれば問題はないが、 
自殺死亡率ではなく、自殺念慮の減少や、
うつ病の治療効果など、自殺死亡率以外の
指標を用いた研究もある。この場合、自殺
念慮が減った結果、本当に自殺死亡率まで
減少したかどうかについては確かではな
く、推測となってしまうため、自殺念慮の
軽減効果については高い科学的根拠で示さ
れたとしても、自殺死亡率の減少について
は、その確かさが減少してしまう。
　また、自殺リスクの高い人を同定するた
めのリスク要因についての知見や、スク
リーニングやゲートキーパー活動等の対策
においても、自殺リスクの高い人を見つけ
ることができるかもしれないが、リスクが
高い人の発見と、その人の自殺死亡や自殺
企図を減らせるかどうかには大きな隔たり
があるため、根拠の確かさは大きく下がる。
　更に、調査・研究の方法によっても、 
その根拠の確かさが大きく影響されるので
注意を要する。例えば、ある対策を行った
として、対策の前後で自殺死亡率を比較し
たり、隣の町と比較するといった方法で
は、たとえ自殺者数が減ったという結果が
出ても、たまたま自殺者が減っている時期
だっただけかもしれないし、隣の町でたま
たま自殺が増えてしまっただけかもしれないため、その科学的根拠の確かさは低いものとなる。
このような偶然性を取り除くためには、年齢や性別、社会心理的な背景が類似した複数の町と 
比較するなど、より綿密で規模が大きい研究デザインが必要となるが、自殺予防の領域では確
かさが高い研究は少ないため、確かさが低い知見に頼らざるを得ないのが実情である。

効果／実施の程度についての指標測定の重要性
　確かさが低い知見に基づいた対策を実施する場合、当然十分な効果が得られない可能性があ
るため、対策を行いながら効果があるか否かを確認する必要が出てくる。
　ただし、その評価指標については、十分な検討を要することをおさえておかなければなら
ない。たとえば、人口 50 万人の中規模の都市部において、自殺死亡者の 10% 減を目標に何
らかの対策を実施したとする。中規模都市部の年間自殺死亡者数は 100 名程度であるので、 

表1 自殺予防対策における科学的根拠の特徴
─────────────────────
≪自殺リスクについての科学的根拠≫
〇 �素因、生育歴、本人の問題対処様式、苦痛な 

出来事、環境など、様々なものが自殺のリス
クとなる。

〇 �単一の要因からは、その後の自殺を正確に 
予測できないため、総合的な判断を要する

≪自殺予防対策についての科学的根拠≫
〇 �「自殺死亡率低減効果」が高いという科学的

根拠に基づいた自殺予防対策は少ない。
○ �一方で、経験的に「実施可能性」の高い自殺 

予防対策はすでにある。
○ �「実施可能性」の高い対策を実施する際は、 

｢効果」の程度についての指標測定を、予め 
組み入れておくことが重要である。

≪具体的な介入の例≫
○ �科学的根拠の高さは様々だが、以下のような

ものが例としてあげられる。

　　• �救急搬送された自殺未遂患者に対する
ケースマネジメント

　　• �精神科を退院した患者に対するケース 
マネジメント

　　• �地域の精神科救急、アウトリーチなどの
精神科医療の充実

　　• �学生に対するある種の自殺予防教育
　　• �躁うつ病患者・うつ病患者に対するリチ

ウム治療
　　• �その他、様々な科学的根拠の高さ（低さ）

の介入
─────────────────────
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数値目標としては 10 名程度の減少となるが、対策を実施した結果、見事に目標を達成したと
する。しかしながら、10 名程度の人数は毎年の偶然誤差の中に埋もれてしまうため、自殺死
亡者数だけを効果指標として用いても不十分であるといわざるを得ない。偶然誤差に埋もれな
い指標として、効果以外の他の指標（例えば、適切に実施されているかなど）の追加が必要で
ある。ゲートキーパーの活動を強化するという対策であれば、ゲートキーパーが介入できた人
の数であるとか、地域住民に対する啓発であれば、内容を理解した人の数、行動変容をした人
の数などの評価指標を追加しなければならない。
　評価指標とその測定方法を予め計画段階で定めておき、対策の実施に合わせて各段階で測定
し、実施できたかどうかを数値で評価するということが必要なのである。

科学的根拠が比較的高いとされる具体的な介入について
　現在、高い確かさの科学的根拠に基づくとされる自殺予防対策は少なく、特に、無作為化比
較試験やメタ解析と言われる方法で自殺死亡率減少効果が確認された調査・研究は極めて限ら
れているのが現状である。
　無作為化比較試験を採用したわが国唯一の調査・研究として、厚生労働科学研究の「自殺対
策のための戦略研究」の一環で行われた通称 “ACTION-J” と呼ばれる研究事業がある。これは、
国内 17 施設からなる全国規模の研究で、救急医療施設に自殺未遂のために搬送された患者に
対するケースマネジメントの効果を調査したものであり、解析方法など幾つかの制約があるが、
これらの制約に注意した上で利用することが可能である。
　また、国外において、無作為化比較試験などの確かさの高い手法による調査・研究ではない
ものの、確かさが比較的高い疫学研究がいくつかある。精神科を退院した患者に対するケース
マネジメント、地域の精神科救急やアウトリーチなどの精神科医療の充実、学生に対するある
種の自殺予防教育、躁うつ病患者・うつ病患者に対するリチウム治療などは、自殺死亡率減少
効果があると報告されているが、海外の制度を日本の制度や文化に反映させる際のギャップな
ど、注意しなければならないことが多くあることも知っておいてほしい。

５ 対策・体制の評価について

　「自殺総合対策」とは、国・地方自治体で用いられている用語である。ここで「総合」が意
味するところとは、国の行政機関だけでなく、地方自治体、企業、市民社会が、あるいは医療
関係者だけでなく、教育関係者、法務・金融関係者、地域の関係者などの多様な主体が連携す
ることにある。
　こうした総合的な自殺対策の活動面を評価しようとする際に焦点となるのは、「自殺対策の
推進によってどのような効果が生じているのか」ということである。評価を論じる場面ではこ
れを「アウトカム」（政策効果）と呼んでおり、政府政策についてはこの「アウトカム」の説
明が求められている。自殺対策に数値目標やエビデンスがしばしば求められるのも、このこと
と関係している。
　ここでは、自殺総合対策や複雑・困難な背景を有する人々への支援に携わる関係者が理解し
ておくべき、「評価」や「アウトカム」について解説する。

自殺対策と評価の体制
　ごく近年まで自殺は社会問題とは認識されておらず、また、国や地方自治体が実施してきた
自殺対策の取り組みについても一般国民がよく知るものではなかった。このような状況が転換
したのは、自殺対策基本法（2006（平成 18）年）や旧・自殺総合対策大綱（2007（平成19）年。
以下「旧大綱」という。）などが登場してからのことである。
　旧大綱では、「自殺は追い込まれた末の死」であることが明記され、「誰も自殺に追い込まれ
ることのない社会」が目標とされた。「社会問題」であり、「防ぐことができる」とされた自殺
対策の要とされたのは、「制度、慣行の見直しや相談・支援体制の整備」であった。また、旧
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大綱には具体的な数値目標も掲げられ、具体的には、「平成 28 年までに、自殺死亡率を 17 年
と比べて 20% 以上減少させることを目標とする」とされ、この数値はさらに「2 万 4,428 人
以下」に設定されるとともに、評価体制の構築も明記された。これらは、その後の大綱改定（2008

（平成 20）年）、あるいは新大綱（2016（平成24）年）においても継承され、中長期にわたる
自殺対策の枠組みとなった。

エビデンスとアウトカム
　「政府の自殺対策のアウトカムをどのように評価できるのか」という点は当初より難題であ
り、「アウトカムをどのように表現するか」がひとつの論争点となってきた。
　医師や保健師など医療保健の専門家の間では、エビデンスベースド（evidence-based）と
よばれる科学的知見の活用が重視されてきた経緯がある。例えば、「介入プログラムによる 
地域における自殺企図率や自殺未遂者の自殺企図再発率の減少」（厚生労働科学研究「自殺対
策のための戦略研究」2006 ～ 2011 年）といったテーマに関する知見の集積がその典型であ
る（「４科学的根拠に基づく対策とは」（p16）を参照）。
　しかし、医療現場の「エビデンス」つまり科学的知見の活用だけでは、毎年 5,000 人強の
自殺者数の縮減を実現させることを示すことは難しい。他方、政府の自殺対策で求められてい
たのは、どのような「アウトカム」が発現したのかという、実効的で結果の見える説明であ
る。すなわち、「エビデンス」と「アウトカム」とが、かけ離れたものになってしまっており、 
この点が評価を論じる際の課題となっていた。

アカウンタビリティ
　政府政策を論じる際に、納税者に対する政府活動の効果・成果、あるいは効率性の担保に 
関する説明が求められるが、これは「アカウンタビリティ（説明責任）」と呼ばれている。そして、
このアカウンタビリティの重要な構成要素として求められているのが「アウトカム」である。
　政府政策にとって、科学的な確実性・厳密性はもちろん重要である。ただし、政治・行政過程、
とくに予算編成過程においては、説得・妥協・取引などに利用可能な即時的な情報が求められる。
すなわち、政府施策の予算編成に際して問われるアカウンタビリティについては、次のことを
意識しておく必要がある。
　まず、専門家に対して説明が求められれば、専門家は科学主義的に回答しようとする。しか
しながら、政府におけるアカウンタビリティは、より実用主義的なものである。すなわち、そ
こで期待されているのは、「費用に見合った効果・成果があったのか」にかかる、簡素で分か
りやすい説明である。行政活動の実態や構造は複雑でわかりにくい。さらに、専門的な業務内
容となれば複雑さや分かりにくさは顕著となる。アカウンタビリティは、複雑でわかりにくい
ものほど強く求められる傾向にある。すなわち、自殺対策のように専門性が付随する業務に
おいては、通常の行政活動よりも一段高いアカウンタビリティが問われる。その際の説明は、 
実用主義的になされなければならないことをおさえておく必要がある。

評価の階層
　つぎに、アカウンタビリティにおいては、＜問責＞と＜答責＞との対応関係が重要である。
言い換えると、「政策に対する批判」にどう答えるのかという点がポイントとなる。
　「政策に対する批判」は次の 5 点に集約される。第 1 は、「そもそも政策が必要なのか」、 
第 2 は、「政策は適切に設計されているのか」、第 3 は、「政策は適切に実施されているのか」、
第 4 は、「政策は効果を発揮しているのか」、第 5 は、「政策の費用は適正な水準か」である。
それぞれのキーワードを取り出せば、「必要」「設計」「実施」「効果」「費用」である。この 
5 点によって、政策に対する批判は概ね網羅できる。そして、アカウンタビリティとしては、
これらに対する＜答責＞性が求められる。これらのキーワードは次ページの表 2 に示したよう
に、「必要性」「有効性」「効率性」に再集約可能であり、この「必要性」「有効性」「効率性」は、
政府施策を評価する際の一般的な評価基準として定着している。
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評価の観点
　まず、「必要性の観点」についてである。「なぜ政府が自殺対策に取り組まなければならない
か」という問いに対する答えは、憲法 25 条の「健康で文化的な最低限度の生活」や自殺対策
基本法が基本となる。さらに、他の自治体との自殺率や自殺者数の比較、経済苦・高齢者の状況・
就職状況・アルコール関連問題などに関する地域特性などが、その「必要性」の具体的根拠と
なる。
　つぎに、「有効性の観点」についてである。これを言い換えると、「政府が実施している自殺
対策には効果があるのか」という問いとなる。自治体を中心とする政府活動の取り組みとして
は、普及啓発活動、人材育成活動、電話相談・対面相談活動、その他医療機関や専門家との連
携などがある。ただし、これらの活動が、実際に自殺率や自殺者数の減少にどの程度寄与して
いるのかを証明することは難しい。
　自殺率や自殺者数と政府活動との相関関係を論証しようとしてもそれが明確な形で示される
ことはほとんどない。

　ここで重要となるのは、表 2 に示したように、「有効性の観点」とは、「設計」「実施」「効果」
の組み合わせで議論されるものであるという点である。そもそも自殺対策が具体的「効果」を
発現するためには、様々な諸活動が繰り返し行われなければならない。さらにこうした体制整
備が構築されるためには、適正な「設計」も必要となる。すなわち、直接的に「効果」ばかり
を議論するばかりでなく、その前提となる「実施」「設計」にも注意を向けるべきことが重要
となる。自殺対策のように、直接的な「効果」が現れるまで一定の時間を要する場合には特に、

「実施」や「設計」に対する評価の重要性が増すこととなる。
　最後に「効率性の観点」である。効率性の追求は、主としてコスト縮減の議論として登場する。
その際にはあくまでも上記の推進体制が損なわれないよう、最大限の配慮をすることが必要で
ある。もちろん、社会的意義の薄れた取り組みについて、惰性的に継続することはその原資が
税金である以上、許されない。「効率性の観点」については、一般的には、費用便益分析やア
ウトソーシングの推進によって語られる。ただし、始まったばかりの自殺対策については、「効
率性の観点」よりも「有効性の観点」をしっかりと論じていった方がよいだろう。
　「必要性」「有効性」「効率性」のそれぞれの観点は、「必要性」が確認されたのちに「有効性」
が、「有効性」を踏まえた上で「効率性」が問われるという階層構造となっている。この階層
性を無視して「効率性」ばかりを問えば、自殺対策推進のための実施構造を毀損するものとな
りかねない。評価の際には、この点に十分な注意を要する。

分野を超えた連携へ
　自殺対策においては、政府が活動を展開しうるメニューについては概ね出尽くしている。 
重要な論点は、関係者間、関係組織間においてそれを構造化・体系化し、安定化させていく 
ことである。
　自殺対策の政策現場に近い専門家は、取り組みの重要性や必要性をよく認識している。こう
した現場レベルで重視されるのは、表 2 の前半の「必要」「設計」「実施」である。これに対し
て、政治・行政の過程で重視されるのは、表 2 の後半の「効果」「効率」である。＜問責＞と
＜答責＞のベクトルは、正反対の方向を向いており、一致しているわけではない。すなわち、

「現場が説明したいこと」と「現場に説明を求めたいこと」との間には、大きなギャップがある。
自殺対策はデリケートな個人情報の機微に触れることも多いので、この問題は深刻に捉えてお

表 2   評価の観点と政策に寄せられる批判との対応関係

観　点 キーワード 政策に寄せられる批判 対応する説明方法（評価システムなど）
根拠の説明、ニーズアセスメント、F/S「必要」 ①そもそも政策が　必要なのか必要性
セオリー評価（ロジックモデル）、
プロセス評価、モニタリング、業績測定、
アウトカム評価、プログラム評価

「設計」
「実施」
「効果」

②政策は適切に設計　されているのか
③政策は適切に実施　されているのか
④政策は効果を発揮　しているのか

有効性

費用対効果・費用便益分析、コスト比較「費用」 ⑤政策の費用は適切　な水準か効率性
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いた方がよい。その上で、自殺対策の現場のニーズとアウトカムとの間にあるものが、ここで
いう「実施」である。「実施」の要となるのが体制整備である。ここには多様な主体が係わる。
その安定的な役割分担こそが、今日、最重要課題となっている。
　こうした体制整備を踏まえて議論されるのが、自殺対策の「アウトカム」である。重ねて
いうが、効率性の追求は、さらにその後に議論すべきものである。この階層関係については、 
関係者間で十分に確認しておきたい。
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第２章 課題別支援のポイント





１   自殺ハイリスク者支援

	 生活困窮者････････････････････････････････････････ 26
	 アルコール／薬物乱用・依存症･･･････････････････････ 30
	 多重債務・経済問題 ･････････････････････････････････ 34
	 DV被害･･･････････････････････････････････････････ 38
	 幼少期の逆境体験（虐待・不適切な養育）･･･････････････ 42
	 自殺未遂･･････････････････････････････････････････ 46
	 罪を犯した障がい者 ････････････････････････････････ 50
	 その他のハイリスク者･･････････････････････････････ 54

１
2
3
4
5
6
7
8



【相談者の特徴】
  〇 �家族関係、失業、知的障害、精神疾患、慢性身体疾患、性的マイノリティー、犯罪歴、

借金問題など、多様な問題を複数抱えている人が少なくない。
  〇 �過去に危険な目に遭った経験があり、トラウマ反応に起因する非協力的・非社会的で、

変動の多い行動様式を示す人が少なくない（警戒心が強い、猜疑的、攻撃的、易努的、
逃避的、無気力、深刻味に欠ける、一貫性に欠ける、決断できない等）。

  〇 �自力では解決困難な問題に圧倒され、「自分の力では何もできない」という “ 自己コント
ロール感の喪失 ” に陥っている人が多い。

  〇 �「周りにたくさん人はいるが、いざとなったら頼れる人はいない」という “ 社会的孤立感 ”
に支配されている人が多い。

  〇 �繰り返される被害体験や失敗体験のため、「どんなに努力をしても未来は変わらない」と
いう “ 縮小した未来感 ” や、「自分なんて存在する価値がない」という “ 自尊感情の低下 ”
や “ 自己有用感の喪失 ” に陥っている人が多い。

  〇 �良好な支援関係を築きにくい傾向がある。
  〇 �順調な経過を辿っているように見えても、その反面で生活困窮に至った主たる原因となっ

ている最重要な問題や悩みを共有できないため、心理的な孤立を深めていく人もいる。

【支援における９つのポイント】

① �“ 判断を交えない態度 (non-judgmental 
attitude)” を基本姿勢とする

② �初期対応としては、安心・安全な生活の
場を提供し、まずは休んでもらうことを
最優先する

③ �経済的困窮だけに注目し過ぎない（多様
で複数の問題を抱えていることを前提と
する）

④ �生活困窮者が陥りやすい心理状態や行動
様式を理解しておく

⑤ �支援拒否や中途離脱への寛容
⑥ �うまく行かない場合にも、継続して次の

社会資源につなぎ戻す、連続的な支援を
提供する（“ 伴走支援 ”、“ 寄り添い支援 ”）

⑦ �自立を進めることで、孤立を増強させる
ことがあることを常に想定しておく

⑧ �孤立の解決に向けて、互助（相互援助）が
体験、実践できるような環境設定を行う

⑨ �福祉、介護、保健、医療、成年後見、権利
擁護、警察、民間組織、地域コミュニティー
等との連携、人的交流（個別相談、連携
会議の開催・協力、研修会等への相互協
力等）

◆ 生活困窮者支援法 ◇◇◇
【生活困窮者の定義】
　現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持する
ことができなくなるおそれのある者

【実施主体】
　福祉事務所を設置する自治体

【各事業の概要】
○ 生活困窮者自立支援事業（必須事業）
　  ・ �アセスメントの実施、支援計画の作成・関係機

関への同行訪問、就労支援員による就労支援
　  ・ �関係機関とのネットワークづくり、社会資源の 

開発
○ 住居確保給付金（必須事業）
　  ・ �有期で家賃相当額を支給
○ 就労準備支援事業（任意事業）
　  ・ �生活習慣形成から、社会的能力、就職活動技法

の習得等を3段階で支援
　  ・ �事業形式は、通所または合宿
○ 就労訓練事業（任意事業）
　  ・ �作業の機会の提供に併せた、就労支援担当者に

よる一般就労に向けた支援
○ 一時生活支援事業（任意事業）
　  ・ �住居のない者に一定期間内に限り、宿泊場所の 

供与や衣食の供与
○ 家計相談支援事業（任意事業）
　  ・ �家計収支等に関する支援計画の作成
　  ・ �家計の再建に向けた相談支援（公的制度の利用

支援、家計表の作成等）
　  ・ �法テラス等の関係機関へのつなぎ
　  ・ �貸付のあっせん
○ 子どもの学習支援事業（任意事業）
　  ・ �家庭での養育相談や学び直しの機会の提供、 

学習支援といった「貧困の連鎖」の防止の取組

生活困窮者1
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　生活困窮者の置かれている状況は様々であると同時に、その “ 痛み ” はきわめて人間的な 
ものであり、それぞれに個性があることを理解することが大切である。さらに、自己決定する
ことを許されない状況下での生活を強いられた者にとっては、自らが望まない支援の提案は、
無力感や失望を増強し、二次的な被害を与える可能性があるので注意を要する。
　推奨される基本姿勢は、判断を交えない態度（その人の考えに解釈や判断をせずに「私が何をす
ればあなたの役に立つのでしょうか？」と問いかける姿勢）に徹することである。

　路上生活者の場合など、居所を転々としていたり、危険な目に遭遇していたり、心身に大きな負
担がかかって疲れ切っている人がほとんどであるため、初期対応としては、安心・安全な生活の場
を提供し、休んでもらうことが優先される。「今後の生活はゆっくり考えることにして、焦らずに、
休んで大丈夫ですよ」というメッセージを明確に伝えることが重要である。

　生活困窮に陥った背景としては、多様で複数の問題を抱えている場合がほとんどであり、経済
的困窮の解決だけを目標としてもうまくいかないことがほとんどである。
　知的障がいや教育を十分に受けられなかった人も多く、読み書きが不自由な場合も少なくな
い。統合失調症などの精神疾患、認知症、発達障害があったり、糖尿病や心臓疾患、腰痛などの慢
性身体疾患に罹患している場合もある。借金問題や犯罪歴、夫婦関係や親子関係のトラブルから
家を出ざるを得なくなった人もいる。
　いずれにしても、本人にとっては「不名誉で人には話したくない」問題であるため、なかなか明
らかにならないことも多いので、そのような背景があることを想定しながら、ある程度時間をか
けて観察し、信頼関係を築きながら、アセスメントしていくことが重要となる。

　生活困窮者の中には、様々な傷つき体験、失敗体験をしていたり、身体的、心理的な暴力被害に
遭遇してきた者が少なくない。
　個人の力では解決困難なつらい体験に遭遇した時にしばしば生じる心理行動上の反応として、
不安・緊張、不眠、抑うつ、幸福感の喪失の他に、“社会活動能力の低下”、“対人関係困難（人とうま
くつきあえない、孤立等）”があることも知っておく必要がある。
　長期に渡って繰り返し暴力被害に遭ってきた人の場合、“戦う”か“逃げる”という行動パターン
が身についてしまい、恐怖・不安・怒りで物事に対処する傾向があらわれる。背景には、危機遭遇
時に脳内で作動する「ノルアドレナリン」（別名“怒りのホルモン”）神経の慢性的な機能亢進も想
定されており、本人によるコントロールが困難な特性と理解する必要がある。
　このような理由から、生活困窮者の中には、過度に攻撃的で易怒的だったり、支援の途中で逃避
する、あるいは、無気力で非協力的だったり、拒否的といった行動パターンを示す者が少なくな
い。このような行動は、本人のわがままや病的な性格等に起因するものではなく、これまでの過
酷な体験、つまり“異常事態に対する、正常な反応”であるという理解が必要である。
　さらに、可能であれば、このような理解を本人にも説明し、支援者と共有することが推奨される。
また、知的障がいや教育を十分に受けられなかったために、読み書きに不自由な人も少なくなく、
駅名やバスの行き先が読めないために待ち合わせの場所に来れないということもある。加えて、
多くの生活困窮者は疲れ果て集中力に欠けた状態にあるために、さらに理解力が低下することも
考慮に入れ、図示したり、繰り返し確認をしながら、丁寧な説明に心がけるべきである。

【支援の実際】
①  “ 判断を交えない態度（non-judgmental attitude）” を基本姿勢とする

②  初期対応としては、安心・安全な生活の場を提供し、まずは休んでもらうことを最優先する

③  経済的困窮だけに注目し過ぎない（多様で複数の問題を抱えていることを前提とする）

④  生活困窮者が陥りやすい心理状態や行動様式を理解しておく
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　支援拒否や支援からの中途離脱をする者も少なくないが、そのような事態に対しては、過酷な
体験という“異常事態に対する、正常な反応”と理解し寛容となることが、支援対象者に対する否
定的感情や、支援者自身の無力感や燃え尽き感を防ぐことができる。

　生活困窮者の多くは、社会との交流再開や再参加を目指して何度も挑戦するもうまく行かない
という経験を数多くしており、「どんなに努力をしても未来は変わらない」という“縮小した未来
感”や、「自分の力では何もできない」という“自己コントロール感の喪失”に陥っている。そのため、
支援者の協力を得て挑戦したことが失敗に終わると、さらに希望と意欲を失うこととなる。
　したがって、支援を開始した後は、うまく行かない場合には、いったん元に戻って仕切り直し
て、次の社会資源につなぎ戻すという、連続的な支援を提供することが肝要となる。うまく行か
ない時も含めて、その時のその人のニーズに合った支援を対象者と一緒に試行錯誤しながら考え
ていくという、“伴走型支援”、“寄り添い支援”などと呼ばれる支援体制が推奨される。

　住まいの確保、就労準備等、自立に向けて順調に進んでいるにも関わらず、社会的な孤立が増強
してしまうことがある。
　生活困窮に至ってしまった事情は、人によって様々であり、しかも、本人にとっては「不名誉で
人には話したくない」問題であるため、最も困っている本質的な問題を周囲に相談できないまま
追いつめられるという事態が時々生ずる。特に本人も努力し経過が順調であると、支援者は「が
んばってますね」「良かったですね」という激励のメッセージを伝えがちになるが、これらが「支援
者を失望させたくない」といった気持を強め、本質的な問題を話題にできない状況に追い込むこ
とがある。
　また、自立が成功した時から、共同住居等での仲間との生活も終わるわけで、新しい人的ネット
ワークができない限り、孤立は深まることになる。
　経過が順調な時にも、本人が本音や弱音が吐けるような、声かけや見守りを忘れないことが重
要である。

　生活再建、自立ができても、社会的孤立が解決できなければ、本末転倒であり、孤立の解決を目
指した支援環境を整える工夫が必要である。
　生活困窮者の多くは、自分は「価値のない人間である」「役に立たない人間である」という“自尊
感情の低下”“自己有用感の低下”に陥っており、このことが、過度に相手の評価を気にすることに
つながり、安心して他者と交流することを妨げている。また、適切な支援を受けていても、「支援
してもらっている」という役割が固定化すると、さらに自己有用感の低下は増強する。
　自尊感情や自己有用感の回復には、その人が所属している集団や社会の中で「自分が意味のあ
る役割を果たしている」という実感や、「他人のために自分が役立つ」という体験が必要であると
いわれている。
　そのためには、支援と被支援の固定化を避け、「助けられた者は、同時に助ける者」でもあるとい
う助け合い、互助（相互援助）の環境を準備することが重要となる。
　同様の体験をした者だからこそ、相手が体験してきた困難性を共感できるし、同じ境遇の人か
らの手助けであれば、過度に強がることもなく素直に助けを受け入れることが容易となる。

⑤  支援拒否や中途離脱への寛容

⑦ 自立を進めることで、孤立を増強させることがあることを常に想定しておく

⑧ 孤立の解決に向けて、互助（相互援助）が体験、実践できるような環境設定をおこなう

⑥ �うまく行かない場合にも、継続して次の社会資源につなぎ戻す、連続的な支援を提供する 
（“ 伴走型支援 ”、“ 寄り添い支援 ”）
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　同じような問題や課題を有する人たちによるセルフヘルプ活動（自助活動、相互援助活動）にお
いては、仲間のために自分の過酷な体験そのものが役に立つという実感が得られるやすく、自尊
感情の回復に有効であるとされている。

　福祉事務所をはじめ、高齢者介護、障害福祉、医療等の支援サービス機関との連携の他、警察、法
律専門家（成年後見、権利擁護等）、住まいの確保や就労支援に関しては、不動産業や各種企業の協
力が必要となる。
　関係機関、団体とは、個別相談、会議や研修会等を通じて人的交流を深めておくことが重要であ
る。
　多機関による支援チームが形成され、支援の内容や方向性、課題について、本人も含めて共有す
ることができれば理想的である。
　また、地元自治会等、地域コミュニティーからの理解が得られない場合もあるが、支援活動を実
践する中で、根気強く働きかけ理解者を増やして行くことが重要であり、強く反対していた住民
が転じて良き理解者になってくれることもある。

関係者からの
一言・・・・

関係者からの
一言・・・・

奥田知志
生活困窮者自立
支援全国ネット
ワーク  代表理事

的場由木
NPO 法人自立支援
センター「ふるさと
の会」 保健師

⑨ �福祉、介護、保健、医療、法律、警察、民間団体、地域コミュニティー等との連携、人的交流 
（個別相談、連携会議の開催・協力、研修会等への相互協力等）

　1988年以来、路上生活者の支援を行ってきました。｢寝る前、もう目が覚めない
ようにと祈る」」、そんな言葉を繰り返し聴いてきました。路上巡回相談では、毎年延
べ約500名を対象としますが、自死念慮者は全体の約７％で、さらに衣食住が整っ
た後でも自死念慮がある人は約４％となっています。“自立”が“孤立”に終わってい
るという課題を見てきました。実際の自死はほぼありませんが、課題は明確です。
　私たちは、生活困窮者の抱える困難を“経済的困窮（ハウスレス）”と“社会的孤
立（ホームレス）”という二つの観点で捉えてきました。“ハウス”という経済的課
題と“ホーム”という人間関係の課題は違うという理解です。路上では「畳の上で
死にたい」と仰っていた方が、入居後「俺の最期は誰が看取ってくれるだろうか」と
仰る。複合的で多岐わたる困難を抱えておられる故に、住居確保から始まり、就労、
メンタル、債務など包括型の支援が必然となります。しかし、このような“処遇の
支援”と同時に「この人には誰が必要か」と言う“存在の支援”が重要です。相談員
は、本人に伴走しつつ課題解決を支援すると同時に、人や地域等との関係づくりを
進めます。
　さらに関係とは“相互的”であるべきだと考えます。｢助ける」｢助けられる」の固
定化を避け、「助けられた人が助ける人になれる」という“開かれた関係づくり”が
大切だと思います。

　支援の中で特に大切だと思っていることは、支援する側の価値観を押し付けな
いで、相手の立場に立って考えていくことです。一緒に同じものを見ようとする
関係性の中で協働して生活をつくっていくことを「よりそい支援」と表現していま
す。地域の中で孤立しないための互助や役割関係を特に重視しているところは、
生活困窮者への生活支援の特徴のひとつだと言えるかもしれません。
　経済的な問題だけではなく、疾病や障害、権利擁護の問題など、複合的な問題を抱
えている場合が多いため、さまざまな機関との連携が欠かせません。緊急性を要し、
必要な情報が十分にないまま支援をしなければならないこともありますが、必要に
応じて関係者との会議を開催して、情報共有をこまめにすることが重要だと思いま
す。連携するにあたっては、当方の役割がわかりにくいこともあり、具体的にどのよ
うな支援をしているのかなどを丁寧に説明していくことを心がけています。
　人生の変化に圧倒されたり、途方に暮れたりすることは、誰しもが経験している
ことではないかと思います。同じひとりの生活者として、困っていることに共感
し、一緒に考えていく姿勢が大切だと思います。
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【相談者の特徴】
  〇 �自分の飲酒行動に問題があることに気づいていない、もしくは、問題飲酒行動や薬物使

用を認めようとしないため、自分から援助を求めようとせず、支援や治療に対して非協
力的であったり、拒否的であったりする。

  〇 �一方で、家族や周囲の人々は陰で苦しんでいる。
  〇 �身体疾患、精神疾患、暴力、虐待、飲酒運転、自殺など、重大な社会問題との関連性が

強いために医師から飲酒を止められている、あるいは違法な行為にも関わらず、使用し
続けている、もしくは、断酒・断薬と再飲酒・再使用を繰り返している。

  〇 �飲酒にまつわる暴力が繰り返されている。
  〇 �飲酒運転、または、酒気帯び運転を複数回起こしている。
  〇 �自分の生命や健康を大切にできない、あるいは自分の身体を傷つける行動を繰り返す傾

向がある（持病の治療中断や健康管理の放棄、自傷、自殺未遂等）。
  〇 �複数の依存症、嗜癖行動（アディクション）が併存していることがある。

【支援における９つのポイント】

① �依存症、嗜癖行動（アディクション）に
ついて正しく理解しておく

② �意志力、精神力に頼っていたり、深く反
省するだけでは、行動をコントロール
できないことを理解し、本人、家族、関
係者、支援者間で共有しておく

③ �本人が協力的でない場合は、まずは家
族支援から開始する

④ �スモールステップ（小さな目標から少
しずつ）を原則とする

⑤ �本人の主体性を尊重する

⑥ �失敗、再使用への寛容と再挑戦への 
応援

⑦ �反社会的行為、違法行為に対しては、毅
然した対応に努め、必要に応じて司法
化する

⑧ �自助グループ、民間リハビリ施設との
連携

⑨ �専門医療機関や、保健行政機関、その他
の関係機関、関係者との情報交換、連携

◆ アルコール健康障害対策基本法 ◇◇◇
【アルコール健康障害の定義】
　アルコール依存症その他の多量の飲酒、未成年者の飲酒、
妊婦の飲酒等の不適切な飲酒の影響による心身の健康障害

【基本理念】
　 ・ �発生、進行、再発の各段階に応じた防止対策
　 ・ �当事者と家族が日常生活と社会生活を円滑に営むこと

ができるよう支援
　 ・ �飲酒運転、暴力、虐待、自殺等の問題に関する施策との 

有機機的な連携

【責務】
　国、地方公共団体、国民、医師等、健康増進事業実施者の 
責務とともに、事業者の責務として、アルコール健康障害の 
発生、進行及び再発の防止に配慮する努力義務を規定

【アルコール健康障害対策推進基本計画】
　基本法第12条第1項に基づき、平成28年5月に国が策定。
〇 重点課題1 ：
　�　飲酒に伴うリスクに関する知識の普及を徹底し、将来

にわたるアルコール健康障害の発生を予防
　 ・ �特に配慮を要する者（未成年者、妊産婦、若い世代）に対

する教育
　 ・ �啓発
　 ・ �アルコール依存症に関する正しい知識や理解の啓発
〇 重点課題2 ：
　�　アルコール健康障害に関する予防及び相談から治療、

回復支援に至る切れ目のない支援体制の整備
　 ・ �アルコール健康障害への早期介入
　 ・ �地域における相談拠点の明確化
　 ・ �アルコール健康障害を有している者とその家族を、 

相談、治療、回復支援につなぐための連携体制の推進
　 ・ �アルコール依存症の治療等の拠点となる専門医療 

機関の整備

アルコール／薬物乱用・依存症2
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　依存症、嗜癖行動を一言で表現すると、“その行動を意志力や精神力ではコントロールできな
い”という行動障害である。
　飲酒や薬物使用、ギャンブル、買い物などの行為には、「気持ちが良い」｢ストレス解消になる」
｢嫌なことから解放される」などといった快感が伴う。そして快感を伴う物質や行為は、“脳内報
酬系”という神経回路を活発化させ、もう一度同じ快感を求めようという欲動が起きてくると理
解されている。依存症には、この脳内報酬系の異常が想定されている。言い換えると“脳が自動
的に物質や行為を求める”わけで、もはや個人の意志力や精神力などでのコントロールは不可能
となる。「脳がハイジャックされている」などとも表現され、脳の機能障害と理解すべきである。

　意志力や精神力ではコントロールできない行動障害であるということは、言い換えると“意志
力や精神力に頼っているかぎり回復できない病気”である。深く反省し、二度とやらないと誓っ
ても、いったん異常を来した脳内報酬系は改善しないわけで、意志力や精神力、倫理観に働きかけ
るだけでは克服できないという事実をよく理解し、本人、家族や関係者、支援者間で共有しておく
ことが重要である。
　周囲の人々や支援者は、本人の意志力や精神力、倫理観に訴えるような働きかけは慎むべきで
ある。むしろ、自己コントロールが難しい問題であることを伝え、専門家の支援や自助グループ
への参加など、他者の力を借りることを提案すべきであろう。

　本人が支援を拒否したり、非協力的な態度をとることはしばしばあるが、その場合は家族の支
援から開始する。家族の相談に対応してくれる機関としては、最寄りの保健所、精神保健福祉セ
ンターがある。その他、家族相談に対応してくれる医療機関や民間リハビリ機関もあるが、地域
によって実情が異なるので、保健所、精神保健福祉センターに確認する。

　アルコールや薬物の摂取をやめ続けるのは極めて困難な課題であり、飲酒量を減量することで
すら容易ではない。最初から困難なゴールを設定すると、失敗し、自信喪失とともに支援や回復
過程からの脱落を惹起するので注意を要する。
　小さな目標から少しずつ挑戦することを推奨するべきである。

		  例 ： �「まずは、今日一日やめてみましょうか」 
「まずはこのやり方で一週間トライしてみましょう」

　本人が主体的に関わらないと成功率は減少するとともに、上手く行かなかった場合に、家族や
支援者、治療者のせいにして、自分の問題として直面できなくなる。
　本人が望まない方法を無理矢理選択させるのではなく、まずは本人の希望を採用するととも
に、上手く行かなかった場合にはこちらの提案を受け入れてもらうよう約束をしておくという手
順が一般的である。
　本人に特に希望がないときは、複数の選択肢を提示し、本人に選択してもらう。初期の段階で
あれば、支援を受けないという選択肢を入れておいても良い。もちろん、生命の危険があったり
周囲への影響が深刻な場合などは、このような選択肢は不可である。

【支援の実際】
① 依存症、嗜癖行動（アディクション）について正しく理解しておく

② �意志力、精神力に頼っていたり、深く反省するだけでは、行動をコントロールできないことを
理解し、本人、家族、関係者、支援者間で共有しておく

③ 本人が協力的でない場合は、まずは家族支援から開始する

④ スモールステップ（小さな目標から少しずつ）を原則とする

⑤ 本人の主体性を尊重する
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　最初の挑戦で断酒や断薬を成功する例は極めて希であり、多くは使用の中止と再使用を繰り返す
中で､酒や薬を使わなくて良い生き方や生活の仕方を見いだすこととなる。
　一定期間断酒や断薬していた人が再使用してしまうことを、当事者や関係者の間では“スリップ” 
と呼ぶが、「スリップすることは恥ずかしいことではないが、スリップしたことを隠して何の手立ても
講じないことは問題である」という認識を、本人と支援者、関係者間で共有しておくことが重要である。
　また、再挑戦への応援も大事であるが、「1 年でスリップしたのだから、今度は1 年と1 日やめるこ
とを目標にしよう」など、スモールステップを提案する応援メッセージが望ましい。

　暴行・傷害や虐待、飲酒運転などの違法行為、あるいは威力業務妨害等に該当するような迷惑行
為に対しては、毅然とした対応が原則であり、警察への通報をためらう必要はない。このような
行為を大目に見ることは、支援者の燃え尽きや、本人と支援者の関係性の悪化につながる。また、
司法化することは、本人の問題への直面化や動機付けのきっかけになることも多々ある。ただし、
使用そのものが違法とされる薬物の場合、再使用のたびに警察に通報するものではなく、⑥で示
した原則的な対応を考慮しながら、ケースバイケースで判断することとなる。

　自己コントロールができないという事態
は、自尊心を傷つけ、自己肯定感を低下させ
る。他者の援助を受けることが推奨されるの
だが、プライドや「強い意志を持っていればコ
ントロールできるはずである」という間違っ
た社会通念が影響して、素直に受け入れられ
ずに状況は悪化し、さらに自尊心が傷つくと
いうパターンとなる。
　自尊心の回復には、所属している集団や社
会の中で、自分が“意味ある役割を果たしてい
る”、他人のために“役立つ”という体験や実感
が必要とされており、そのような体験ができ
る場として、自助（セルフヘルプ）活動は極め
て有用である。
　依存症者の自助グループや、当事者が運
営する民間リハビリ施設との連携、情報交換
は必須項目の一つともいえる。

　依存症を診てくれる精神科医療機関、保健
所や精神保健福祉センターはもちろん、福祉
事務所や警察、一般医療機関、法律家など、ア
ルコール、薬物関連問題と関連する関係機関、
関係者とは、連携、情報交換をしておくことが
有用である。
　具体的な方法とは、事例検討会議の開催
や協力、研修会や普及啓発イベントへの相互
協力などである。

⑥ 失敗、再使用への寛容と再挑戦への応援

⑦ 反社会的行為、違法行為に対しては、毅然とした対応に努め、必要に応じて司法化する

⑧ 自助グループ、民間リハビリ施設との連携

⑨ �専門医療機関や、保健行政機関、その他の関係 
機関、関係者との情報交換、連携

◆ 自助グループ ◇◇◇
　何らかの生活課題や問題を抱えた人たちが、相互に支え合
い、その問題などを乗り越えようとする小団。
　グループ運営を専門家に委ねず、あくまで当事者たちが独
立しているというのが特徴。
　アルコール依存の「断酒会」「AA」、薬物依存の「NA」、ギャ
ンブル依存の「GA」などがある。

● 主たる活動は体験談ミーティング
　�　自身の体験談を語り、他者の体験談を聞く。他者の発言

に対する意見は述べない“言い放し、聞きっぱなし”と呼ば
れるスタイルが一般的。

　�　体験談を語ることは体験者であれば誰でもできること
であり、「自分と似た体験をしているあなたの体験談が聞
けて良かった」という参加者の反応は、“他人のために役立
つ”という実感を与えてくれる。

● 主な自助グループ
《アルコール依存症》
○ 断酒会
　�　1958年に誕生した「東京断酒新生会」と、翌年に誕生し

た「高知県断酒新生会」が、1963年に合併して『全日本断
酒連盟（全断連）』を結成したのが始まり。

○ AA（Alcoholic Anonymous、ｱルコティクス・アノニマス）
　�　『無名のアルコール依存症者たち』の意。1935 年に誕

生した先駆的自助グループで、日本では、1975 年に始まっ
た。組織を持たない共同体で、実名も名乗る必要はなく
ニックネームを使用するのが特徴。

《薬物依存症》
○ NA（Narcotics Anonymous、ナルコティクス・アノニマス）
　�　『無名の薬物依存者たち』の意。 1953 年米国カリフォ

ルニアでAA からの分離という形で生まれ、実名も名乗る
必要はなくニックネームを使用する。日本では、1982 年
に東京で最初のグループが誕生。

《ギャンブル障害（ギャンブル依存症）》
○ GA（Gamblers Anonymous、ギャンブラーズ・アノニマス）
　　�『無名のギャンブラーたち』の意。 1957 年、米国で誕生、

日本では、1989 年に横浜で最初のグループが誕生。
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関係者からの
一言

関係者からの
一言

今成知美
ASK（ ア ル コ ー
ル薬物問題全国
市民協会）代表

嶋根卓也
国立精神・神経医
療 研 究センター 
薬物依存研究部 
室長

◆ 専門医療機関 ◇◇◇
　アルコールや薬物依存症の治療プログラムを提
供している精神科医療機関。
　外来治療としては、薬物療法、個人精神療法、集団
精神療法を提供するとともに、地域の自助グループ
とのネットワークを大事にしながら、断酒や断薬の維
持や新しい生き方の発見を手伝ったりしてくれる。
　入院治療については、離脱症状や精神症状に対す
る薬物療法から、疾患教育、個人精神療法、集団精神療
法、自助グループの紹介から社会復帰の準備までの、
一貫した入院治療プログラムは、『アルコール･リハビ
リテーション･プログラム(ARP）』、『ドラッグ・リハビリ
テーション・プログラム（DRP）』と呼ばれたりする。
　地域によっては、専門医療機関がないところもあ
る。アルコール依存症を診てくれる医療機関は比較
的多いが、薬物依存症になると対応してくれる医療
機関は少ないというのが現実である。
　専門医療機関がない地域においては、保健所や精
神保健福祉センターの協力を得ながら地域の自助グ
ループや一般医療機関等と連携しながら支援ネット
ワークをつくって対応することとなる。

◆ 薬物依存症リハビリ施設「ダルク」◇◇◇
　薬物依存症の当事者が運営する民間のリハビリ施設で、
1985年、自らも覚醒剤中毒である近藤恒夫氏（東京弁護士会人
権賞受賞者）が中心となって東京で開設され、その後全国各地
に広がった。
　ドラッグ（Drug＝薬物）のD、アディクション（Addiction＝
嗜癖）のA、リハビリテーション（Rehabilitation ＝ 回復）の
R、センター（Center ＝ 施設）のCを組み合わせて 「ダルク
(DARC）」という名称になった。
　通所施設と入所施設があり、入所施設では5 ～ 20名の薬物
依存症者が3 ～ 6 ヶ月の共同生活を送りながら、薬物依存から
の回復、社会復帰を目指して日々の活動を続けている。
　ダルクで行われているリハビリ・プログラムは、自助グループ
で行われる体験談ミーティングを中心としたものであり、スタッ
フも全員薬物依存症の当事者（回復者）である。
　この自助的な環境が、強がったり、ごまかしたりすることな
く、“自分の力だけでは薬物使用をコントロールできない”とい
う事実を素直さと潔さをもって受け入れ、仲間とともに薬を使
わなくてもよい生き方を見つけようという態度に変えていく
ものだと考えられている。
　ダルクにつながることで、医療や司法、学校、地域からも見放
された多くの依存症者たちが見事に回復している。

　アルコール依存症の最近の傾向は、女性と高齢者の増加です。女性は、若年か
ら子育て期、熟年期、高齢期まで年齢は様々で、「お酒がやめられない」と、ご本人
が相談電話をかけるケースもあります。性虐待を受けていたり、子どもの虐待が
あったりして、死にたいと訴える人も多いです。背景にアルコールがないか、気を
つけて見てください。高齢者のアルコール問題は、衰弱、路上寝、転倒、認知症の悪
化などにつながります。酩酊して介護者にからんだり、酒を買ってきてくれとせ
がんだり。離れて住む息子や娘が困って相談することも。
　家族は、「老い先短いのだから」と介入をためらいますが、高齢者を診ている専
門医療では、高齢者は治療につながるとすんなり断酒する例がけっこうあると言
います。人生をどう締めくくるかは大事なので、あきらめずに、保健所や精神保健
福祉センターに相談してほしいと思います。うつとアルコールがからむケースも
よくあります。休職中に昼間から飲んで、通院時に飲酒運転事故を起こす例も。
厚生労働省は今後、アルコール・薬物・ギャンブルの相談に力を入れる方針ですし、
アルコールでは基本法ができて、都道府県が対策推進計画をつくる流れになって
います。そこで重視されているのが「地域連携」です。
　その中心となるのが保健所・精神保健福祉センターで、家族だけでなく、周囲の
人や援助者の相談も受けつけています。

　「もう二度と覚せい剤など手を出しません！」と固く誓ったはずの患者が、あっ
さり再使用（スリップ）してしまうことがよくあります。その時、援助者は何を思
うのでしょうか。「反省が足りない・・・」と患者を責めたり、「もっと厳しく指導し
ていれば・・・」と自分を責めたりしていませんか？ 薬物の再使用は、治療の失敗で
はありません。再使用は、薬物依存から回復するプロセスで誰もが経験する「症状」
なのです。
　むしろ、援助者にとって怖いのは、再使用したことを隠されることや、再使用を
きっかけに治療から離れていってしまうことではないでしょうか。再使用の事実
を正直に話せるような安全な場を作り、何でも話せる信頼関係を日頃から構築し
ていくことで、治療継続性は向上していきます。薬物依存症者を支援する上で必
要なことは「反省」や「叱責」ではなく、「共感的な態度」や「動機付け」です。
　とはいえ、薬物依存に対する支援に苦手意識を持っている方や、陰性感情を持っ
ている方もいらっしゃるかもしれません。そういう方は、ぜひ「回復者」と出会って
ください。わが国には、地域における受け皿として、30 年以上の歴史を持つダル
ク（DARC）があります。まずはダルクの扉を叩いてみてはいかがでしょうか。ダル
クのスタッフは、いずれも薬物依存の当事者であり、｢モデルとなる回復者」です。
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【相談者の特徴】
  〇 借金をつくったことは恥だと思っており、他人に相談することをためらっている。
  〇 �借金のことは話題にできず、その他の問題で相談してきたり、家族や関係者とのトラブ

ルとして表面化したりする場合もある。
  〇 �他人の援助を受けることなく、日々の取り立てや資金繰りの為に極度の疲労状態にあり、

思考能力、判断力、行動力が著しく落ちている者も少なくない。
  〇 �うつ病に罹患していたり、うつ状態に陥っている者もいる。
  ○ �多重債務の原因としてはさまざまであるが、事業の失敗、保証人としての債務、失業、

病気による就労不能などが多く、近年は家族の介護のための離職や、貸与型奨学金の返
済負担に起因する事例も増えている。

  〇 �ギャンブル障害（ギャンブル依存症）やアルコール／薬物依存症、買い物依存といった
依存症の問題がある場合は、本人がそのことを隠し続けることがある。

  ○ �家族には秘密にしている場合がある。

【支援における９つのポイント】

① �まずは、これまでの苦労へのねぎ
らいをする

② �本人の困りごとや、家族や関係者
とのトラブル、仕事や社会的活動
上の問題の背景に借金・多重債務
がないか関心を払っておく

③ 専門家の介入の有無を確認する

④ �専門家への相談がなされていない
場合は、弁護士・司法書士の介入
があれば、借金は解決可能である
ことを伝える

⑤ �弁護士・司法書士を紹介する際は、
よりていねいで積極的な働きかけ
をする

⑥ �ギャンブル障害などの依存症がな
いか確認をし、適切に対応する

⑦ �うつ病が疑われる様子がないか関
心を払い、適切に対応する

⑧ �自殺のリスクがないか確認し、適
切に対応する

⑨ �弁護士・司法書士、専門医療機関や、
保健行政機関、その他の関係機関、
関係者の情報交換や連携をはかる

◆ ４つの債務整理法 ◇◇◇
　債務整理の合理的で確実な方法として、以下の４つの方法
がある。
　相談者に対しては、中身を詳しく理解してもらうより、具体
的な解決法として４つも方法があること伝えることが第一で
ある。

【任意整理】
　裁判所を使わず、当事者間の話し合いで返済方法について
和解する方法。
　話し合いによるため、柔軟な返済計画を組むことが可能で
あるが、話し合いに応じない貸金業者に対する強制力がない。

【特定調停】
　裁判所が債権者と債務者の間に立って、利害調整をするもの。
　裁判所に選任された調停委員が仲介するので、公平な結論
が期待でき、返済計画に強制力があり、給与の差押さえ等も止
められる。合意成立しない場合でも、裁判所は、適切と思われ
る返済方法等を決定することができ、これに双方から異議が
出なければ、合意が成立した場合と同様の効果がある。

【個人版民事再生】
　裁判所が認可した再生計画に基づき、債務を返済する方法。
　話し合いによる解決が難しい場合でも債務整理が可能とな
り、住宅ローン特別条項により住宅を失わずに借金を大幅に
減額した上で３年～５年の期間での分割払いにすることが可
能。ただし、安定した収入が必要であること、小規模個人再生
で過半数債権者が反対する場合には再生計画が認可されない
など、利用できない場合もある。

【自己破産・免責】
　裁判所を通じて債務の支払いを免責してもらうもの。
　返済の見込みがない場合に選択するもので、早期に借金から
解放され、給与の差押え等を止められる。しかし、最低限の生
活資材を除き、住宅等の財産を失い、免責が許可されるまで一
定の職業に就けないなどの制約がある。
　また、税金や養育費などの非免責債権については、免責され
ない。

多重債務・経済問題3
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　多重債務者のほとんどが、借金をつくったことは恥だと思っており、他人の言動に敏感になっ
ている。勇気を振り絞って借金問題を相談したにも関わらず、「どうして、そんな多額の借金に
なったの？」といった質問をされると、自分を責められているように感じ、二度と他者に相談しな
くなるという頑なな態度になってしまう場合もある。
　「今まで、よく頑張ってきましたね。もう一人で頑張らなくても大丈夫ですよ。」といったねぎ
らいの声かけが最初の対応となる。

　初期の段階から借金のことを相談する人は少ない。多くは、以下に示したように、家庭での問
題、職場の問題、健康問題や様々な生活上の問題に関する相談から始まり、話の中で、借金・経済問
題の存在が明確になってくる。
　● �税金が払えない（分納させてほしいと相談にきた場合は、多重債務の可能性が高い）
　● �生活費がない
　● �夫婦関係や親子関係がうまくいっていない（内緒の借金があるために関係が悪化している）
　● �夫からDV を受けている／子供から暴力を受けている（ギャンブル障害やアルコール依存

症と、それに伴う借金問題が想定される）
　● �子どもが登校できていない（生活困窮のために登校しなかったり、親が登校させなかったりする）
　● �夫の仕事がうまくいっていないようだ
　● �家族／親類／友人の様子が気になる
　● �病気のことで相談したい〔病院の入院費が払えない〕
　● �失業、リストラ、事業の失敗
　● �ギャンブルがやめられない〔ギャンブル障害〕
　● �衝動買いがやめられない〔買い物依存〕 ※ 女性が多い
　● �親／子どもが行方不明である（借金を抱えている場合も多い）

　法律専門家（弁護士・司法書士）に相談をしているかについて確認をする。
　すでに相談がなされている場合は、その相談がうまくいっているかを確認し、専門家の介入があれ
ば、借金は解決可能であることを再確認しながら、必要に応じてその専門家との連絡調整を行う。

　専門家の介入があれば、借金は解決可能であることについて、以下の情報を提供しながら確実
に伝える。ただし、解決方法は個人の状況で異なるので決めつけないこと。
○ 法的手続きをとることによって、返済額が減額や免除になることがある。
　�　有名な業者であっても、法的な金利を超えて余分に払いすぎている場合があり、その過払い

金が戻ってくることもある。
○ 法的手続きが開始されれば、取り立てが止まる。
　�　債務整理を弁護士、司法書士や裁判所に依頼した場合、その旨を貸金業者に通知（受任通知）

してもらうと、通知が届いた時点から貸金業者は取り立てができなくなる。
　�　債務整理の合理的で確実な方法として、「任意整理」､「特定調停」､「個人版民事再生」、｢自己

破産」の４つの方法があることを具体例として説明するとより分かりやすい。
○ 専門家の手続き費用について不安があれば『民事法律扶助制度』をすすめるとよい。

【支援の実際】
① まずは、これまでの苦労へのねぎらいをする

② �本人の困りごとや、家族や関係者とのトラブル、仕事や社会的活動上の問題の背景に 
借金・多重債務がないか関心を払っておく

③ 専門家の介入の有無を確認する

④ �専門家への相談がなされていない場合は、弁護士・司法書士の介入があれば、 
借金は解決可能であることを伝える
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　弁護士・司法書士をへの相談を勧める場合、相談機関名と連絡先を伝えるだけに終わらず、以下
のような積極的な働きかけが必要である。相談者は、今回の相談で全精力を使い果たしていたり、
金策にあけくれているため、次の相談機関を訪れないことも想定できるからである。
● �紹介先に電話を入れ、相談者の抱えている問題の概要を説明し、対応可能であるかを確認す

る。
● �先方が対応できる日時、窓口名、担当者名等を確認し、必要であれば予約までする。
● �相談機関名、電話番号、アクセス方法、相談対応日時、窓口名、担当者名等を相談者に確実に伝

える。（可能であれば、当該相談機関のリーフレットを渡したり、メモして渡したりすることが
望ましい）

● �紹介した機関に相談した結果等について、事後報告してくれるよう相談者に依頼する。 
あるいは、こちらが紹介先に直接電話を入れて、その後の経過を確認することに関して、相談
者本人の了解をとっておく。

　ギャンブル、アルコール／薬物、買い物等の依存症が背景にある場合、依存症への対応を同時に
行う必要性が出てくる。
　こうした依存症の問題がある場合は、本人がそのことを隠し続ける傾向があるので、繰り返し
かつ慎重に確認することが重要である。
依存症がある多重債務者に対して弁護士や司法書士が債務整理を行う際に注意しておくべきこ
とがある。毎月の返済で苦慮していた者に対して、弁護士・司法書士の受任通知によって取立て
が止まったり、過払い金の返還請求を先行して行った場合、自由に使える金が手元にあることで、
中断していたギャンブル、アルコール、薬物等が再燃してしまうことがしばしばある。したがっ
て、依存症者の受任に際しては、平行して、あるいは先行して依存症の問題解決が必要であり、専
門医療機関、精神保健福祉センターや保健所、自助グループ等との連携を図り、つなぐことが重要
となる。
　また、本人だけでなく家族の聞き取りを行うことも重要である。何故なら、多重債務問題の背
景に隠れている諸問題（DV を含めた家族問題、周囲の関係者との信頼失墜を招く問題〔具体的に
は、傷害・横領・詐欺などの行為〕など）への対応も必要な場合が多いからである。

　うつ病に罹患していたり、うつ状態に陥って
いる者も少なくない。
　表情に活気がない、小声である、動作や会話
が遅かったり、止まったりする、時折涙ぐむ、や
る気がない、そわそわして落ち着きがない、自
分を責めるなどのうちいくつかが観察できる。
　うつ状態に陥っていても、一見元気に見える
人もいる。ほとんどの人がうつ状態になると
不眠と食欲不振が出現するので、睡眠状態と食
欲については、必ず確認することが望ましい。

声かけの例：
「借金があって大変のようですが、最近、眠れな
いとか、食欲がないとかはありませんか？」

⑤ 弁護士・司法書士を紹介する際は、よりていねいで積極的な働きかけをする

⑥ ギャンブル障害などの依存症がないか確認をし、適切に対応する

⑦ �うつ病が疑われる様子がないか関心を払い、 
適切に対応する ◆ 家族からの相談への対応 ◇◇◇

　身内に多重債務者を抱える家族が相談窓口を訪れ
ることもある。家族は債務者の抱える借金の実態が分
からず、本人以上にパニックになって相談に来る場合
が多く、まずは冷静になるよう説得した上で、次の事項
を説明する。

● �家族が債務者の抱える借金の連帯保証人や保証人
に安易にならないこと。

● �家族が借金の肩代わりをせず、債務者に相談窓口ま
で来るよう促し、借金を整理させることが重要であ
ること。 
　ただし、本人を決して追い詰めないことが重要
である。お互い家族間同士で感情的になると、本人
が相談することも嫌がり、投げやりになる恐れがあ
る。

● �もし援助するのであれば、債務整理の手続きにかか
る費用を援助することが、債務者本人のためである
こと。 

（本人の債務状況によってはそうでない場合もある）
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　多重債務・借金問題は、自殺のリス
クとなる要因の一つであり、随時リ
スクを確認し、必要に応じて、家族や
関係者に情報を伝えたり、自殺対策
や医療保健の専門家へつなぐことが
重要である。

　弁護士や司法書士との連携はもち
ろん、うつ病や依存症の問題もある
ので、うつ病を診てくれる一般医療
機関、精神科医療機関、保健所や精神
保健福祉センター、自助グループな
ど、関係機関、関係者とは、連携、情報
交換をしておくことが有用である。
　具体的な方法とは、事例検討会議
の開催や協力、研修会や普及啓発イ
ベントへの相互協力などである。

⑧ �自殺のリスクがないか確認し、 
適切に対応する

⑨ �弁護士・司法書士、専門医療機関や、 
保健行政機関、その他の関係機関、 
関係者との情報交換や連携はかる

関係者からの
一言

草野哲也
日本司法書士会
連合会司法書士

◆自殺の危険性が高いと思われる人への対応◇◇◇
（1）真摯に耳を傾けつつ、状況を把握し、問題を整理する。
　 例 ： �「それは本当に大変ですね。」 

「返済方法を考えないといけないですね。」  など
（2）�｢死にたい」「自殺したい」という気持ち（希死念慮）の 

有無を確認する。
　 例 ： �「大変な状況のようですが、いっそ、消えてなくなり 

たいとか、死んでしまいたいなどと感じたことは、 
ありませんか？」  など

◆「死にたい」という気持ちはないときっぱり否定された場合
　当面、自殺の危険性は低いと判断してよいが、自信がない 
時や不安を感じる場合は、精神科医等の専門家の助言を求めて
もよい。

◆�「死にたい」という気持ちがあることを認めたり、若しくは、
はっきりと否定しない場合

○ �「自殺してほしくない」と率直に伝える。 
例：「死なないでくださいね。」「あなたに死んで欲しくない
んです。」など

○ �速やかに、保健所、精神保健福祉センター、あるいは市区町
村の自殺対策担当窓口などに連絡し、今後の対応について
指示を仰ぐ。

○ �家族や身近な人に連絡をとり、見守りと医療機関への受診
援助を依頼する。

◆ 自殺の危険性が切迫していると思われる場合
・自殺しないことをなかなか約束してくれない
・�自殺の具体的計画を口にする（「首をつる」「高い所から飛び降

りたい」など）
・�今すぐにでも死にたいと述べる など
○ �穏やかに話しかけ、応援が来るまではその人を決して一人

にしない。
○ �切迫していると判断したら、迷わず、家族や警察に連絡し、協

力を求める

　借金の問題は、法律上解決することは可能なのですが、当事者は、借り
たものは返さなければならないという気持ちが強く、精神的に追い詰めら
れ、合理的な思考ができないほど疲弊していることが多いです。
　貸金業者との交渉は一般の方では困難なことが多いため、早期に弁護士
や司法書士につないでいただき、状況に応じて取り立てを止めたり、借金
の原因への対応をしたりするなどして、合理的な思考ができるようになっ
ていただくことが重要です。
　そうすれば、借金以外の問題についても解決に向けて動けるようになる
と思います。
借金の問題を抱えた方は、依存症など、他の問題を抱えている方が多いた
め、その方が抱えている問題に気付き、それらの問題に対応できる専門家
が連携して対応していくことが必要です。
　弁護士や司法書士の費用についても、法テラスの民事法律扶助制度を活
用すれば、ほとんど心配しなくても良い程度だと思います。
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【相談者の特徴】
  〇 �トラウマ反応に起因する非協力的・非社会的で、変動の多い行動様式を示す者が少なく

ない（警戒心が強い、猜疑的、攻撃的、易努的、逃避的、無気力、深刻味に欠ける、一
貫性に欠ける、決断できない 等）。

  〇 �加害者と離れられない者も少なくない（加害者の支配行動、共依存的関係、トラウマ反
応等の影響）。

  〇 �性暴力被害、性的搾取の被害者であることもある。
  〇 �精神疾患に罹患していたり、精神障がい者である場合もある。
  〇 �知的ハンディキャップがある場合もある。
  〇 �加害者が反社会的勢力の一員である場合もある。
  〇 �同伴児童に情緒および行動の障がいがある場合もある。
  〇 �同伴児童に対する不適切な養育や虐待がある場合がある。

【支援における 10 のポイント】

① �“ 判断を交えない態度 (non-judgmental 
attitude)” を基本姿勢とする

② �被害者特有の心理状態や行動様式を理解
しておく

③ �支援拒否や中途離脱への寛容
④ �自己決定ができるような支援（有用な情

報の提供、複数の選択肢の提示、決定ま
での紆余曲折の過程の尊重と同過程への
付き合い）

⑤ �婦人相談所、警察との連携、人的交流（個
別相談、連携会議の開催・協力、研修会
等への相互協力等）

⑥ �生活支援（住居、就労）の重視／支援体
制の充実（不動産関係者、ハローワーク
との連携等）

⑦ �同伴児童対応（子育て支援、教育支援、
虐待対応等）の重視／支援体制の充実（市
町村、教育、民間団体、児童相談所との
連携等）

⑧ �協力弁護士、協力医師（産婦人科医、精
神科医等）の確保

⑨ �障害福祉サービスとの連携（相談支援事
業者、知的障害者更生相談所、精神保健
福祉センター等）

⑩ �外国人対応（通訳者の確保等）

◆ 配偶者暴力防止法 ◇◇◇
【｢配偶者からの暴力｣ の定義】
　「配偶者｣には、婚姻の届出をしていない「事実婚｣を含
み、男女の別を問わない。｢暴力｣は、身体に対する暴力又
はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動を指す。
　生活の本拠を共にする交際相手からの暴力について
も、この法律を準用する。

【施策の内容】
○ 通 報
 ・ �被害者を発見した者は、配偶者暴力相談支援セン

ター又は警察官に通報できる。
 ・ �医療関係者等は、被害者発見時には、配偶者暴力相談

支援センター又は警察官に対して通報できる（被害者
の意思を尊重の上）。

○ 相 談
 ・ �配偶者暴力相談支援センターでの対応

　相談、カウンセリング、一時保護、自立生活援助、 
保護命令制度の利用や、居住施設・保護施設の利用に
ついての情報提供など。

 ・ 警察での対応
　被害者の意思を踏まえた上での、配偶者の検挙、 
指導･警告、自衛･対応策についての情報提供など。

○ 一時保護
 ・ �都道府県に設置されている婦人相談所が一時保護業

務を実施（厚生労働大臣が定める基準を満たす民間
のシェルター等に委託されることもある）。

○ 自立支援
 ・ �配偶者暴力相談支援センターでは、生活支援、就業 

支援、住宅支援等に関する様々な情報を提供。

◎ 保護命令
 ・ �被害者からの申立てにより、裁判所が配偶者に対し 

保護命令を出す。
 ・ �接近禁止命令、退去命令、子又は親族等への接近禁止

命令、および電話等禁止命令がある。
 ・ �違反すれば1年以下の懲役又は100 万円以下の罰金｡

DV 被害4
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　DV被害者の置かれている状況は様々であると同時に、その“痛み”はきわめて人間的なもので
あり、それぞれに個性があることを理解することが大切である。さらに、自己決定することを許
されない状況下での生活を強いられた被害者にとっては、自らが望まない支援の提案は、無力感
や失望を増強し、二次的な被害を与える可能性があるので注意を要する。
　推奨される基本姿勢は、判断を交えない態度（被害者の考えに個人的な解釈や判断をせずに「私
が何をすればあなたの役に立つのでしょうか？」と問いかける姿勢）に徹することである。

　DVのように長期反復性の暴力被害の場合、“戦う”か“逃げる”という行動パターンが身につい
てしまい、恐怖・不安・怒りで物事に対処する傾向があらわれる。背景には、危機遭遇時に作動す
る脳内の「ノルアドレナリン」（別名“怒りのホルモン”）神経の慢性的な機能亢進も想定されてお
り、被害者本人によるコントロールが困難な特性と理解する必要がある。
　また、犯罪や災害の被害者／被災者にしばしば生じる心理行動上の反応として、不安・緊張、不
眠、抑うつ、幸福感の喪失の他に、“社会活動能力の低下”、“対人関係困難（人とうまくつきあえな
い、孤立等）”があることも知っておく必要がある。
　DV被害者の中には、過度に攻撃的で易怒的だったり、支援の途中で逃避する、あるいは、無気力
で非協力的だったり、拒否的といった行動パターンを示す者が少なくない。このような行動は、
被害者本人のわがままや病的な性格等に起因するものではなく、DV 被害という“異常事態に対
する、正常な反応”であるという理解が必要である。
　さらに、可能であれば、このような理解を被害者にも説明し、支援者と共有することが推奨され
る。

　支援拒否や支援からの中途離脱をする者も少なくないが、そのような事態に対しては、DV被
害という“異常事態に対する、正常な反応”と理解し寛容となることが、被害者に対する否定的感
情や、支援者自身の無力感や燃え尽き感を防ぐことができる。

　DV被害者の多くは、繰り返される暴力と、自らの人格と尊厳を否定されたような支配に圧倒さ
れ、「自分の力では何もできない」という“自己コントロール感の喪失”や“自尊感情の低下”に陥っ
ている。
　そのため、回復に向けた支援においては、“自己決定”の尊重が重要となる。
　様々な個人的な背景に配慮しながら、今後の生活に有用な情報をわかりやすい形で提供すると
ともに、可能な限り複数の選択肢を提示するよう心がける。また、決定までの紆余曲折そのもの
を、自己決定、そして、自己コントロール感、自尊心の回復に向けた重要な過程であると尊重し、そ
の紆余曲折に寄り添うという姿勢が求められる。
　もちろん、時間的な制約や被害者の個別的な要因等のために、自己決定の原則が守れない場合
もある。

　DV 被害者の専門相談機関は、配偶者暴力相談支援センター（通称DV センター）、婦人相談所、
および警察であり、これらの機関との連携や普段からの人的交流をしておくことは有効である。

【支援の実際】
① “ 判断を交えない態度（non-judgmental attitude）” を基本姿勢とする

② 被害者特有の心理状態や行動様式を理解しておく

③ 支援拒否や中途離脱への寛容

④ �自己決定ができるような支援（有用な情報の提供、複数の選択肢の提示、決定までの 
紆余曲折の過程の尊重と同過程への付き合い）

⑤ 婦人相談所、警察との連携、人的交流（個別相談、連携会議の開催・協力、研修会等への相互協力等）

ワンストップ支援における留意点　―複雑・困難な背景を有する人々を支援するための手引き─ JDC

- 39 -



　DV被害者の支援において、住居の確保や就労支援等の生活支援はその中心となるものである
が、加害者への情報漏洩の防止等、配慮すべき事項があるため、関係者との意思疎通、守秘義務の
遵守等、より慎重な連携体制の構築が必要となる。
　婦人相談所を中心とした公的施設と民間団体等が連携したネットワークの構築が求められている。

　同伴児童の親権の問題、財産問題、あるいは加害者からの訴訟等、法的な手続きを要する場面が
多々あるため、女性の協力弁護士の確保が望まれる。
　また、心身に健康問題を有する被害者も少なくなく、女性の産婦人科医、精神科医の協力体制の
構築も重要である。

　知的障がいや精神障がいがあるDV 被害者は少なくない。
　婦人相談所等で一時保護となった女性を対象としたとある調査によると、心理検査の一環とし
て実施した知能検査において、検査協力者の約４割がIQ＝69以下であった。

　配偶者暴力防止法の一番の特徴は、保護命令制度である。被害者の申立てにより裁判所が加害
者に対し、被害者への接近や電話等の禁止、同居の子どもや親族等への接近禁止、被害者の住居か
らの退去命令を出すことができ、命令に従わない加害者は処罰するという形で、事前に暴力被害
を防止しようとするものである。保護命令の申立てに必要なDV の事実の証明ができるのは、配
偶者暴力相談支援センターと警察である。

【配偶者暴力相談支援センター】
　都道府県が設置する婦人相談所は同センターの機能を有しており、都道府県によっては女性セ
ンターや福祉事務所などを指定しているところもある。市町村も設置に努めるものとされてい
るが、設置は一部にとどまっている。
　相談や相談機関の紹介、カウンセリング、緊急時における一時保護（婦人相談所には一時保護施
設が併設されている）、自立生活援助、保護命令制度の利用についての援助等を行う。
　婦人相談所は、都道府県によって、その職員体制や機能に差異があるので、普段より連携を深
め、対応可能な範囲について把握しておくことが重要である。

　同伴児童への対応は、DV被害者支援の中で極めて重要な事項となる。
　一時保護に際して、中学生以上の男児の場合、婦人相談所の一時保護施設には入所できないの
で、児童相談所等の別の施設での保護となり、親子分離しての支援を余儀なくされる。
　また、DVの目撃自体が心理的虐待に該当する他、被害者である親が虐待や不適切な養育を行っ
ている場合もあり、同伴児童の虐待対応が必要な場面もある。さらには、同伴児童に情緒や行動
の障がい、知的障がい等がある場合など、児童相談所の関与が必要なことが多々あることも理解
しておく必要がある。
　知的障がいや精神障がいがある被害者の場合、養育能力が制限されるため、子育て支援を含め
た自立に向けた支援体制の構築も必要となる。
　加害者の追跡等が続く場合など、一時保護が長期化することもあり、この間の同伴児童の教育
の確保も重要な課題となる。
　⑥と同様、公民の連携ネットワークの構築が必要となる。

⑥ 生活支援（住居、就労）の重視／支援体制の充実（不動産関係者、ハローワークとの連携等）

⑧ 協力弁護士、協力医師（産婦人科医、精神科医）の確保

⑨ 障害福祉サービスとの連携（事業者、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター 等）

⑦ �同伴児童対応（子育て支援、教育支援、虐待対応等）の重視／支援体制の充実 
（市町村、教育、民間団体、児童相談所との連携等）

ワンストップ支援における留意点　―複雑・困難な背景を有する人々を支援するための手引き─ JDC

- 40 -



　国際化に伴い、外国人対応も大きな課題である。
　通訳の確保の他、国際的な人身売買組織が関わっている場合、加害者である配偶者の立場に
よっては大使館の協力を避けなければならないケースなど、複雑で多方面の協力を要する支援が
必要となることもある。
　各地の配偶者暴力センターだけでは対応困難な場面もあるので、警察、弁護士会、地方自治体、
国（内閣府男女共同参画局、法務省外国人のための人権相談所）等と連携をとった対応が求められ
ることになる。

　被害者の自立に向けて、障害者手帳の取得や、障害福祉サービスの利用、医療機関の利用等に関
する支援も必要となる。
　特に、同伴児童がいるケースでは、受け入れ先の確保が困難となる。障害福祉サービス事業者
で、母子同時に入所型のサービスを提供してくれるところは極めて少なく、児童福祉法に規定さ
れた母子生活支援施設の障がい者受け入れも限定的であり、子育て支援を含めた生活支援サービ
スの構築が望まれる。

⑩ 外国人対応（通訳者の確保等）

関係者からの
一言

大塚俊弘
川崎市 児童家庭支
援・虐待対策室 
担当部長／
元 長崎県婦人相談
所 所長）

◆ 共依存 ◇◇◇
　自分を必要としてくれる相手との関係に依存して
しまうこと。
　アルコール依存・薬物依存・ギャンブル依存・暴力
／虐待などの嗜癖行動（アディクション）にはまっ
た人の配偶者や親が陥いりやすい夫婦・親子関係パ
ターンで、“相手をどうにかすることで頭が一杯”に
なり、“相手に必要とされること”でしか自分の存在
価値を見出せなくなっている。
　「私がいないと、この人はますますダメになる!!」 
という考えに支配され、相手の問題行動を何とかし
ようと、監視したり、責めたりする行動を変えること
を誓わせる、心配してあれこれ世話をやく、失敗の 
尻拭いをする世間体を繕う、責任の肩代わりをする
などの行動パターンを繰り返す。その結果として嗜
癖者の回復を妨げ、病気の進行に手を貸してしまう 
(このような行動を ｢イネイブリング｣と呼ぶ）。
　回復のための秘訣としては「自分の幸せのために
自分らしく生きる」という姿勢を大切にすることだ
とされている。

◆ イネイブリング ◇◇◇
　結果として相手の問題行動継続を可能にしてしまうこと。
　例えば、DV夫に対して妻が、暴力を繰り返させないようにと
思い一方的に我慢をしたり、問題を棚上げにしたまま暴力を振
るわないことを誓わせたあげく、誓いを破っても許してしまう、
世間体を繕ったり、色々と世話をやくといった行動をとり続ける
と、本人が自分の問題に気付く機会を奪い、結果として病気の進
行を助けることになる。
　愛する大切な相手に対して「回復して欲しい」、「よくなって欲
しい」という感情を持つのは当然のことであり、責められること
ではないが、嗜癖行動は、愛情をも養分にして進行し悪循環が永
遠と続くやっかいな問題であるという理解が必要である。いっ
たん愛情という養分を断って進行をくい止めるという対応も考
慮すべきである。
　具体的には、「本人が行った行為に対しては本人に責任をとっ
てもらう」、「約束したことを守れない時は、約束が果たせあれる
までは許さない」といった姿勢が必要となる。
　なお、暴力嗜癖に繰り返される暴力（暴力嗜癖）への対応法は
下記の３つしかないといわれており、被害者に対しても、このこ
とを明確に伝えることが重要となる。
      ① 避 難                           ② 第三者の介入
      ③ 公権力や専門家の介入

　DV被害者について、“怯えきった、か弱い女性”というイメージを持っている人
が多いかもしれません。しかし、なかには、イライラしやすく攻撃的な方もおられ、
その対応に戸惑ったりする場面があるのではないでしょうか？ あるいは、支援の
途中なのに中断して居なくなってしまう方に、裏切られたような気持ちになった
ことはないでしょうか？
　DV被害者は、配偶者からの度重なる暴力や搾取の中を生き抜いてきた、いわ
ば、戦場の生き残り（サバイバー）のような方々です。ですから、自身や子どもを守
るために、“戦う”か“逃げる”という行動パターンが身についてしまった方がたく
さんおられるということを知っておいてください。逆に、深刻味にかけ、なんだか
ボンヤリとしていて、打てど響かず、非協力的な方もおられます。これも、慢性的
な暴力被害の中で、いわば自ら麻酔をかけたような状態にして苦痛や恐怖を耐え
る、そのような本能的防御反応の結果だと理解してください。
　このようなDV 被害がもたらす心理的な影響を十分に理解し、ともすればトラ
ブルに陥りやすいDV 被害者を、支援者が腹を立てたり、あきらめたりすることな
く根気よく支援をしていくことが大切だと思います。
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【相談者の特徴】
  〇 �トラウマ反応に起因する非協力的・非社会的で、変動の多い行動様式を示す者が少なく

ない（警戒心が強い、猜疑的、攻撃的、易努的、逃避的、無気力、深刻味に欠ける、一
貫性に欠ける、決断できない 等）。

  〇 自尊心や自己効力感が低く、自分は無価値な人間であると思っている。
  〇 未来に希望が持てず、慢性的な空虚感がある。
  〇 �自己を傷つける可能性のある危険な行為（浪費、物質乱用、無謀な運転、過食、不特定

の人物との性交渉など）や、自傷行為、自殺行動を繰り返している。
  〇 対人関係が不安定で激しい。
  〇 うつ病、パーソナリティ障害、依存症などの精神疾患がある人も少なくない。
  〇 知的ハンディキャップがある場合もある。

【支援における 10 のポイント】

① �“ 判断を交えない態度 (non-judgmental 
attitude)” を基本姿勢とする

② �幼少期の逆境体験がある者特有の心理 
状態や行動様式を理解しておく

③ �意志力、精神力に頼っていたり、深く反
省するだけでは、行動をコントロールで
きないことを理解し、本人、家族、関係
者、支援者間で共有しておく

④ �自分を大切にしようというメッセージは
避け、むしろ自分を大切にできないほど
過酷な状況に追い込まれた大変さに共感
する

⑤ �支援拒否や中途離脱、問題行動の再発へ
の寛容と、再挑戦への応援

⑥ �反社会的行為、違法行為に対しては、 
毅然とした対応に努め、必要に応じて司
法化する

⑦ �自己決定ができるような支援（有用な 
情報の提供、複数の選択肢の提示、決定
までの紆余曲折の過程の尊重と同過程へ
の付き合い）

⑧ �生活支援（住居、就労、資格取得、学業
など）の重視

⑨ �精神科医療機関、障害福祉サービスとの
連携

⑩ �自助グループや民間支援組織との連携

◆ 児童虐待 ◇◇◇
　児童虐待は、こどもの生命や安全を脅かすだけでな
く、心身の発達に長期間に渡って深刻なダメージを与え
る。
　幼少期の被虐待体験は、成人してからの精神障害の要
因となったり、対人関係やストレス因に対する対処能力
にも負の影響を与えるため、自殺のリスクも高めること
が分かっている。
　被虐待体験を自ら表明する者は多くはないが、被虐待
の情報を持っていたり、本人の口からからその事実を聞
いた場合には、その人が受けてきたダメージや心理行動
面への影響を理解し、十分な配慮をもって支援にあたる
必要がある。

【児童虐待の種類】
○ 身体的虐待
　�　殴打する、蹴る、揺さぶる、投げる、窒息させる、火を

つけるなど、様々な方法が用いられる。
○ 性的虐待
　�　親や養育者が性的満足を得る目的で子どもが関与

して行われるあらゆる性的行動を含む。性器を愛撫
する、物を性器に入れる、姦淫、強姦、肛門性交、性器の
露出の他、児童と虐待者の間に直接的肉体関係はな
いが、他者との性的な行為を強制したり、だましたり、 
誘惑したりすることも含まれる。

○ ネグレクト
　�　育児放棄、適切な監督を行わない、必要な情動的・心

理的要求に応じない、必要な教育・医療・栄養・住居・衣
服をあたえないことである。そのために年齢にふさ
わしい基本的な要求が剥奪され、子どもに重大な身体
的または心理的な傷害を負わせることになる。

○ 心理的虐待
　�　強く叱責する、恥をかかせる、脅す、大切にしてい

るものを捨てる、行動を制限する（縛る、閉じこめるな
ど）、自分自身を痛めつけるよう強要する、頻度や期間
において通常の程度を上回るしつけなど。児童に顕
著な心理的傷害を与える。DV の目撃も心理的虐待
に含められる。

幼少期の逆境体験（虐待・不適切な養育）5
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　幼少期逆境体験の影響は、その人が受けた被害の内容、被害を受けた年齢や期間、加害者が誰か
などによって様々であると同時に、その“痛み”はきわめて人間的なものであり、それぞれに個性
があることを理解することが大切である。
　さらに、力のない幼少期より自己決定することを許されない状況下での生活を強いられた者に
とっては、自らが望まない支援の提案は、無力感や失望を増強し、二次的な被害を与える可能性が
あるので注意を要する。虐待を加える大人の多くが子どもに対して「あなたのためにやっている
のだ」と正当化しながら体罰を与えたり、子どもが望まないことを強要しており、そのような体験
を持つ人にとって、「あなたのためにやっている」と言われながら受ける望まない支援が、どれほ
どのダメージを与えるかについて、リアリティをもってイメージしておくことが大切である。
　推奨される基本姿勢は、判断を交えない態度（その人の考えに個人的な解釈や判断をせずに「私
が何をすればあなたの役に立つのでしょうか？」と問いかける姿勢）に徹することである。

　幼少期の暴力的虐待や乳児期のネグレクトは、子どもの心理発達に深刻な影響を与えることが
指摘されているが、それは単に心理学的な反応にとどまらず、そこには、成長期における正常な神
経ネットワーク形成が妨げられることによって生じる脳機能不全という、生物学的な背景が想定
されており、まだ十分に証明されてない部分もあるが、仮説として、以下のようなものが考えられ
ている。

〇 �幼少期より長期反復性の暴力被害に曝されると、“戦う”か“逃げる”という行動パターンが身
についてしまい、恐怖・不安・怒りで物事に対処する傾向があらわれる。背景には、危機遭遇時
に作動する脳内の「ノルアドレナリン」（別名“怒りのホルモン”）神経の慢性的な機能亢進も想
定されており、本人によるコントロールが困難な特性と理解する必要がある。

〇 �乳幼児期に放置され、養育者の適切な関わり（頻回に声をかけたり触ったりする、空腹時に随
時授乳する、不快なことは除去してあげる等）がなされないと、安心して人に頼れたり、他人を
思いやったりといった愛着の基礎となる神経回路が育たず、他者と協調するといった社会的
行動を維持することが不得意となる。

　 �　また、犯罪や災害の被害者／被災者にしばしば生じる心理行動上の反応として、不安・緊張、
不眠、抑うつ、幸福感の喪失の他に、“社会活動能力の低下”、“対人関係困難（人とうまくつき
あえない、孤立等）”があることも知っておく必要がある。

　 �　幼少期に逆境体験をした者の中には、安心して人に頼れない、他者と協調できない、警戒心
が強く疑い深い、攻撃的でイライラしやすい、逃避的で無気力である、深刻味に欠ける、一貫性
に欠けて長続きしない、決断できないなど、社会的活動や対人関係を妨げるような行動を示す
者が少なくない。このような行動は、本人のわがままや病的な性格と捉えるのではなく、虐待
やネグレクトといった“異常事態に対する、正常な反応”であるという理解が必要である。

　 �　さらに、可能であれば、このような理解を本人にも説明し、支援者と共有することが推奨さ
れる。

　　 例 ： �暴力事件を繰り返す被虐待体験がある少年に対して「すぐにカッとなり暴力を振るっ
てしまう自分を異常だと思っているかもしれないが、あなたが異常なのではなく、過酷
だった環境に対する正常な反応だと言える。戦場みたいな環境を生き抜くために、脳
が、戦ったり、逃げたりするための戦闘モードになっているのかもしれない。ただ、こ
こは戦場ではないので、暴力行為は避けなければならない。戦闘モードになっていて
も、人に暴力を振るわずに済むような生活上の工夫を一緒に考えまよう。」

【支援の実際】
① “ 判断を交えない態度（non-judgmental attitude）” を基本姿勢とする

② 幼少期の逆境体験がある者特有の心理状態や行動様式を理解しておく
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　幼少期の逆境体験を有する者が示す問題行動には、何
らかの脳機能不全の影響があると考えられるため、意志
力や精神力に頼っていたり、深く反省したり、心を入れ替
えたからといってコントロールできるものではない。意
志力や精神力、倫理観に働きかけるだけでは克服できな
いという事実をよく理解し、本人、家族や関係者、支援者間
で共有しておくことが重要である。
　周囲の人々や支援者は、本人の意志力や精神力、倫理観
に訴えるような働きかけは慎むべきである。むしろ、自己
コントロールが難しい問題であること伝え、医療や福祉の
専門家の支援、場合によっては司法の関与など、他者の力
を借りることを提案すべきであろう。

　対人関係の不安定さや警戒などのために、支援拒否や支援からの中途離脱をする者も少なくな
いが、そのような事態に対しては、逆境体験という“異常事態に対する、正常な反応”と理解し寛容
となることが、被害者に対する否定的感情や、支援者自身の無力感や燃え尽き感を防ぐことがで
きる。
　また、対人トラブル、暴力、自傷行為などの問題行動も、自己コントロールが困難である以上、何
度も繰り返されることが多い。最初の挑戦でうまくいくことはなく、試行錯誤の中で、問題行動
を最小限にとどめるための、生き方や生活の仕方を見いだすこととなる。「失敗することは恥ずか
しいことではないが、そのことを隠して何の手立ても講じないことは問題である」という認識を、
本人と支援者、関係者間で共有しておくことが重要である。
　また、再挑戦への応援も大事であるが、「1 週間自傷行為をすることなく過ごせたのだから、今度
は1 週間と1 日を目標にしよう」など、スモールステップを提案する応援メッセージが望ましい。

　幼少期の逆境体験を有する者の中には、自尊心が傷つけられ、「自分は価値がない人間である」
という考えている者が少なくない。
　このような人々に対する「自分を大切にしよう」というストレートなメッセージは、自分を大切
にできないことへの非難のメッセージとして捉えられ、その人を「世間では自分を大切にするこ
とが正しいこととされている。自分を大切にできない自分はやっぱり価値がない人間なんだ」と
いう気持ちに追い込んでしまう。
　自分を大切にできなくなるまでに追い込まれた過酷な状況を理解し、「自分を大切にできなくな
るほど、辛くて大変な経験をしてきたのですね」という共感のメッセージを伝えた後に、今の状況
から脱出し、回復するための手立てを一緒に考えようと提案する、そのような対応が推奨される。
　自殺総合対策においても、命の大切さばかりを強調した教育は、その子が死にたくなるような
状況に追い込まれた時に「命を大切にできない自分はダメな人間である」という気持ちを強める
ため、自殺のリスクを高めるとも考えられている。長い人生の中では、命を大切にできなくなる
ような状況に追い込まれることもあり得るという前提で、そのような状況に陥ったときは、自分
を過度に責めず、他人の力を借りながら、できることから一つ一つ解決していくという対処を選
択するよう教育しておくことが重要である。

③ �意志力、精神力に頼っていたり、深く反省するだけでは、
行動をコントロールできないことを理解し、本人、家族、
関係者、支援者間で共有しておく

⑤ 支援拒否や中途離脱、問題行動の再発への寛容と再挑戦への応援

④ �自分を大切にしようというメッセージは避け、むしろ自分を大切にできないほど過酷な状況に
追い込まれた大変さに共感する

◆ 被虐待体験が
　　　　脳に与える影響 ◇◇◇

　幼少期の被虐待体験がある成人を対象
にしたf-MRI（ファンクショナルMRI、機能
性磁気共鳴機能画像法）による検査によっ
て、被虐待体験が脳に及ぼす影響に関する
知見が得られるようになってきている。
　これまでに、性的虐待の大脳視覚野への
影響、暴言虐待の聴覚野や脳梁（左右の大
脳半球をつないでいる部分）への影響、厳
格体罰の前頭葉前野や脳内報酬系への影
響、DV の目撃の視覚野への影響などが
指摘されている。
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　一方で、暴行・傷害、恐喝などの明らかな違法行為にあたる行為に対しては、毅然とした対応が
原則であり、警察への通報をためらう必要はない。このような行為を大目に見ることは、支援者
の燃え尽きや、本人と支援者の関係性の悪化につながる。
　また、社会規範を遵守しない環境で育ってきた者や、さらに知的障がいがある者では、どこまで
が社会的に許される行為であるかに関する認知や判断に問題がある場合もあるので、司法化する
ことは、本人の問題への直面化や動機付けのきっかけになることも多々ある。

　幼少期に受けた虐待だけでなく、大人になってからも繰り返し暴力や搾取、あるいは人格と尊
厳を否定されたような支配を受けてきた者も少なくない。このような場合、「自分の力では何も
できない」という“自己コントロール感の喪失”や“自尊感情の低下”に陥っており、回復に向けた支
援においては、“自己決定”の尊重が重要となる。
　様々な個人的な背景に配慮しながら、今後の生活に有用な情報をわかりやすい形で提供すると
ともに、可能な限り複数の選択肢を提示するよう心がける。また、決定までの紆余曲折そのもの
を、自己決定、そして、自己コントロール感、自尊心の回復に向けた重要な過程であると尊重し、そ
の紆余曲折に寄り添うという姿勢が求められる。
　もちろん、緊急の支援が必要な場合など時間的な制約があったり、個別的なその他の要因のた
めに、自己決定の原則が守れない場合もある。

　住居の確保や就労支援、資格取得や学業面での支援などの生活支援が優先される。
　幼少期の逆境体験がある者特有の心理状態や行動様式のため、近隣トラブルのために定住でき
なかったり、継続的な就労や学業が困難となる場合も多いが、本人と相談しながら、根気よくス
モールステップを踏みながら実践していくことなる。

　パーソナリティ障害、うつ病、摂食障害、アルコール・薬
物依存症などの診断がつき、治療が必要な場合や、発達障
害や知的障害を伴う者もいるので、精神科医療機関や障
害福祉サービス事業者とは、日頃より連携、情報交換をし
ておくことが有用である。
　具体的な方法とは、事例検討会議の開催や協力、研修会
や普及啓発イベントへの相互協力などである。

　自尊心、自己肯定感、自己効力感が低下しているものが
多く、それらの回復は大きな課題である。
　自尊心の回復には、所属している集団や社会の中で、自
分が“意味ある役割を果たしている”、他人のために“役立
つ”という体験や実感が必要とされており、そのような体
験ができる場として、自助（セルフヘルプ）活動は極めて
有用である。
　自助グループや、当事者が運営に加わっている民間支
援組織との連携、情報交換は必須項目の一つともいえる。 
被虐待体験等、トラウマ関係の自助グループに関する情
報は、精神保健福祉センターにたずねるとよい。

⑥ 反社会的行為、違法行為に対しては、毅然とした対応に努め、必要に応じて司法化する

⑦ �自己決定ができるような支援（有用な情報の提供、複数の選択肢の提示、決定までの紆余曲折
過程の尊重と同過程への付き合い）

⑧ 生活支援（住居、就労、資格取得、学業など）の重視

⑨ 精神科医療機関、障害福祉サービスとの連携

⑩ 自助グループや民間支援組織との連携

◆ AC
      （アダルト・チルドレン）◇◇◇
　Adult Children of Alcoholics、Adult 
Children of Dysfunctional Family。直訳
は「アルコール依存症者のいる家庭、機能不
全家庭で育って大人になった子どもたち」
で、“機能不全家庭で育ってきた人”の意。
　機能不全家庭で育った者の中には、幼少
期に虐待を含む様々なトラウマ的出来事を
体験したために、思春期以降、生きにくさや
対人関係上の問題が表面化し、その結果、ア
ルコール／薬物問題、ギャンブル、暴力、情
緒不安定といった精神よび行動上の問題を
抱える者が少なくない。

・ �ACODA（Adult Children of Dysfunctional 
Families Anonymous）

　�　『無名のAC たち』の意。ACの自助 
グループ。

　�　（自助グループに関する概説は、｢ ２
アルコール／薬物乱用･依存症」のコラ
ム「自助グループ」（p32）を参照）
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【救命直後の未遂者の状況】

  〇 �“ 心理的視野狭窄（こころの視野狭窄）” と呼ばれる、自殺に追い込まれる人特有の
心理状態に陥っている。

  〇 �自殺に追い込まれた状況そのものは、解決されていない。
  〇 �身体的、精神的な疲労、体力の著しい低下に見舞われている。
  〇 �身体的後遺症が残っている場合もある。
  〇 �経済的な負担（生活費、高額な医療費）が増している。
  〇 �自分の自殺行為に関する社会的な説明（家族や職場、友人等に対する）が要求され

ている。
  〇 �家族など、身近な人々も混乱している。

【支援における 10 のポイント】

① �自殺未遂や自傷行為は、最も強力な
自殺のリスク因子であることを理解
しておく

② �自殺行為や病気の診断名ではなく、
その人の “ 生きにくさ ” に焦点を 
あてる

③ �クライシス・コールとしてとらえる
④ �追い込まれた状況をとらえるという

視点を大切にする
⑤ �直前のエピソードに囚われすぎない
⑥ �自殺未遂者にとっての３つの非自発

性（自らが望んでいない事態）を 
理解しておく

⑦ �かかわる時間に関係なく、ファース
ト・コンタクトを重視する

⑧ �現在の危険度を評価する
⑨ �社会資源につなげるだけでなく、“ 生

きる ” ことへの支援を考える
⑩ �支援者支援の準備をする

◆ 自殺未遂者の心理状態 ◇◇◇
　自殺とは“追い込まれた死”であり、自殺を企図した
者の個人的な責任を問うべき問題ではない。
　本人自身やその周囲において、解決困難な問題が
重なってくると、その対処等にエネルギーを使い果た
し自信を失い、困難に圧倒され、冷静で合理的な判断
が徐々にできなくなってくる。
　以下に自殺に追い込まれた人の共通の心理状態を
示しているが、彼らは、「死にたい」と考えているとい
うより、身の回りに存在する様々な解決方法や手段が
見えなくなっており、「自殺だけが唯一の解決法だ」

「死んで全てを終わりにしたい」という気持ちに支配
されており、このような心理状態を“心理的視野狭窄”
と呼ぶ。
　家族や周囲に迷惑をかけるといったことは重々理
解はしており、本当は誰かに助けて欲しいのに、「今
の自分は死ぬしかない」と思い込んでいる。自殺とは、
そのような状況に追い込まれての行為であるという
ことを理解しておくことが重要である。
● �「生きたい」気持ちと「死にたい」気持ちの間を揺れ

動き、誰かに助けを求めている。
● �絶望的にとらわれて孤立感に陥りやすい。
● �自信を失い、自分は価値がないと思いがちである。
● �窮状をもたらした他者や社会に対して強烈な怒り

を持つ。
● �窮状が永遠に続くという確信を持つ。
● �考え方や物の見方に柔軟性を欠き、合理的な解決

ができない。
● �自殺だけが唯一の解決方法だと思い込んでしま

う。

自殺未遂6
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　自殺者の多くに自殺未遂歴があること、自殺未遂者ないしは自傷患者の10 ～ 30 人に1 人が
再度自殺をするという調査報告があるなど、自殺未遂は自殺の最強危険因子と考えられている。
　特に、自傷行為や生命の危機に陥らないような軽度の自殺未遂に対しては、「あれは単なるア
ピールだ」と理解されがちであるが、これは大きな誤解であり、最強リスクとして、適切な対応が
とられるべきである。

　自殺未遂者が搬送されるのは、救命救急センターなどの医療施設であるため、救命や外傷の治
療、背景にある精神疾患の診断と治療といったことばかりに関心が集まる傾向となる。しかし、
医学的な治療を提供しても、その人が抱えている“生きにくさ”を解決しない限り、リスクを軽減
することはできず、同様のことが繰り返される。

　クライシス・コール（crisis call）とは、「危機や苦痛の伝達」と邦訳され、危機的な状況に陥り、
その事態を周囲にうまく伝えることができなくなった者が、非言語的な行動でその危機を知らせ
ようとするものを意味する。
　自殺企図、自傷行為をクライシス・コールととらえ、その人が陥っている危機とは何かを把握し
ようとする姿勢が重要となってくる。

　「なぜ、どうして、自殺をしたのか」という自殺の原因を直接的、あるいは一対一に求める姿勢は
望ましくない。
　自殺は、様々な要因が複層的に影響した“追い込まれた死”であるから、「どのような状況が自殺
行為に追い込んだのか」という視点に立った支援をすすめるべきである。

　自殺行為に及んだ直前のエピソードが、あたかも直接的な原因のように見えることがあるが、
注意を要する。
　自殺行為に及ぶ過程を、しばしばコップに張った水に例えることがある。表面張力で溢れるこ
とをなんとか防いでる状況に、一滴の水が加わると、水は一気に溢れてしまう。直前のエピソー
ドは単なる一滴の水でしかない可能性があるわけで、コップが水で満杯になった全体的な状況を
しっかり把握をしないと、見立てを間違ってしまう。

　救急搬送された自殺未遂者の前には、結果として、自らが望んでいない事態が３つ生ずること
になる。
　一つ目は、望まないのに“救急搬送されたこと”、二つ目は、死ぬことで困難から解放されていた
はずなのに“自殺を阻止されたこと”、そして三つ目が、望んでいないのに精神的な不調があると
みなされ“精神科受診を促されること”である。
　本人が望んでいない事態の中で、支援を開始するわけであり、本人の協力的な姿勢は期待でき
ないわけで、「迷惑である」という態度を示す者だっている。
　自殺未遂者の置かれている状況に十分な理解を示した上で、生きにくさの原因になっている困
難や苦痛を一つずつ取り除く具体的な方法を、一緒に見つけていくことを根気よく提案していく
ことが大切である。

【支援の実際】
① 自殺未遂や自傷行為は、最も強力な自殺リスクであることを理解しておく

② 自殺行為や病気の診断名ではなく、その人の “ 生きにくさ ” に焦点をあてる

③ “ クライシス・コール ” としてとらえる

④ 追い込まれた状況をとらえるという視点を大切にする

⑤ 直前のエピソードに囚われすぎない

⑥ 自殺未遂者にとっての３つの非自発性（自らが望んでいない事態）を理解しておく
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　救急医療の現場では、スピードを要求される。命に別状がない者は、すぐに退院となるため、関
係性を十分に形成することなく支援が途切れてしまうことも想定される。
　一方で、自殺未遂者と支援者が出会う貴重な機会でもあるわけで、支援継続につながるタイミ
ングを逸さぬよう、ファース・トコンタクトを重視することが肝要となる。

　最も重要なことの一つが、自殺の再企図の危険度の評価である。
　危険度の評価は、自殺念慮の有無、自殺の具体的計画の有無、
自殺しないことを約束できる否かなどの危険因子を確認する 
ことにより、４～５段階で行うのが一般的である。
　一方で、保護因子（サポート資源）も確認し、総合的な判断を 
する。
　なお、代表的な保護因子とは、以下のようなものがある。
⃝ 家族、友人、重要な関わりのある他の人からの支援
⃝ 宗教、文化、民族的な信条
⃝ 地域社会への参加
危険度の評価に関する地域共通の評価ツールがあれば、連携がよりスムーズになる。

　社会資源につながったことは、あくまでも支えを得たことに過ぎず、全てが解決し、自殺の危険
がなくなったわけではない。危険因子が増大したり、新たな危険因子が加わったりすることもあ
りうるわけで、“支えを得る”他に、もう一つの杖として“自ら支えること”が必要である。
　“生かす”ための支援に対して、“生きる”ことへの支援ともいえる。
具体的には、役割、生きがい、やりがい、希望、目標、守るべきもの、などである。

　支援者が自殺により身近な形で触れ
ることとなるため、二次受傷を受けや
すいので支援者支援にも配慮をする必
要がある。
　スタッフ間での情報や対応方法の共
有や、信頼できる人に話を聞いてもら
うなどの体制を準備するべきである。

⑦ かかわる時間に関係なく、ファースト・コンタクトを重視する

⑧ 現在の危険度を評価する

⑨ 社会資源につなげるだけでなく、“ 生きる ” ことへの支援を考える

⑩ 支援者支援の準備をする
◆ 自殺企図について
                        たずねる際のポイント ◇◇◇
　自殺企図の問題（動機など）に
ついて話題にすることは、自殺
の再企図の予防につながる。そ
の際には「TALK」の原則で対応
することが重要である。
　以下に示したのは、推奨され
る問いかけの方法と避けるべき
対応である。

＜推奨される問いかけの方法＞
⃝ �「話せる範囲でいいので、私で良かったら話していただけますか」
⃝ 「今でも自殺したいと考えていますか」
⃝ 「自殺したいほど辛かったのですね」
⃝ �「今ここにいるのは、あなたと私だけだから大丈夫ですよ」

＜避けるべき問いかけの方法＞
⃝ �「自殺はしてはいけないことだ」といった教えを説くような対応。
⃝ �「死にたいなんて弱音を吐くな」など、自殺の意志を咎めよう

とする。
⃝ �「大した問題ではない」と過小評価する。
⃝ �「死ぬ気があれば何でもできる」などといった安易な励ましを

する。

「 TALK 」の原則
Tell：  �誠実な態度で 

　　話しかける
Ask：  �自殺について 

  はっきりと尋ねる
Listen：  �相手の訴えを 

　　　傾聴する
Keep safe：  �安全を確保 

　　する

◆ 支援の４原則 ◇◇◇
　以下に示した事項は、自殺未遂者の支援におい
て支援者が常に配慮すべきものであり「支援の４
原則」として覚えておくことが推奨される。

⃝具体性： 情報は常に具体的であること。
⃝信頼性： 信頼のあるものであること。
⃝確実性： 確実にアクセスできること。
⃝継続性： �支援の継続性が保証されている 

こと。

内　容

自殺の危険がない

自殺に傾くなんらかの
思考をもっている

自殺念慮がある
（具体的な計画はない）

自殺の具体的な計画を
考えている

自殺が差し迫っている

１

２

３

４

５

危険度
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関係者からの
一言

山田素朋子
横浜市立大学附属 
市民総合医療セ
ンター 医療ソー
シャルワーカー／
精神保健福祉士

◆ 自殺未遂者の家族への対応 ◇◇◇

　自殺未遂者の自殺の再企図を防止するためには、本人だけではなくその家族に対する支援も重要となってくる。
　家族の自殺行動に対する家族の正しい理解と対応は必要不可欠なものであり、自殺未遂者の家族の心理を理解した上
で、適切な家族支援を行うことが求められる。

＜自殺未遂者の家族の心理＞
　「死んだらどうしよう」という不安感や自殺の意図を否認したい気持ち、「苦しみに気づかなかった」という自責感に苛ま
れたり、周囲からの理不尽な非難や攻撃に怒りを感じたり、精神科医療に頼りたい気持ちや精神障害を否定したい気持ち
など、相反する思いを同時に抱いていることも多く、心理的にも孤立してしまう傾向にある。さらには、繰り返される自殺
企図に対して疲弊困憊し、絶望感にとらわれている場合も少なくない。

＜対応上の留意点＞
⃝ 家族の思いを真摯に受け止める
　�　家族は自殺行動に対して不安感や自責感など様々な感情を抱いている。自殺行動を防げなかったことに対して批判

的な態度をとるのではなく、まずは家族の現在の思いを真摯に受け止めることが大切である。
⃝ 自殺行動の重大性について伝える
　�　自殺未遂が繰り返される場合、家族の中には、自殺未遂を「関心をひこうとする行動」として軽んじる場合がある。自

殺未遂そのものが自殺の最強危険因子であること、したがって、たとえ今回の自殺未遂が致死性の高い方法によるもの
でなくとも、自殺企図があったことは重大視すべきであることを伝える。

⃝ 今後の治療方針に関する情報を提供し、協力を求める
　�　自殺の再企図を防止するためには、家族の協力が必要であることを伝える。その上で本人への対応の経過や今後の

治療方針、関係機関による支援の必要性などを説明し、必要に応じて関係機関への同行など家族ができる支援を具体的
に提示することが大切である。

⃝ メンタルヘルスに関する情報を提供する
　�　自殺未遂者の家族自身が精神科疾患を発症するリスクは低くない。不眠や体調不良、気分の落ち込みなどが長期に

持続する場合は、保健所への相談や医療機関への受診が必要となることを伝えておくことは重要である。
　�　ただし、メンタルヘルス相談や受診には抵抗感を持っている人も多いので、メンタルヘルスの不調は、“特別の事態

に対する正常な反応”の一つであることを強調しておくことが必要となる。

　「生きる意味って何？」、未遂者支援にあって、この言葉を未遂者から投げかけ
られることがあります。突然きかれても答えられないという動揺している自分
に気づいたり、あるいは、試されているような不快な気持ちにさえなることがあ
ります。
　日常大きな支障もなく、生活している者にとって“生きる意味”について考える
ことはないのではないでしょうか。「生きる意味ってなに？」という言葉は、未遂
者にとって過酷なつらい状況だからこそ、生きるために生きる意味が必要になっ
ています。そしてこの問いは、未遂者の生きたいという叫びであり、SOSです。
　しかし、生きる意味は個々人で異なりますし、自分の生きる意味がその未遂者
が求めるそれとは限りません。そのため「生きる意味ってなに？」という問いを
返そうと、一生懸命考え、答えたにもかかわらず「あなたは幸せだからそんな答
えになるのよ」と反感を買うこともあります。だからといってかかわることをあ
きらめないでください。もし生きる意味を問われたら、もちろん自分の考えを
伝えても構わないのですが、まずは生きるために生きる意味を見出そうとして
いるその切実な状況を理解し、共に生きる意味を見つける・見つけたいという姿
勢でかかわってもらえたならば、すぐには変化に気づけないかもしれませんが、
その後の大きな変化につながります。
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【相談者の特徴】
  〇 �継続的な衣食住の確保が出来る見込みがなく、頼れる人もいないため、社会生活に対す

る強い不安や恐怖を抱いており、「社会で生きていくより刑務所の方が安心できる」と感
じている人が少なくない。

  〇 �過去に危険な目に遭った経験があり、トラウマ反応に起因する非協力的・非社会的で、
変動の多い行動様式を示す人が少なくない（警戒心が強い、猜疑的、攻撃的、易努的、
逃避的、無気力、深刻味に欠ける、一貫性に欠ける、決断できない等）。

  〇 �自力では解決困難な問題に圧倒され、「自分の力では何もできない」という “ 自己コント
ロール感の喪失 ” に陥っている人が多い。

  〇 �繰り返される被害体験や失敗体験のため、「どんなに努力をしても未来は変わらない」と
いう “ 縮小した未来感 ” や、「自分なんて存在する価値がない」という “ 自尊感情の低下 ”
や “ 自己有用感の喪失 ” に陥っている人が多い。

  〇 �良好な支援関係を築きにくい傾向がある。

【支援における 7 つのポイント】

① �“ 判断を交えない態度 (non-judgmental 
attitude)” を基本姿勢とする

② �罪を犯した障がい者が陥りやすい心理状態
や行動様式を理解しておく

③ �関係性の構築を最優先とし、そのための原
則的な考え方やとるべき姿勢について理解
しておく

④ �再犯や問題行動への寛容と、再挑戦への応
援および連続的な支援の提供

⑤ �矯正施設や保護観察などの司法制度に関す
る基本的な知識や情報を身につけておく

⑥ �地域生活定着支援センターの基本的な役割
を理解し、連携、人的交流をはかっておく

⑦ �福祉、介護、保健、医療、法律、警察、民
間団体、地域コミュニティー等との連携、
人的交流（個別相談、連携会議の開催・協力、
研修会等への相互協力等）

◆ 矯正施設 ◇◇◇
法務省所管の、①刑務所、②少年刑務所、③少年院、
④拘置所、⑤少年鑑別所、および⑥婦人補導院の 
６施設をさす。このうち、刑務所、少年刑務所、拘置
所の３つを刑事施設と呼ぶ。

【刑務所の数】
・�刑務所：６２庁（医療刑務所４庁、社会復帰促進セン

ター [民間資金活用のPFI方式の運営］４庁を含む）
・�少年刑務所：６庁
【処遇指標】
受刑者は居住地に関係なく、原則処遇指標に応じ
て、送られる刑務所が決まる。

【処遇指標】
　釈放の形態は、刑務所を出た後の支援体制に大き
く影響する。刑期を終える前の仮釈放を許された
場合、保護観察がつき、福祉的な側面からのサポー
トも得られるが、満期釈放の場合は、保護観察はつ
かない。
　仮釈放が許されるには、帰住地があり身元引受人
がいることが主要条件となっており、再犯を繰り返
す障がい者の多くが、帰住先や身元を引き受けてく
れる家族等がいないため、満期釈放となり、サポー
トを受けないまま、再犯してしまうという悪循環に
陥っている。

◆ 保護観察 ◇◇◇
　対象者に通常の社会生活を送らせながら、一定の遵守事項を
らせるなどの指導監督と住居確保や就労、治療の援助など福祉
的な側面をもつ補導援護を行うことで、再び犯罪をすることを
防ぎ、またはその非行をなくし、善良な社会の一員として改善
更生することを助けるもの。

【保護観察の種類】
１号：犯罪や非行を犯し家庭裁判所で保護観察に付された少年
２号：少年院から仮退院を許された少年
３号：刑務所から仮釈放を許された人
４号：刑の執行を猶予され保護観察に付された人
５号：婦人補導院からの仮退院を許された人

罪を犯した障がい者7

殊遇指標
符号 受 刑 者 の 属 性

犯罪傾向が進んでいない者

身体上の疾病または障害を有するため医療を主として
行う刑事施設等に収容する必要があると認められる者
精神上の疾病または障害を有するため医療を主として
行う刑事施設等に収容する必要があると認められる者

犯罪傾向が進んでいる者
執行刑期が10年以上の者
26歳未満の成人
少年院への収容を必要としない少年
外国人
女子　※犯罪傾向や年齢に関しては混在

A
B
L
Y
J
F
W

P

M
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　罪を犯した障がい者の置かれている状況は様々であり、その多くは生活困窮、いじめや暴力被
害、幼少期の被虐待体験など過酷な体験を受けるなど、その“痛み”はきわめて人間的なものであ
り、それぞれに個性があることを理解することが大切である。様々な場面で非難、叱責され、自己
決定することを許されない状況下での生活を強いられた者も多く、自らが望まない支援の提案
は、無力感や失望を増強し、二次的な被害を与える可能性があるので注意を要する。
　推奨される基本姿勢は、判断を交えない態度（その人の考えに解釈や判断をせずに「私が何をす
ればあなたの役に立つのでしょうか？」と問いかける姿勢）に徹することである。

　障がいがあることに気づかれていなかったり、適切な配慮や援助を受けることがなかったため
に、失敗や不適応を繰り返し、他者からは非難、叱責され、騙されたり裏切られたり、理不尽な扱い
などを受け続け、地域社会からも警戒、排除されてきたという体験を持つ者がほとんどである。
幼少期の被虐待体験、性暴力を含む暴力被害やハラスメント、詐欺被害などに遭遇してきた者も
少なくない。
　個人の力では解決困難なつらい体験に遭遇した時にしばしば生じる心理行動上の反応として、
不安・緊張、不眠、抑うつ、幸福感の喪失の他に、“社会活動能力の低下”、“対人関係困難（人とうま
くつきあえない、孤立等）”があることも知っておく必要がある。
　「誰も自分を助けてくれない」「他人に援助を受けても何も好転しない」「親切にしてくれる人
には自分を利用しようという裏の目的があるにちがいない」などといった思いを持っており、支
援者との良好な関係を保つのが困難だっだり、関係構築に長い時間を要する者も多い。
　長期に渡って繰り返し暴力被害に遭ってきた人の場合、“戦う”か“逃げる”という行動パターン
が身についてしまい、恐怖・不安・怒りで物事に対処する傾向があらわれる。背景には、危機遭遇
時に脳内で作動する「ノルアドレナリン」（別名“怒りのホルモン”）神経の慢性的な機能亢進も想
定されており、本人によるコントロールが困難な特性と理解する必要がある。
　このような理由から、罪を犯した障がい者の中には、警戒心が強い、猜疑的、過度に攻撃的で易
怒的だったり、支援の途中で逃避する、あるいは、無気力で非協力的だったり、拒否的といった行
動パターンを示す者が少なくない。このような行動は、本人のわがままや病的な性格等に起因す
るものではなく、これまでの過酷な体験、つまり“異常事態に対する、正常な反応”であるという理
解が必要である。
　さらに、可能であれば、このような理解を本人にも説明し、支援者と共有することが推奨され
る。

　支援者との良好な関係を保つのが困難だったり、関係構築に長い時間を要する者も多いため、
支援の方法や支援内容の決定を急ぐことなく、まずは関係性の構築を最優先とすることが重要で
ある。
　そのための面接時や直接支援場面における留意点としては、以下に示したものが挙げられる
が、まずは、支援者のことを良い印象とともに覚えてもらい、過度に知識や技術論に頼ることな
く、また、支援者側の価値観に支配されないように心がけながら、少しずつ、回数を重ねながら、そ
の人が直面している困難は何なのか、どうして社会不適応的な問題行動を選択してしまうのか、
問題行動の回避や悪影響の軽減のための具体策を、本人と一緒に試行錯誤しながら見つけていこ
うという姿勢が基本となる。

【支援の実際】
① “ 判断を交えない態度（non-judgmental attitude）” を基本姿勢とする

② 罪を犯した障がい者が陥りやすい心理状態や行動様式を理解しておく

③ 関係性の構築を最優先とし、そのための原則的な考え方やとるべき姿勢について理解しておく
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★ 面接時や支援場面における留意点 ★
● 心地よい「感情記憶」を残すことに心がける

　“心地よい”ものとしてその人の記憶に残すこと
を第一に考える。「正しいことを伝えなければ」と
いう支援者としての呪縛から自分を解放して、心地
よい雰囲気で面接や支援の場面が終えられるよう
に努める。
　ユマニュチュードの視点に立ち、椅子から立ち上
がって挨拶をする、別れ際に握手をするなど、人と
して敬意を払っていることを象徴するような振る
舞いを積極的にすることも有効。

● 技術論に陥らず本質的な人間関係を重視する
　関係性の構築には、結局、その人が“好き”か“嫌い”
かという本質的な人間関係が影響してくる。嫌い
な人からの支援であれば、内容がどんなに優れてい
ても拒否されるものである。まず“好かれる”ことを基軸において関わることが有効。

● 回数重ねで勝負する
　一回の支援の効果は見えなくても、回数を重ねることで意味が出てくる性質の支援であると 
位置づける。良い時も悪い時も、好かれていても嫌われていても、回数を重ねるという覚悟が
重要である。

● “ 振り回される ” ことは是とする
　振り回されることは、一時的にはしょうがないという認識に立つ。振り回されることに対応
できる支援者になることが現実的である。呼ばれて行くより、呼ばれる前に行く方が、支援者の 
ペースで動けるので負担が軽減される。逆に、SOS を待つ姿勢だと、振り回されやすい。

● “ 身を委ねる ” という支援の形もあることを知っておく
　その人の希望に、一度“身を委ねる”と打開策が生まれることもある。帰住調整がつかない状
況で、本人の希望に沿って直接その地に乗り込み、寝袋で一晩一緒に夜を明かしたことをきっ
かっけに受け入れ先が見つかったという事例もある。机上で悩むより、目の前の現実に身を委
ね、現場に飛び込んでみる方が解決に近づくこともある。
　“身を委ねる”という経験が、支援者としての懐（困難に対する腹の据わり）や説得力を大きくする。

● “ 見え方 ”  “ 考え方 ” の違いに、思いを馳せる
　支援者の価値観、常識など、物差しを一度きれいに捨て、その人が「どのような考えからその
ような行動をとるのか」について思いを馳せ、理解に努めることは非常に大切である。
　「万引きは捕まったらその場で怒られるので怖い」と感じ、“夜間の放火はその場で怒られる
ことはない”という理由だけで、窃盗より重い犯罪である放火を刑務所に戻るために繰り返す
という者もいたりする。

　罪を犯した障がい者の多くは、失敗や不適応を繰り返す中「どんなに努力をしても未来は変わ
らない」という“縮小した未来感”や、「自分の力では何もできない」という“自己コントロール感の
喪失”に陥っている。そのため、支援者の協力を得て挑戦したことが失敗に終わると、さらに希望
と意欲を失うこととなる。
　したがって、支援継続中にも関わらず、再犯したり、起こした事件に関連した問題行動を繰り返
した場合にも、再挑戦への応援、あるいは、いったん元に戻って仕切り直すなど、連続的な支援を
提供することが肝要となる。うまく行かない時も含めて、その時のその人のニーズに合った支援
を対象者と一緒に試行錯誤しながら考えていくという支援体制が推奨される。
　“支援の糸（関係性）”が途切れないことを重視することが重要で、起こした事件に関連した問
題行動が出現した場合にも、その行動を完全に止めることを強いることより、犯罪行為に至らな
いように軽減するなど、本人が実行しやすい具体的な工夫を一緒に見つけるという支援の方が持
続性や実効性が高い。

④ 再犯や問題行動への寛容と、再挑戦への応援および連続的な支援の提供

◆ ユマニチュード ◇◇◇
　フランスのイヴ・ジネストとロゼット・マレス
コッティによって開発された認知症患者の包括
的ケア技法。「ユマニチュード」とはフランス語で

「人間らしさ」の意。
　ケアの実施にあたっては、“見る”“話しかけ
る”“触れる”“立つ”を基本として、これらを組み合
わせて複合的に行う。「見つめながら会話位置へ
移動する」「言葉をかけながら、相手に静かに触
れる」などの具体的技術が提案されているが、こ
れらは、「あなたのことを大切に思っている」こと
を、振る舞いや態度で象徴的に伝えるための技術
として位置づけられている。
　恐怖や不安が強く、過度に警戒的で猜疑的な傾
向がある罪を犯した障がい者に対しても、その有効
性が期待できるアプローチの一つと考えられる。
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　福祉事務所をはじめ、高齢者介護、障害福祉、医療等の支援サービス機関との連携の他、警察、法
律専門家（成年後見、権利擁護等）、住まいの確保や就労支援に関しては、不動産業や各種企業の協
力が必要となる。関係機関、団体とは、個別相談、会議や研修会等を通じて人的交流を深めておく
ことが重要である。
　多機関による支援チームが形成され、支援の内容や方向性、課題について、本人も含めて共有す
ることができれば理想的である。
　また、地元自治会等、地域コミュニティーからの理解が得られない場合もあるが、支援活動を実
践する中で、根気強く働きかけ理解者を増やして行くことが重要であり、強く反対していた住民
が転じて良き理解者になってくれることもある。

　受刑者は居住地に関係なく、犯罪傾向や性別、年齢等
に基づいて定められた処遇指標に応じて送られる刑務
所が決まったり、福祉的なサポートも含む保護観察は、
仮釈放を許された者しか対象とならないなど、司法制度
特有の仕組みがあるので基本的な情報や知識は身につ
けておくべきである。

　罪を犯した障がい者の福祉サービスに関する地域で
の専門相談支援機関は都道府県に設置されている地域
生活定着支援センターである。
　社会福祉法人等が都道府県の委託を受けて運営して
おり、各センターによって対応範囲に若干の差異がある
が、罪を犯した障がい者を支援する際には、出来るだけ
連携をとるべき機関である。
　地元の地域生活定着支援センターがどのような機能
を有しているかを把握すると共に、スタッフとの人的交
流を図っておくことが推奨される。

⑦ �福祉、介護、保健、医療、法律、警察、民間団体、地域コミュニティー等との連携、人的交流 
（個別相談、連携会議の開催・協力、研修会等への相互協力等）

⑤ �矯正施設や保護観察などの司法制度に関する基本的な 
知識や情報を身につけておく

⑥ �地域生活定着支援センターの基本的な役割を理解し、
連携、人的交流をはかっておく

関係者からの
一言

伊豆丸剛史
長崎県地域生活
定 着 支 援 セ ン
ター所長

◆ 地域生活定着センター ◇◇◇
　矯正施設に収容されている人のうち、高齢
又は障がいのため釈放後直ちに福祉サービ
スを受ける必要がある者を支援するために
都道府県に１ヵ所ずつ設置された機関｡ 平
成21 年度から開始された厚生労働省「地域
生活定着促進事業」の中で運営されている。

【主な業務】
● コーディネート業務
　保護観察所からの依頼に基づき、福祉サー
ビスに係るニーズの確認、受け入れ施設の斡
旋や福祉サービスに係る申請支援等を行う。
別名「特別調整」。
● フォローアップ業務
　矯正施設退所後、本人を受け入れた施設等
に対して、本人に対する処遇や利用に関する
助言等を行う。
● 相談支援業務
　矯正施設を退所した障がい者（疑いを含
む）・高齢者本人や家族、関係者からの相談に
応じて、助言･支援を行う。
　センターが福祉の支援が必要と認めれば、
捜査･公判段階の障がい者･高齢者への支援
も行える。

　私は、もともと大学で福祉を学んだ訳でもなく、「ふくし」のふの字も知らない、
そんな生き方をしていました。大学では建築デザインを学び、卒業後は地元福岡
で「アーティスト（芸術家）」を目指し、オブジェ製作などをしていました。
　まあ、若気の至りというやつでしょうか。
　そんな私が、今、福祉に携わり、そして、罪を犯した障がい者や高齢者の方の社会
復帰に寄り添う仕事に携わっています。それはなぜか…、そのすべてをここでは
記せませんが、大きなきっかけは、オブジェ製作を一旦止めて、ヒッチハイクで富
士山へと向かったことでした。その道中、私は色々な人たちに出会い、そして助け
てもらいました。その時の出会いは、私にとっては富士山よりも大きく、約20年
経った今でも、その時の出会いを大切に育んでいます。
　目的だった富士登頂ではなく、その道中での出会いがきっかけとなり、私は今、
ここに立っています。思いだけで、突っ走ってきた20 年でした。でも、ずぶの素
人でも、思いさえあれば未来は切り拓けるんです。机上ではなく、アクションを起
こせば、想像もしていなかった未来が切り拓かれることもあるんです。
　もう若気の至りと言えない年齢にはなってきましたが、あの時の“若気の至り”
を失わないよう、いつまでも挑戦者でありたいなと思っています。現場で悩むこ
となどあれば、いつでもお気軽にご連絡下さい。
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　本手引きでは、自殺ハイリスク者支援について、「生活困窮者」、「アルコール／薬物乱用・
依存症」、「多重債務・経済問題」、「DV 被害」、「幼少期の過酷体験（不適切な養育・児童虐待）」、

「自殺未遂」、「罪を犯した障がい者」の７つの課題に絞って支援のポイントを示してきた。
　しかしながら、これらは、自殺のリスクを高める要因の一部であり、これまでの研究結果
や実践報告において、自殺リスクを高める要因として、下記に示したものが挙げられている。
　これらの要因についても、本手引きへの掲載について協議がなされたが、記載内容につい
て十分な議論ができず結論を出せなかったため、次年度以降に持ち越すこととなった。

【次年度以降に持ち越した課題】
	 ⃝ 精神疾患・精神障がい	 ⃝ 重篤な身体疾患・身体障がい
	 ⃝ 単身高齢者 	 ⃝ 性的マイノリティ
	 ⃝ エスニックマイノリティ	

－ 参考資料 －
◆ 性的マイノリティ

【知っておくべき基本事項】
　・ �幼少期から、周囲との違和感、自分らしくあるこ

とを否定されてきた経験を積み重ねていること
が多い。

　・ �戸籍上の性別変更の条件をクリアすることは 
容易ではなく、選挙や住民票など、公的な手続
き（本人確認）の場面でも嫌な思いをすることが 
少なくない。

　・ �医療などとの連携も必要だが、本当に安心して
生活していくためには、地域で孤立しないための
関係性が重要である。

【初期対応として大事なこと】
　・ �性に関する悩みは相談しにくく、周囲に隠して

いることも多いため、性的マイノリティを理由に 
解除されない場所であることや、差別されない
ことを保証できる理解や環境づくりが重要で 
ある。

【留意すべきこと】
　・ �間接的に傷つけてしまう支援者側の言動に注意

する。
　・ �相談申込書の性別欄の記入などで、悩むことが

ある。
　・ �自分自身の声を聴くことが辛く話せなくなる 

人もいるため、状況によっては筆談にするなどの
工夫が必要となる。

【主な連携機関】
　・ �精神科クリニックなどの医療機関・自助グルー

プ、当事者団体

－ 参考資料 －
◆ 単身高齢者

【知っておくべき基本事項】
　・ �単身の低所得高齢者は増加しており、今後も増加

する。
　・ �単身高齢者が要介護となった場合には、介護者が

いないため在宅生活の継続が困難になり、居所が
転々としてしまうことがある。

　・ �認知症がある場合には、不安や混乱が強くなるこ
とがある。

【初期対応として大事なこと】
　・ �介護保険サービスにつなげると同時に、孤立し 

ないための支援が必要である。
　・ �企死念慮ある場合など、緊急的な避難場所として

宿泊所の利用が有効なことがある。
【留意すべきこと】
　・ �慢性的な痛みや呼吸苦、めまいなど、日常的な状

が本人にとって深刻な苦痛となっていることが 
ある。

　・ �救急搬送の要請が増えたときは、SOSの可能性
がある。

　・ �老いの不安や不眠などから、飲酒量が増える場合
がある。

【主な連携機関】
　・ �福祉事務所・地域包括支援センター・市区町村の

高齢者担当課
　・ �警察（自殺のリスクが高い場合など）

その他のハイリスク者8
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２   自死遺族支援

	 自死遺族･･････････････････････････････････････････ 56
	 いじめ自死（学校／職場）･･･････････････････････････ 60

9
10



【自死遺族の気持ちとは】
　自死遺族支援において、「自死遺族が抱える “ 痛み ” はきわめて人間的なものであり、それ
ぞれに個性があること」を理解することが大切である。人によって経験や感情が個性的であ
るように、大切な家族を自死で亡くしたときに人が抱く “ 痛み ” にも当然個性がある。
　自死遺族への対応を始めるにあたっては、彼らが以下に示したような複雑で様々な感情を
抱いていることを理解しておくことが重要である。

遺族の気持ちとは ･････ 遺族から聞く訴えや要望を集めました（全国自死遺族連絡会）

◆ 簡単に励まさないで
　｢そのつらい思い、わかる、わかるよ」と、親切
心からの言葉だと思いますが、このつらい思い
がかえって軽んじられるようで、一層つらくな
ります。「若いんだから、まだまだ先があるから
…前を向いて…」「生かされてやるべきことがあ
ると思うよ」と言われて、亡くした人を軽く考え
られているように感じました。
◆ 今の気持ちに心を寄せて
　｢昔から“時薬”と言われているように、いずれ時
間が経てば、必ず気持ちは楽になりますよ」と慰め
られても、今とてもつらい思いをしている自分に
は、何の慰めにもなりません。今がつらいのです。
◆ 善意の押し売りはやめて
　善意から慰めようとして薦めてくださるので
しょうが「趣味は心にいいですよ」「外にでてお
花でもみたり、ペットを飼われると、アニマルセ
ラピーとかで、心が癒されますよ」等と、押し付
けないでください。
　自分がこれまで好きだった趣味さえ気持ちが
向かないのに…
◆ 他の子が代わりだなんて言わないで
　｢あなたにはまだ、もう一人子供がいるではあ
りませんか、その子を代わりだと思い、なくなっ
た子供の分まで大切にしてあげて」と諭されたと
き、どんなに傷ついたことか。亡くなった子の死
を悲しんでいるのに、そのようなことを言われ…
◆ �何処で？ どのように？ などの質問はしない

でください
　｢なぜ、そのようになったのか」というような
理由は詰問しないでください。そのことが、ど
れほど私の心をズタズタにしてしまうか、わか
らないのですか…遺族がしゃべらないことは、
あえて質問しないでください。
◆ �私の大切な人が、あの世で苦しんでいる 

なんて言わないで
　遺体が見つかっていない遺族や、葬儀や埋葬
をしていない遺族に「成仏していない」とか「天
国にいけない」などは言わないでください。「死
に様はいろいろあるけれども、死んだら皆平等
です。亡くなった方は全て安らかですよ」とい
う宗教者の言葉で心がほっとしました。

◆ �グリーフケアとか心のケアとか言わないで 
遺族の心のケアって、なにをするつもりですか

　大切な家族が亡くなって、悲しいのはふつうです。悲
しみを取り除こうとしないでください。遺族の悲しいは
｢愛しい(かなしい)｣ です。深く愛しているから深い悲し
みがあるんです。記憶は消えませんし、消せません。愛
は消せません。亡くなった人が生き返らない限り自分
たちの回復はない！と遺族は思っています。｢ケア｣ と言
われるたびに傷ついていること、知らないのでしょうね。
◆ 疲れない距離で接して
　人と会ったり、電話で話したりすること自体が大変
な負担でした。気持ちの負担にならない距離で、会わ
なくても気にかけてくれているのが伝わると、安心で
きました。こちらのペースでやり取りできる手紙や
メールがありがたかったです。
◆ こちらが話すまで、死について触れないで
　故人や死に関連する話題は、たとえ、どんなにため
になる話でも、拒絶反応がおきました。私が死につい
て触れる話をしないときは、そっと、さりげない話があ
りがたいです。（季節の話とか）
◆ �学校で子供を特別に呼び出して、面談するのは 

やめてください
　そのことで自死遺児という事が仲間に知れ渡り、い
じめられ不登校になりました。
◆ こんなこと言わないで
　「みんなが同じなんだから、あなただけが辛いん
じゃないんだから… 」「仕方のないことだった… 」「い
つまでも悲しんででも仕方ない…」「○○に楯突いて、
そんなにお金がほしいのか… ｣「親がいつまでも悲し
んでいたら、死んだ子供がかわいそう…」「責任は誰に
も問えないよね…」「『もう大丈夫だから、元気になっ
たとよ』となんで言えないの？ 周りのために…」
◆ 安易に精神科医療を勧めないで
　精神薬を飲んで、ある日肉と骨がバラバラになる感
触があり、怖くてやめました。それ以前に、悲しい自分
の心と、テンションが高くヘラヘラ笑っている自分と
の違いに、自分を責めて生きている資格がないと思っ
た時期があり、薬をやめてから普通の悲しい自分でい
られています。（心のケアの人に勧められて精神科医
療機関に通っていましたが）薬を飲んでも悲しみは薄
くはなりませんでした。よけいに苦しかった。

自死遺族9
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　自死遺族の多くは、(1）情報の問題、(2）生活・経済上の問題、(3）こころの問題、以上３つ
の問題を抱えることになる。
　（1）は、社会資源や制度、相談窓口、その他当面の生活の上で必要とされる情報に関する問
題、(2）は、衣食住、職業、家事、コミュニティー活動、学業、経済状態等、日常生活そのものに関
する問題、そして（3）は、心理的反応・精神保健に関する問題、である。
　自死遺族支援の中では、しばしば（3）ばかりが注目されるが、実際の支援の中では、むしろ
(1）と（2）が中心となる。
　もちろん、“こころのケア”（心理・精神療法的支援）は、提供されるべき重要な支援の一つで
あることには間違いないが、遺族にとって優先順位が高い支援は、“情報の提供”と“生活支援”
である。
　遺族が直面している問題は、多くの場合、うつ状態や不安の治療ではなく、葬式や名義変更
等の諸手続、故人が残した借金の処理、一家の大黒柱を失った後の生計の建て直しなど、なの
である。
　また、生活支援に関連した法的支援もしばしば必要となることを知っておくこと。

＜自死遺族が直面する法的対応＞

　  1） 家族の死亡に伴う各種手続き
　  2） 労災申請やパワハラの情報開示請求や訴訟（＊大学院生への保険の有無の確認も含む）
　  3） いじめ等の情報開示の請求や訴訟（＊スポーツ保険の申請等も含む）
　  4） 住宅ローン等を含む債務の整理（＊住まいと生活費の確保）
　  5） 賃貸物件の賠償金や改修工事費用、お祓い等の問題（＊遺族が連帯保証人の場合）
　  6） 葬儀や供養についての問題（＊遺族が住む場所から遠く離れて遺体が発見された場合も含む）
　  7） 相続に伴うトラブル（＊負の遺産や相続税問題も含む）
　  8） 離婚や親族からの訴訟問題（＊死後に起こる親族間のトラブル）
　  9） 様々な形での連帯保証人の問題
　10） 介護や虐待等一人になった遺族への支援
　11） 両親が亡くなった場合の成年後見人制度を含む遺児の問題
　12） 遺族といえない遺族の問題（＊遺体が発見されていない場合）

【支援の実際】
① 情報提供と生活支援、および法的支援を基本にする

【支援における 6 つのポイント】

① 情報提供と生活支援、および法的支援を基本にする
② “ ただ寄り添う ” という姿勢を大事にする
③ 安易な励ましや慰めはしない
④ 原因追求や非難はしない
⑤ 遺族同士の “ 分かち合い ” の場を確保する
⑥ 心理的ケアや精神科治療を安易に勧めたり、強く勧めない
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　故人が亡くなった直後などは、「何も話したくない」、「どうすれば良いのかわからない」といっ
た状況にある事も多い。このような場合、無理に話をさせようとしたり、何とか癒そうとするの
ではなく、その人の気持ちにそっと寄り添う姿勢が大切となる。ただ近くに寄り添うことで孤立
から開放されることもあるのである。
　遺族が話し始めたら、時間をかけてよく聴き、相手の気持ちをしっかり受け止める。混乱して
いる時には問題を少し整理してあげることも必要である。
　最後に「困ったことがあったらいつでも相談してください」という支援の表明と約束をしておくとよい。

　「頑張って」と励ましたり、「これであの人も楽になったと思うよ」など安易な慰めは決してしないこと。
　遺族の多くは、頑張りたくても頑張れない状態に置かれているし、安易な慰めは自責の念を強
めることもある。
　遺族のニーズに一致しない対応や侵襲的な介入（無理に聞き出そうとするような対応）は、二次
被害（支援することで再度遺族を傷つけてしまうこと）を与える可能性もあるため、より慎重な対
応が求められる。

　「どうしてくい止められなかったのか」といった原因追及の言動は決してしないこと。このよ
うな言動は、遺族への非難のメッセージとなり、抑うつ状態を悪化させる場合もある。
　また、「こうすべきである」というような一方的な考えや意見の押し付けや、遺族は皆同じだと
いう言動や対応もしてはいけない。

　自死遺族の多くは、大切な人の自殺について「誰にも話すことができない状況」に追い込まれて
おり、長い間たった一人で「疑問」「羞恥」「罪悪感」といった感情に苦悩することになる。
　地域・社会からの心理的な孤立の持続は、傷ついた自尊心の回復そのものを妨げ続ける。
　このような自死遺族にとって、同じ問題を持つ仲間との出会いは、自尊心や人生そのものを回
復するために極めて有効である。話すこと自体がタブー視されてきた身近な人物の自殺という
問題だからこそ、仲間同士で体験を語り、聴き合うという作業は重要となるのである。
　したがって、各地域において、遺族同士が集まり語り合える場を確保することは、極めて重要な
支援活動の一つとなる。
　具体的方法としては、地元に自死遺族の自助グループがあれば参加をすすめてみるのもよい
し、支援者が直接的な支援サービスとして“遺族同士の分かち合いの場”となる集会を開催・運営
してもよい。また、地域によっては、自死遺族支援団体（支援者と遺族が一緒に活動しているもの
が多い）が“遺族同士の分かち合いの場”を開催しているので、そこの利用を促してもよい。
　“遺族同士の分かち合いの場”は、自死遺族対策上極めて重要な支援サービスであるため、特に
そのようなものがない地域においては、自助グループの誕生に向けた支援、自死遺族支援団体の
立ち上げなどの積極的な取組が必要となる。

　自死遺族が皆、心理的ケアや精神科治療を必要としているわけではない。むしろ情報面や生活
面での支援の方が優先順位が高い場合が多い上に、心理的ケアや精神科治療を望まない遺族もい
るので、「必ず精神的ケアが必要だ」と決めつけた対応とならないように注意すること。
　また、自死という想定外の事態に対する正常な反応としての抑うつや不安もあるので、安易に
精神科治療を勧めることは慎むべきである。

② “ ただ寄り添う ” という姿勢を大事にする

③ 安易な励ましや慰めはしない

④ 原因追求や非難はしない。

⑤ 遺族同士の “ 分かち合い ” の場を確保する

⑥ 心理的ケアや精神科治療を安易に勧めたり、強く勧めない
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◆ 自死遺族の自助グループ ◇◇◇
　自助グループとは、同じ問題を抱える者同士が
集まり、体験や願いを語り合うことで、互いに援助
し、回復を目指す集団およびその活動である。同
じ悩みを持つ者同士であるからこそ、互いに理解
し合え、何でも正直に打ち明けることができたり、
また、いろんな問題に対する具体的な対策や知恵
を学ぶ機会も得られる。
　さらに、集団の持つエネルギーに触発されて、自
尊心や自信が回復し、個人が元来持っている自己回
復力そのものが高まるという効果も期待できる。
　現在、国内各地において自死遺族の自助グルー
プが次々と誕生し活動している。
　各地の自助グループの活動状況については、事
前に調査するとともに、できれば代表メンバーと
綿密な連絡をとっておくことが推奨される。

【自助グループとの連携における留意点】
　自助グループはその独立性や主体性が維持されないと、本来の機能や効果が発揮されない。
運営も参加者も自死遺族のみであるのが自助グループの基本スタイルであり、支援者は、独立
性や主体性を脅かすような行動や連携の形態は避けなければならない。
　特に行政機関や医療機関、支援団体などとの関係においては、その距離が適切にとれるよう
な配慮が必要である。
　例えば、行政機関が無料でミーティング会場を提供したり、広報の手伝いをしたりすることは構
わないが、行政機関主催の事業のような広報をしたり、行政機関の職員がミーティングの主催者
のように振る舞ったりすることは避けなければならない。あくまでも主体はグループのメンバー
であり、支援者は、メンバーの意向にそって必要な援助をするという姿勢を維持すべきである。
　もちろん、支援者や関係者も参加できるオープン・ミーティングにおいて、発言を求められた
時は、自由に自分の意見や感想を述べることは構わない。

　一方で、遺された遺族がうつ病などの精神科疾患を発症するリスクは低くないため、不眠や体
調不良、気分の落ち込みなどが長期に持続する場合は、保健所への相談や医療機関への受診が必
要となることを伝えておくことも重要である。

関係者からの
一言

田中幸子
全国自死遺族連
絡会 代表

★ 自助グループの機能および効果
　⃝ �共同体意識と相互支援
　⃝ �社会から隔絶されたような状況において、共感

性の高い環境を提供し、帰属意識を得ることが
できる

　⃝ �最終的には、「通常の状態」が得られるという
希望

　⃝ �困難を感じるような特別の記念日や、特別な出
来事への対処の仕方を学ぶ機会が得られる

　⃝ �問題解決のための新しい方法を学ぶ機会が 
得られる

　⃝ �恐怖や心配について、安心して語ることのでき
る場

　⃝ �悲しみを自由に表すことが受け容れられ、秘密
が守られ、共感的であり、批判されることなく
接してもらえる場

　自死遺族も様々な人たちがいます。それぞれの遺族が求めている支援につない
でください。激しく泣いていても、毎日24 時間365 日は泣いていませんので、安心
してください。
　怒りや涙が出ない人も激しい怒りや泣きじゃくる遺族も、あなたの目の前にいる
時の遺族であり、一人でいるときや家族との暮らし、また仕事をしているときはそれ
ぞれに別な顔で暮らしていることを想像して、何とか元気にしようと思わずにただ
聞いてあげてくださることも支援の一つと思ってください。
　時間は必要であり大切です。多くの遺族は普段の生活では長くて３か月から半年
過ぎたら平常心を保てるようになります。悲しい気持ちは病気ではありません。
　人間の正常な反応です。「グリーフ・イズ・ラブ」。愛している気持ちがあるから悲
しみもあるという事を理解して頂き、また自死は犯罪ではありませんので、「悪いこ
とをした」「迷惑をかけた」と遺族がいうときは否定してあげてください。亡くなっ
ただけなのです。自死という事を意識せずに、大切な愛する人を亡くした人という
気持ちで接してくださればありがたいことです。
　同じような遺族に会いたいという遺族がいましたら、悲しみのプラットホームとし
て全国自死遺族連絡会につないでください。
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【いじめ／過労問題と自死遺族支援】
　いじめ自死については、いじめやハラスメントの存在や自死との因果関係に関する認定
をめぐって、自死遺族と学校や職場との間にか対立が起きることがしばしばある。
　大切な家族を失い傷ついている上に、一個人である遺族に対して学校や会社は大きな組
織であり、遺族はどうしても弱い立場になりがちである。学校や会社側がいじめやハラス
メントを認めない場合、遺族は「組織ぐるみで隠蔽しているのではないか」という不信感
を抱き、そのことがさらに遺族の苦しみを強めることとなる。
　いじめ自死に関して、事実関係を明らかにするとともに、必要に応じて学校や職場に対
して、法的な責任を果たし再発予防策を講じてもらうことは、「自分の力では何もしてあ
げられない」といった無力感や「自分は役に立たない」という自己効力感の低下に陥りが
ちの遺族の回復を助けるとともに、自死した故人の名誉回復にもつながる重要な支援活動
である。

いじめ自死（学校／職場）10

　一個人である遺族に対して学校・教育委員会は大きな組織であり、数的にも権威の上でも
遺族は弱い立場になりがちである。
　また、いじめの現場が学校である以上、遺族には分からない点も多く、また、学校側が主導
して調査することもあいまって、遺族にとっては「関与できない」、｢自分の力が及ばない」と
いった無力感や不全感が強まり、「自分は役に立たない」という自己効力感の低下に陥ること
となる。
　学校側が隠蔽しているのではないかという不信感に苛まれ、冷静な対応ができなくなり、
学校側との交渉力が低下することもある。
　元々、大切なこどもを自死で亡くしたことで、衝撃を受け、悲しみ、苦しんでいる上に、調査
の結果や、新たに分かった事実によって、さらに傷つく場面もあれば、誤解や偏見に基づく、
亡くなったこどもや遺族に対する周囲からの不当な非難を受けることもある。

【支援の実際】
① 遺族が弱い立場になりがちであることを理解しておく

◎ 学校でのいじめ自死における遺族支援上の３つのポイント

　① 遺族が弱い立場になりがちであることを理解しておく
　② 必要に応じて弁護士の協力を得る
　③ 第三者委員会の設置が有効であり、設置を積極的に働きかける

　弱い立場になりがちな自死遺族にとって、弁護士の協力は重要である。
　こどもの自死にともなう心理的な反応のため、あるいは学校側への不信感から、冷静な対
応ができず、その結果、遺族の立場が悪くなるといった場合もあるので、そのような事態を避
けるためにも、遺族の代理人という形で弁護士が協力することは有効である。

② 必要に応じて弁護士の協力を得る
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　いじめ防止対策推進法の第28 条に、“重大
事態に係る事実関係を明確にするための調査
を行うための組織”を設置することが規定され
ている。
　この“調査を行うための組織”として、第三者
委員会を設置することは、自死遺族と学校側
の対立や遺族が学校側に抱く不信感の軽減な
どに極めて有効である。
　第三者委員会の設置に向けて遺族側から積
極的に働きかけることが重要である。
　なお、いじめ防止対策推進法案に対する附
帯決議（平成25 年6 月19 日 衆議院文部科学
委員会）においては、「重大事態への対処に当
たっては、いじめを受けた児童等やその保護
者からの申立てがあったときは、適切かつ真
摯に対応すること」とされている。

③ �第三者委員会の設置が有効であり、 
設置を積極的に働きかける ◆ いじめ防止対策推進法 ◇◇◇

● 目的（第１条関係）
　いじめが、いじめを受けた児童等の教育を受ける権利を
著しく侵害し、その心身の健全な成長及び人格の形成に重
大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な
危険を生じさせるおそれがあるものであることに鑑み、児
童等の尊厳を保持するため、いじめの防止等のための対策
に関し、基本理念を定め、国及び地方公共団体等の責務を
明らかにし、並びにいじめの防止等のための対策に関する
基本的な方針の策定について定めるとともに、いじめの防
止等のための対策の基本となる事項を定めることにより、
いじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進
することとした。

● 定義（第２条関係）
　「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学
校に在籍している等当該児童等と一定の人的関係にある
他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為

（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、
当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じてい
るものをいうとした。
※）附帯決議（衆議院文部科学委員会）
　�　いじめには多様な態様があることに鑑み、本法の対象となるいじめ

に該当するか否かを判断するに当たり、「心身の苦痛を感じているも
の」との要件が限定して解釈されることのないよう努めること。

● いじめに関する措置関係（第 23 条関係）
　学校の教職員、地方公共団体の職員その他の児童等から
の相談に応じる者及び児童等の保護者は、児童等からいじ
めに係る相談を受けた場合において、いじめの事実がある
と思われるときは、いじめを受けたと思われる児童等が在
籍する学校への通報その他の適切な措置をとること。
　学校は、前項の規定による通報を受けたときその他当該
学校に在籍する児童等がいじめを受けていると思われる
ときは、速やかに、当該児童等に係るいじめの事実の有無の
確認を行うための措置を講ずるとともにその結果を当該
学校の設置者に報告すること。
　学校は、事実の確認によりいじめがあったことが確認さ
れた場合には、いじめをやめさせ、及びその再発を防止す
るため、当該学校の複数の教職員によって、心理、福祉等に
関する専門的な知識を有する者の協力を得つつ、いじめを
受けた児童等又はその保護者に対する支援及びいじめを
行った児童等に対する指導又はその保護者に対する助言
を継続的に行うこと。

● 重大事態への対処関係（第 28 条～ 33 条関係）
　学校の設置者又はその設置する学校は、次に掲げる場合
には、その事態（以下「重大事態」という。）に対処し、及び当
該重大事態と同種の事態の発生の防止に資するため、速や
かに、当該学校の設置者又はその設置する学校の下に組織
を設け、質問票の使用その他の適切な方法により当該重大
事態に係る事実関係を明確にするための調査を行うこと
とした（第28 条関係）。
　学校の設置者等は、第28 条 の規定による調査の結果に
ついて調査を行うことができるとしたとともに、その調査
の結果を踏まえ、当該調査に係る重大事態への対処又は当
該重大事態と同種の事態の発生の防止のために必要な措
置を講ずることとした（第29 ～ 33 条関係）。

◆第三者委員会の設置の際の注意点◇◇◇

　第三者委員会の設置を要請する際や、有効に機能しても
らうために、支援者が知っておくべき注意点としては、以
下のようなものがある。

● 委員の構成について
　社会的にも信頼のある立場の方が選任はされるが、その
ような方が必ずしも、いじめや自死問題に詳しいわけでは
なく、そのような委員構成では、事実の解明について、適切
な調査ができるのか疑問が持たれる。
　したがって、遺族の側から自死問題に造詣の深い人物を
委員に加えるよう要求していくことも大切である。

● 証拠の収集について
　本人が亡くなっているため、証拠の収集は困難となるこ
とが多い。
　そのため、遺族側が積極的に証拠の収集につとめること
が重要となってくる。
　具体的には、亡くなったこどもの遺品であるとか、可能
であれば、友人から話を聞いてその内容を文書にまとめて
おくことなどである。そして、こうした証拠を遺族側から
第三者委員会に提出するわけである。

● 要求は具体的に
　委員の構成、調査のやり方や結果がおかしいなどの訴え
をしても具体的な内容でなければ、第三者委員会はなかな
か動かないものである。
　例えば、自死問題を取り扱った経験がある人物を選任し
てほしい、女児の自死であれば、女性委員を選任すべきだ
などの具体的な要求が必要である。
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　単なる指導は、当然許されるものであり、その
指導が業務の範囲を超えているかが問題となる。
　「おまえはクズ野郎だ」、「死んでしまえ」など
人格を否定する言動があれば、業務の適正な範
囲外であることは明白であるが、業務の範囲外
であるか否か微妙なものも多い。

　業務の適正な範囲外であることを示すために
証拠の確保が重要となってくるが、本人が亡く
なっているので、証拠の収集は困難を極める。
　本人の日記などは重要な証拠となるので、確
保しておくこと。職場で受けた脅迫、暴言な
どがテープレコーダーで録音してあれば立派
な証拠になるが、その他、ハラスメントを受け
たことを示したメモやメールが残っていれば、
しっかりと保存しておくよう遺族に伝えてお
くことが重要である。

　うつ病などの精神障害に起因する自死であり、その精神障害について労災が認められた場合に
遺族補償給付等が受けられる。
　精神障害について労災が認められる要件としては以下の３項目である。
１）�認定基準の対象となる精神障害を発病していること
２）�認定基準の対象となる精神障害の発病前おおむね６か月の間に業務による強い心理的負荷が

認められること
３）�業務以外の心理的負荷や個体側要因により発病したとは認められないこと

② 証拠の確保

◎ �職場のいじめ・パワーハラスメント相談
におけるポイント

　パワーハラスメントの認定に関しては微
妙なラインがあり、以下の 2 点が重要なポ
イントとなる。
① “ 業務の適正な範囲 ” なのか否かの確認
② 証拠の確保

◎ �労災申請の際のポイント
　いじめやパワーハラスメントに起因する自死の場合、労災補償は自死遺族支援において重
要な事項の一つである。ここでは、労災補償に限って支援上の留意点を記載している。
　労災申請をする際の注意点は、以下の３点である。
	 ① 認定基準をある程度把握しておく 	 ③ 関係者の証言、証拠の収集につとめる
	 ② 時効に注意をしておく	

【相談、支援の実際】
① “ 業務の適正な範囲 ” なのか否かの確認

【労災申請の実際】
① 認定基準をある程度把握しておく

◆ 職場のパワーハラスメントとは◇◇◇
（厚生労働省「職場のいじめ・嫌がらせ問題に関す
る円卓会議ワーキング・グループ」報告，2012 年）

● 定 義
　同じ職場で働く者に対して、職務上の
地位や人間関係などの職場内の優位性を
背景に、業務の適正な範囲を超えて、精神
的・身体的苦痛を与える又は職場環境を
悪化させる行為をいう。
● 行為類型
　行為類型としては以下の６つだが職場
のパワーハラスメントのすべてを網羅する
ものではないことに留意する必要がある。
１）�身体的な攻撃（暴行・傷害）
２）�精神的な攻撃（脅迫・暴言等）
３）�人間関係からの切り離し（隔離・仲間

外し・無視）
４）�過大な要求（業務上明らかに不要なこと

や遂行不可能なことの強制、仕事の妨害）
５）�過小な要求（業務上の合理性なく、能力

や経験とかけ離れた程度の低い仕事を
命じることや仕事を与えないこと）

６）�個の侵害（私的なことに過度に立ち入
ること）
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　遺族補償給付は５年、葬祭料は２年 
というふうに、時効があるので、注意を
要する。

　労災の認定に関しては、証拠の確保が
極めて重要となる。
　認定基準を意識しつつ、関係者の証言
や証拠を集めることが、正当な労災補償
につながると思われる。
　また、裁判所を通じて、証拠保全という
手続きをとることも、労災認定の適否に
関わる証拠を確保するために有効な手段
となる。

③ 関係者の証言、証拠の収集につとめる

関係者からの
一言

細川 潔
自死遺族等権利
保護研究会／
弁護士

② 時効に注意をしておく
◆ 労災認定基準の対象となる 
　　　　　　　　　　　  精神障害 ◇◇◇
　WHO作成の「ICD-10（国際疾病分類第10 改訂版）」に分
類される精神障害であって、認知症や頭部外傷などによる障
害、アルコールや薬物による障害を除いたもの。
　業務に関連して発病する可能性のある精神障害の代表的
なものは、うつ病や急性ストレス反応などである。

◆ 弁護士との連携について ◇◇◇
　いじめ自死（学校／職場）の遺族支援において
は、いじめや労災の認定や補償問題なども生ず
るため、弁護士の協力が必要となる場合が多い。
　しかしながら、多くの弁護士がこの問題に詳
しいわけではないので注意を要する。
　いじめ自死（学校／職場）に造詣の深い弁護士
に関する情報については、遺族支援団体や自死問
題を取り扱っている弁護団にたずねるとよい。 
この問題に詳しい弁護士と直接つながることが
できる。

◆ 精神障害において
　労災と認定された場合の主な効果 ◇◇◇
● 療養補償給付
　労災保険指定医療機関等での無料での治療（現物支給）の
他、やむを得ない事情で労災保険の指定医療機関以外ので治
療を受け、その費用を自己負担したときに、その診療費用の
請求もできる。
● 休業補償給付、休業特別支給金
　休業１日につき、給付基礎日額の60％に相当する休業補償
給付、および給付基礎日額の20％に相当する休業特別支給
金が支払われる。ボーナス分の補償はない。
● 治癒（症状固定）までの治療費、休業補償費の支給
　労災の休業補償費は治癒（症状固定）するまで支給される。
● 解雇制限
　使用者は、労働者が業務上負傷し、または疾病にかかり療
養のため休業している期間とその後30 日間は、労働者を解
雇できない。
◎ 治癒（症状固定）までの治療費、休業補償費の支給
　遺族補償年金（年金受給資格がない場合の遺族補償一時
金）が支払われる他、社会復帰促進等事業から、遺族特別支給
金、遺族特別年金、遺族特別一時金のいずれかが支給される。
支給金額は、遺族の人数などによって細かく規定されてい
る。
　その他、葬祭料も支給される。

　いじめは誰にでも突然降りかかってくる問題です。残念なことに、いじめによっ
てうつ病に罹患してしまったり、その結果自死されたりするケースも多々ありま
す。いじめに関して、法的な制度としては、いじめ防止対策推進法や労働者災害補
償保険法が存在します。いじめやパワーハラスメントでうつ病に罹患してしまっ
た場合は、労災制度を利用して、療養補償や休業補償が受けられます。このことに
よって、被災者は安心して治療を受けたり会社を休んだりすることができます。
　また、いじめがあったと疑われる場合、学校は、いじめをやめさせ、再発を防止す
る等の措置をとることになります。このような措置がとられることにより、学生
は安心して学校生活を送ることができます。
　いじめやパワーハラスメントでうつ病に罹患し自死があった場合には、労災制
度により、葬祭料や遺族補償を受けることができます。
　いじめによって自死があった場合には、第三者委員会による事実の調査が行わ
れ、それだけでなく再発防止の対策も行われることになります。
　繰り返しになりますが、いじめは誰にでも起こり得ることです。そのことから
いじめによりうつ病に罹患してしまうことも誰にでも起こりうることで、ひいては
うつ病により自死にいたることもまた誰にでも起こりうることです。うつ病に罹
患してしまった場合、被害が大きくならないように、また、実際に自死という被害
が生じてしまった場合には、少しでも遺族の力になれるように、法律の制度が活用
されることを期待してやみません。
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　本来、住民からの漠然とした訴えに対して、具体的な生活ニードに分解して評価をし、必要な援
助計画を組み立てていくというのが保健福祉行政の役割ではあるが、できるだけ具体的にニーズ
を伝えた方がスムーズな対応が得られる。
　本人の置かれている状況について、必要と思われる支援サービス、配慮すべき特殊事情なども
含めて、具体的に説明する。こちらで前もって整理をして説明するというより、より具体的な内
容を伝えながら、その場で一緒にニーズを確認しながら整理をするというやり方の方がよい。な
ぜなら、整理の仕方そのものが一致していなければ、ニーズのとらえ方や優先順位が異なったり
するからである。
　また、「○○が必要だからお願いします」というふうにサービスの提供を直接依頼するだけであ
ると、「そのサービスはうちの担当ではない」という回答になりがちである。一緒にニーズを確認
するという作業があれば、その部署で提供できないものについては、その職員が主体的に他の部
署との連携を図ってくれるものである。
　“決め打ち”で相談するのではなく、相談の中で必要な支援を共に考えていくというスタイルが
推奨される。

　対応できないと言われた時にも簡単には引き下がらないことが重要である。
　対応できないという判断は、担当者個人ではなく、その機関の組織判断であるのか、できない根
拠は何なのか、説明を求めるとよい。こちらが求めていることが先方に正確に伝わっていなかっ
たり、担当者の思い込みであったりする場合もある。担当者が答えにくそうであったら、その上
司など、答えることができる立場の人の対応を求める。

① 協同してニーズを把握するという姿勢で相談する

② 簡単には引き下がらない

1．地域保健福祉行政との連携

　複雑困難な背景を有する人々への支援
を展開開するにあたっては、様々な行政 
担当部署との連携が必要となってくる。
　この分野で、地域保健福祉行政が役
割を担う意義としては、一つに住民の
健康情報を専門的視点から評価する機
能を有している点がある。また、中立
的な立場を生かして、関係者の相互調
整を図り、連携体制を構築していくと
いう機能もある。さらに、継続的に公
共性、公平性を担保した施策を実施す
る責務を持っており、その責務を果た
してもらわなければならない。
　しかし、関係者が期待するような協
力が得られられないことも少なくない
というのも事実である、期待通りの協
力が得られない理由としては、右に記
載した行政機関が持つ特性が挙げられ
るが、このような特性をある程度理解
した上で、連携をはかることが重要と
なってくる。

【行政機関との連携における留意点】
行政機関との連携において留意すべき事項のうち、主なものは以下の５つである。

【行政機関が持つ特性とその影響】
〇 行政機関共通の特性
　－ 法的根拠重視･･･ �規制偏重 

変化への迅速対応が不得手上意下達
　－ 公共性･････････ �全体主義への傾倒 

個別利益の調和不全
　－ 中立性･････････ �ことなかれ主義 

希薄な関係性
　－ 総合性･････････ �ニーズの規模が小さい課題への 

対応が不得手
　－ 業務分担制･････ �専門職のマンネリ化と一般職の 

意識の希薄化
　－ 単年度制･･･････ �効率的予算執行の困難 

継続性の困難
　－ 人事異動･･･････ �関係者との関係性、信頼性の継続

が困難
　－ 行財政改革･････ �限られた人員・予算
〇 機関特有の特性
　－ 個別法に基づく･･･ �セクショナリズム
　－ 役割と機能･･････ �マンネリ化
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　「よい手立てがないか」、「他の方策は考えられないのか」など、専門の行政機関としての提
案や助言を求めることで、専門職としてのプロ意識と行政機関としての責務を刺激し、より
積極的で主体的な対応を引き出すことができる。
　また、両者の連携も深まる効果もある。

　また、対応できないことが確認できたとしても、困っている事情に対してその機関として
できる他のことがないのかをたずね、必要に応じて機関内での検討を依頼する。

　双方が多忙な上に、業務の時間的流れが異なる場合は、スケジュール感を大切にすること
が重要となる。
　相談や会議の事前予約はもちろん、「○○までに方針を決定する」、「○○までに回答が欲
しい」など、期限を設定した業務連携は、効率性の向上と共に、事業の進捗管理上も有効であ
る。

　行政機関の職員と普段から人的交流を深めておくことは、連携をスムーズにする有効な手
段の一つである。
　方法としては、個別相談の場面はもちろん、連携会議の開催・協力、研修会等への相互協力
などがある。支援ボランティア団体や研究会を組織し、行政職員もそのメンバーになっても
らうと、さらに強い信頼関係が生まれる。

③ 提案や助言を積極的に求める

④ スケジュール感を大切にする

⑤ 普段からの人的交流をしておく

関係者からの
一言

宇田英典
（全国保健所長会 
前会長／
鹿児島県 伊集院
保健所 所長）

　自殺は保健、医療、福祉、介護、教育、雇用、住まい等、多岐にわたる日常の生活
上の課題が複合的に影響しあって生じる健康被害の一つです。そのため、自死
遺族支援を含めた自殺対策は総合的な視点が必要とされ、自殺対策基本法が制
定されたゆえんでもあります。
　行政の果たす役割は、公共性、中立性を基本理念として社会全体の福祉の向上
を図ることにありますが、社会を構成する個人や家族の福祉の維持・向上ももと
より重要な視点でもあります。
　そのため行政が所管する業務は、住民の生活や生命に関して多岐にわたり、
相談や支援を求める際に、どの部署にアプローチしたらいいのかわからないと
いった側面があることは否めません。しかし、行政が有する理念と、その特性
を承知して利活用していくことは効果的な自殺対策を進めることにつながりま
す。
　住民への理解促進のための広報周知（行政広報、マスコミへの情報提供等）、課
題や方向性を検討し関係者間で方向性を共有し、効果的・効率的な対策を講じる
ための場の設置（例：自殺対策協議会、こころの健康づくり協議会等）、人材（ゲー
トキーパー、民生委員等）の確保と育成・活用、地域の実態の把握と解析・還元等
は、各制度の直接的担い手ではなく中立的立場である行政機関だけが有する重
要な機能の一つです。
　もし、個別の事案に関して相談先がわからない場合には、お近くの保健所か市
町村保健センターに相談してください。助言・支援はもとより、必要に応じて適
切な相談窓口への紹介を行います。
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　メンタルヘルス対策の強化や自殺総合対策への取り組みを前面に出した働きかけをすると、そ
の問題に関心が低い事業所であれば、積極的な協力が得られない場合があるので注意を要する。
　働きやすい職場づくりの一環として利用してもらうことを強調してアプローチすることが推
奨される。企業イメージの向上や従業員の定着、就職希望者の増加など、事業場にとってのメリッ
トにも触れながら、もちろん、事業主の安全配慮義務などの法的責務、厚生労働省が示した「職場
における４つのケア」の中の“事業場外資源によるケア”などにも言及しつつ、連携への協力を根
気よく働きかけることが重要となる。

　まずは、事業主や労務管理者と直接会って連携の意思を伝えることである。
　2015 年12 月より労働安全衛生法の改正によって、従業員50 人以上の事業所であれば、全従
業員に対する年１回のストレスチェックが義務づけられたことにより、事業所側のニーズや関心
は高まっているので、積極的にアプローチするべきである。
　相手側の関心が高ければ職場のメンタルヘルス対策の強化のためと正面からアプローチする
のもよいし、健康問題や支援活動などの普及啓発イベントへの協力や協賛の際に、お返しとして
専門的な立場からの協力を申し出るという方法もある。もちろん、個人的な人脈を利用すること
も有効である。
　課題は、小規模事業所へのアプローチである。個別にあたっても中々協力が得られない場合が
多いのが現状であり、それぞれで工夫する必要がある。一つの方策として、その業種の組合等に
働きかけ、組合で開催する研修会のテーマに入れてもらうというアプローチがある。この種の研
修会には、各事業所の経営のトップや責任ある立場の人々が出席するので、効果も期待できる。

② 働きやすい職場づくりの一環としての協力を申し出る

① 事業主や労務管理者と交流を持つ

２．産業保健分野との連携
　過労自殺や精神障害等による労災補償
の増加など、労働者を取り巻く職場環境
は依然として厳しいものがあり、自殺総
合対策や住民の健康の保持に携わる者に
とって、産業保健分野との連携は極めて
重要な課題となっている。
　支援や相談対応の対象となっている人
が職場において精神的な健康を害し、自
殺のリスクが高まるといったことになら
ないように、支援者や関係者が、職場に
おける過労自殺の現状や、事業場が取り
組むべき役割などを理解し、誰にどのよ
うな働きかけをするべきかについて知っ
ておくことは、極めて大切なことである。

産業保健分野との連携における留意点

　厚生労働省の『平成25年労働安全衛生
調査（実態調査）』によると、メンタルヘ
ルス対策に取り組んでいる事業場は６割に
とどまっており、産業保健の充実に向けて、
地域保健福祉や自殺総合対策に関わる関係者は企業への働きかけや連携を強化していく必要がある。
　特に、産業医の専任が義務づけられていない従業員 50 人未満の小規模事業場での取り組みが遅
れており、また、規模の大きい事業場においても、正しい知識や情報が行き渡っているとはいえな
いのが現状である。
　この問題に関心が高くない事業場へのアプローチは、様々な機会を利用して工夫をしながら試み
なければならないが、基本的な留意事項としては、以下の３つがあげられる。

◆ 精神障害の労災補償状況（自殺を含む） ◇◇◇
労災保険指定医療機関等精神障害による労災補償の
請求件数は、1999 年以降急増しており、そのうち
労災として認定されるのは４人に１人程度である。

※ �認定率は当該年度の認定件数を請求件数で除した値としてい
るが、当該年次以前に請求があった事例もあるため、参考数値
である。
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重要な課題となっている。

支援や相談対応の対象となっている人

が職場において精神的な健康を害し、自

殺のリスクが高まるといったことになら

ないように、支援者や関係者が、職場に

おける過労自殺の現状や、事業場が取り

組むべき役割などを理解し、誰にどのよ

うな働きかけをするべきかについて知っ

ておくことは、極めて大切なことである。

産産業業保保健健分分野野ととのの連連携携ににおおけけるる留留意意点点

厚生労働省の『平成 年労働安全衛生
調査（実態調査）』によると、メンタルヘ
ルス対策に取り組んでいる事業場は６割にとどまっており、産業保健の充実に向けて、地域保健福祉
や自殺総合対策に関わる関係者は企業への働きかけや連携を強化していく必要がある。

特に、産業医の専任が義務づけられていない従業員 人未満の小規模事業場での取り組みが遅れ
ており、また、規模の大きい事業場においても、正しい知識や情報が行き渡っているとはいえないの
が現状である。

この問題に関心が高くない事業場へのアプローチは、様々な機会を利用して工夫をしながら試みな
ければならないが、基本的な留意事項としては、以下の３つがあげられる。

① 事業主や労務管理者と交流を持つ

② 働きやすい職場づくりの一環としての協力を申し出る

まずは、事業主や労務管理者と直接会って連携の意思を伝えることである。

年 月より労働安全衛生法の改正によって、従業員 人以上の事業所であれば、全従業

員に対する年１回のストレスチェックが義務づけられたことにより、事業所側のニーズや関心は

高まっているので、積極的にアプローチするべきである。

相手側の関心が高ければ職場のメンタルヘルス対策の強化のためと正面からアプローチするの

もよいし、健康問題や支援活動などの普及啓発イベントへの協力や協賛の際に、お返しとして専

門的な立場からの協力を申し出るという方法もある。もちろん、個人的な人脈を利用することも

有効である。

課題は、小規模事業所へのアプローチである。個別にあたっても中々協力が得られない場合が

多いのが現状であり、それぞれで工夫する必要がある。一つの方策として、その業種の組合等に

働きかけ、組合で開催する研修会のテーマに入れてもらうというアプローチがある。この種の研

修会には、各事業所の経営のトップや責任ある立場の人々が出席するので、効果も期待できる。

メンタルヘルス対策の強化や自殺総合対策への取り組みを前面に出した働きかけをすると、そ

の問題に関心が低い事業所であれば、積極的な協力が得られない場合があるので注意を要する。

働きやすい職場づくりの一環として利用してもらうことを強調してアプローチすることが推

奨される。企業イメージの向上や従業員の定着、就職希望者の増加など、事業場にとってのメリ

ットにも触れながら、もちろん、事業主の安全配慮義務などの法的責務、厚生労働省が示した「職

場における４つのケア」の中の“事業場外資源によるケア”などにも言及しつつ、連携への協力

を根気よく働きかけることが重要となる。

◆◆ 精精神神障障害害のの労労災災補補償償状状況況（（自自殺殺をを含含むむ）） ◇◇◇◇◇◇
 

労災保険指定医療機関等精神障害による労災補償の請求件数

は、 年以降急増しており、そのうち労災として認定される

のは４人に１人程度である。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

                              

 

※ 認定率は当該年度の認定件数を請求件数で除した値としてい

るが、当該年次以前に請求があった事例もあるため、参考数

値である。
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関係者からの
一言

山内貴史
東京慈恵会医科
大学環境保健医
学講座助教

◆ �精神障害による自殺で労災認定された
    �51 例に見られた自殺サイン ◇◇◇
○ 家族が先に気づいたサイン
　 - 食欲不振、体重減少、倦怠感、頭痛、睡眠障害
　 - �元気がない、冗談を言わなくなった、笑わない、無

表情、口数が減った
　 -「会社を辞めたい」と言う、退職願の提出
　 - �極限に達していることをほのめかす（疲れた、やば

い、・・・）
　 - 話しかけてもうわの空、配偶者の前で泣く
○ 職場の上司・同僚などが先に気づいたサイン
　 - �業務量の多さ、業務の遅れ、能力の低下、ミスの増加
　 - 自殺をほのめかす、愚痴る
※）�黒木宣夫．「労災認定された自殺事案における長時間残業の調

査」，2004年
　 �厚生労働省．「職場における自殺の予防と対応」

◆ 職場における４つのケア ◇◇◇
（厚生労働省，「労働者の心の健康の保持増進のための 
指針」，2006 年）

（1）セルフケア：
　 労働者自身による、ストレスへの気づき・対処

（2）ラインによるケア：
　 �管理監督者による、職場環境の改善と労働者

に対する相談対応
　 �労働者自身による、ストレスへの気づき・対処

（3）事業場内産業保健スタッフ等によるケア：
　 �産業医、衛生管理者等による、労働者・管理監

督者に対する支援、事業場外資源とのネット
ワークの形成

（4）事業場外資源によるケア：
　 �事業場外資源による、専門的サービスの提供 

（※ 小規模事業場では地域産業保健センターなどを活用）

◆ 復職者支援のための事業主の心得 ◇◇◇
● �復職支援の窓口やルールを決めておく。
● �元の職場に復帰させるのが原則であるが、人間関

係、適正の問題など特別な理由があれば、職務内容
の変更や配置転換を検討する。

● �他の部下と同様に処遇し、特別扱いしない。
● �作業内容は元の仕事に比較して単純なものを労働

時間に見合った量だけ与える。
● �復職者の心理状態には波があるので、良好な状態、

低下した状態、平均的な状態に区分し、それぞれの
レベルと持続時間を統合して回復状態を把握する。

● �順調に回復しているようにみえる場合でも、３～
６ヶ月後に再発することがある。

● �長時間にわたる定期的な通院が必要な者が多いが、
「通院することはよいことだ」と支持する。

● �医師から処方されている薬を飲むことに対する否
定的な発言をしない。

● �うまくいかないことも多い。自分だけで背負い込
まないこと。産業医との連携が必要。

● �主治医の診断（病気が治った）と復職審査（元のよう
に元気に働く）とは同じではないので、審査会を開
催する。

　まずは、安全衛生講習会などの講師を引き
受けるなど様々な機会を利用して、メンタル
ヘルスや自殺に関する正しい情報の提供に努
めることである。特に、メンタルヘルス不調
や自殺は精神的に弱い人など一部の人の問題
ではなく、誰にでも起こる出来事であること、
そして職場環境の改善により予防が可能であ
ることを明確に伝えることが重要となる。さ
らには、職場における自殺のサイン、自殺の要
因となる借金・多重債務への対応、自死遺族支
援に関する情報なども提供すべきであるが、
特に事業主や労務責任者には確実に伝えてお
くことが望まれる。
　また、復職支援に関しては、対応に苦慮し
ている事業場も少なくないので、情報提供や
助言の他、可能であれば相談に応じてくれる
精神科医を紹介するといった協力を行う。

③ �メンタルヘルスおよび自殺に関する正しい
情報をわかりやすく伝える

　過重労働・長時間労働やパワーハラスメントなどの業務上の要因に起因する
死亡、すなわち過労死・過労自殺について、働き方改革の議論とともに、メディアで
大きく報道されています。近年、わが国では自殺を含めた精神障害の労災認定数
は増加の一途をたどっています。わが国の労働者の半数以上が仕事において強い
不安、悩み、ストレスを感じている、との国の調査結果も報告されています。また、
メンタルヘルス上の問題で連続１か月以上休業または退職した労働者がいる事業
場は全体の１割となっています。
　このように、職場・職域における自殺予防やメンタルヘルス対策、特に若年労働
者向けの対策はその重要性を増してきています。４つのケア（セルフケア、ライ
ンによるケア、事業場内産業保健スタッフ等によるケア、事業場外資源によるケ
ア）を軸とし、産業医、産業保健スタッフ、地域の医療機関、産業保健総合支援セン
ター、地域産業保健センターなどの事業場内外の資源の連携によって働く人のこ
ころの健康と命を守ることは、自殺対策の文脈からはもちろんのこと、過労死等対
策の文脈からも強く求められています。
　今回作成された手引きによってより多くの方々が働く人の自殺予防に必要な知
識を共有でき、職場における自殺予防が進展していくことを願います。

ワンストップ支援における留意点　―複雑・困難な背景を有する人々を支援するための手引き─ JDC

- 69 -



　寺院や教会を利用して、サロンや集いといった支援の場が形成される。介護者カフェ、遺
族の集い、子ども食堂、自助グループのミーティングなどである。
　公民館等の公共施設と比較して、宗教空間の“非日常性”は、世間体から逃れ、負担感を軽減
し安らぎを与える「アジール（アサイラム）」としての機能が強いという特徴がある。

　檀信徒組織は一種の支え合い、互助機能を有している。また、祭りや神事などの催しで人
が集うことが、問題発見や相談、支援の入り口にもなりうる。

　宗教者はコミュニティーの中心的存在を担うことが多く、地域内でのリスクの早期発見、
専門機関への連絡、連携の要として機能しうる。

　法要、礼拝、典礼などへの参加という実践体験が救いや癒しとなる場合もあれば、参加者か
ら宗教者に悩みの相談がなされることもある。
　葬儀や法要を形骸化させず遺族に寄り添ったものとすることで、遺族の力になりうる。

　ほとんどの宗教が、いかに苦しみを減ずるかという道を説いているので、苦しみや困難を
抱えている人に対して、有効に機能する可能性は高い。
　また、宗教は死を取り扱ってきた長い歴史があり、その点で遺族支援において果たす役割
は大きい。

② つながりを築く場

③ コミュニティーのまとめ役

④ 宗教儀礼を通じての支援

⑤ 教えを通じての支援

3．宗教関係者との連携

　日本においては「宗教は人生にとって非常に
重要である」と答える人の割合は約５％と低い
レベルにあり、宗教の公的影響力は弱いといわ
ざるを得ない。
　しかしながら、生活困窮者や複雑な問題を抱
えていたり、避難を余儀なくされた人々などに
対して食料や住まいの提供を行ったり、自死遺
族の支援を行っているいる宗教組織や信者のグ
ループも数多くあり、複雑・困難な背景を有す
る人々への支援や自殺総合対策において、宗教
が果たす役割は少なくないと考えられる。
　この領域に関して、宗教、あるいは宗教関係
者が果たせる役割は多々あるだろうが、その主
ものは右記の 7 つであろう。

【宗教が果たせる７つの役割】

① 空間としての場
② つながりを築く場
③ コミュニティーのまとめ役
④ 宗教儀礼を通じての支援
⑤ 教えを通じての支援
⑥ 寄り添う伴走者
⑦ リスクへの気づきと情報伝達経路

【役割の実際】
① 空間としての場

★　用語解説
・アジール（アサイラム） ·············  p104
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　治療的な立場には立たず、世俗的価値観から外れているという宗教者ならではの伴走が可
能である。いわゆる、スピリチュアル・ケアができる可能性がある。
　近年、日本型チャプレン（布教を目的としない宗教者、臨床宗教師）の育成も行われている。

　宗教者が檀信徒の変化や危機を感じ取る意識を持つことで、日々の宗教活動の中でリスク
の早期発見につながることがある。月参りや自宅での法要では、家の最深部まで入ることが
できる貴重な機会となるし、墓参りや礼拝のついでの何気ない立ち話などで、悩みや愚痴な
どが出ることも少なくない。
　また、檀信徒同士の付き合いの中で、リスクの早期発見につながる場面もある。
　自死遺族支援において、発生直後の葬儀などで遺族に接する宗教者の果たす役割は大き
く、宗教者の態度次第で、遺族に不要かつ大きな精神的ダメージを与える場合もあれば、大き
な救いとなったり、必要な情報の提供や、支援につなげることもできる。

⑥ 寄り添う伴走者

⑦ リスクへの気づきと情報伝達経路

【宗教関係者との連携における考え方】

関係者からの
一言

小川有閑
大正大学地域構
想研究所主幹研
究員／浄土宗蓮
宝寺住職

《連携する際の留意点》
〇 �支援のきっかけとなりうる「気づきの場」の一つとし

てとらえておく。
〇 �“非日常的”で“世間体から逃れられる”という雰囲気

（「アジール機能」）を大事にする。
〇 �あくまでも、対象者にとっての別の選択肢として情

報提供する社会資源ととらえ、相談を丸投げするこ
とはしない。

〇 �個人情報の取り扱いは慎重にする。個人情報を提
供する場合は、本人の同意を得ることを原則とする。
あるいは法的に守秘義務が課せられるような公的な
協議会（自立支援協議会、要保護児童対策地域協議会
等）などを利用する。

〇 �日頃よりの交流につとめ、先方が担える役割や、逆に
先方が当方に求めている機能などを把握しておく。

　宗教者、宗教組織、宗教施設は、保健所や
各種相談センターなどのように支援を必
要としている者への支援活動を主目的と
はしていないものの、活用可能な社会資源
の一つである。
　複雑・困難な背景を有する人々への支援
や自殺総合対策において、宗教関係者と何
らかの連携を持っておくことは極めて有
用と思われるが、連携する際の留意点とし
ては、左記のようなものがある。

★ 用語解説
・スピリチュアル・ケア ····················· p105
・チャプレン ········································ p105

　宗教は、リスクを発見する「気づき人」「気づきの場」にも、リスク者を
支える支援者にも、十分に成り得ます。
　宗教施設の空間・時間の非日常性、世俗とは異なるモノサシを示す宗教
の教えは、人間関係や社会のなかでの「べき論」にがんじがらめになってい
る人たちにとって、シェルターの役割を果たせるでしょう。
　宗教の教えには、思うがままにならない人生の苦しみや悩みを克服する
ための智慧が豊富に蓄積されていますから、苦難に直面した人の心への支
援となるはずです。
　政教分離とは、自治体が特定宗教に利益を供することを禁ずることであ
り、包括ケアの一員に宗教が入ることを禁ずるものではないはずです。し
かし、現実には、「支援 → 布教」という懸念も拭えず、障壁となっているこ
とは否めません。宗教側には、社会資源としての自覚を持ち、誤解を与えぬ
自制が求められます。
　個人情報の保護の問題も、実は宗教者には刑法で守秘義務が定められて
おり、こうした理解を深めていくことも重要なことと思います。
　課題を克服しつつ、各地域で、高い意識を持った宗教者と他の支援者が
連携を深めていくことを期待します。

ワンストップ支援における留意点　―複雑・困難な背景を有する人々を支援するための手引き─ JDC

- 71 -



　現行の保健福祉サービスにないものは、民間組織が独自に開始し、その一部は公的サービスと
して制度化される。
　年齢、性別、障がいの種別などにおいて現行制度の対象となっていないもの、そもそも支援メ
ニューとしてないものなどがある。
　介護や生活支援がある程度必要な低所得高齢者に対する“支援付き住宅”や障がい者グループ
ホームとは形態が異なる共同住居、薬物依存症患者のリハビリ施設、刑務所を出所した者の自立
支援サービス、DV被害者のシェルター、自死遺族支援サービス、児童養護施設等で育った児童の
18歳以降の支援サービスなどで、このうち現在制度化されているものの多くが、民間組織が開始
したものが発展したものである。

　基本的な衣食住については自立できているが、コミュニケーション技能など対人交流場面での
対処技能に問題があったり、知的障がいや経験不足、強い不安のために他者との交渉や相談を不
得意としている人にとって、対人交流場面での助言・調整、交渉場面への付き添いといった支援は
極めて重要である。
　多くの場合、家族や友人が、このような役割を果たしているため、公的な制度としては十分に整
備されていない。
　特に、家族との不和や別離、社会的に孤立している人々には、こうした支援サービスが必要とな
る。

　普段の生活はほぼ自立できているものの、体調や精神状態の不調時や、不慣れな状況との遭遇
時、対人トラブル発生時など、普段できていたことができなくなるという事態にしばしば陥る人
たちがいる。
　一見しっかりしているように見える、あるいは傍目にはちょっと心配ではあるが、応対はしっ
かりしており本人も「大丈夫だ」と述べる。しかし、時々生活破綻や様々なトラブルに至ってしま
う、このような人々には、見守りと危機発生時でのタイムリーな支援が必要となるが、そのような
不定期な支援は公的制度に馴染みにくい。

② 対人交流場面での支援

③ 見守り的で不定期な支援

4．⺠間組織との連携
　本手引きで取り扱っている複雑・困難な背景を有する人々の中には、現行の保健福祉サービスや
制度だけでは十分な支援ができない者が少なくない。逆に、現行サービスだけでは対応できないか
らこそ、複雑・困難事例化し、自殺に追い込ま
れるリスクが高まるとも考えられる。
　いずれにしても、多様化するニーズに対応す
るには、現行の公的なフォーマルサービスだけ
ではなく、民間組織が提供するインフォーマル
サービスとの連携が不可欠である。
　公的サービスでの対応が難しく、民間組織に
担ってもらうことが期待されている主な役割
は、右記５つの支援の提供である。

≪民間組織に期待される役割≫
① 現行制度にない新たな支援
② 対人交流場面での支援
③ 見守り的で不定期な支援
④ 自助的な支援
⑤ 場の提供を中心とした支援

【役割の実際】
① 現行制度にない新たな支援
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　同じような困難を体験した者が、同じ困難を体験した者だからこそ理解できるという特性
を生かして、その困難を分かち合い、相互に支え合い、乗り越えていこうとする自助活動は、
自尊心や人生、社会的役割を回復するために必要なメニューの一つである。
　ただし、相互援助を基本とする支援活動であるので、支援者 － 被支援者関係ができてしま
う公的なサービスには馴染まない。
　同じ体験をした当事者をスタッフとして配置し、ピアスタッフとして自分の体験を生かし
て同様の体験をしている他者を支援するピアサポート、自助的なミーティング（分かち合い）
の定期的な開催、あるいは自助グループ活動などがある。

　特別な相談支援や援助を提供するのではなく、“集い憩える場”を提供することは、社会的
孤立を防ぐために極めて重要なものである。
　公的サービスとして、公民館などの公共施設が住民向けに提供されているが、そのような
場所は、健康度や健全度が低いなど、世間体が悪い状況にある人々には敷居が高いものにな
りがちである。
　民間組織の性格にもよるが、いわゆる杓子定規な“お堅い”イメージの公的サービスと比較
すると、融通性の高い“ゆるい”イメージがある民間組織が提供する空間には、世間体から逃れ
られる“非日常性”がある。
　前述の宗教空間と同様（宗教組織も一民間組織である）、利用者に負担感を軽減し安らぎを
与える「アジール（アサイラム）」としての機能が強いという特徴がある。

④ 自助的支援

⑤ 場の提供を中心とした支援

【民間組織との連携における留意点】

　その民間組織がどのような性格を持って
いるかによってその役回りは異なってくる
し、得意、不得意もある上に、公的なサービ
スや専門機関と比較すると、財政的な基盤や
スタッフの数や資質に弱点を持つ場合が多
い。
　右に連携する際の主な留意点を挙げてあ
るが、最も大切なのは、その組織が得意とす
る支援、公的サービスが対応できない支援に
集中してもらう姿勢を持つことである。
　素晴らしい活動を展開していたり、その分
野では有名な民間組織があると、自治体の保
健福祉担当部署や医療機関などの専門機関
が、自らの役割を果たすことなく、その組織を安易に紹介する場面が散見されるが、このよう
な行為は慎まなければならない。
　また、自助的支援は必須メニューの一つではあるが、当事者や家族は、あくまでも困難に直
面している当事者や家族であるわけで、彼らが燃え尽きることがないよう、特に自治体の職員
や専門家は配慮をし、無理のないように助言や応援を忘れてはならない。
　そして、継続的に活動を展開してもらうには、資金面や人員面での協力が不可欠である。　
利益誘導になるような関係性がなければ、公共サービスに関わる者や専門家がうまく連携をは
かる方法として、会員や賛助会員として協力するのも一つの方策となる。

《連携する際の留意点》
〇 �その組織が大切にしている“主義”や“姿勢”“方向

性”などを尊重する。
〇 �その組織が得意とし、公的サービスが対応でき

ない支援に集中してもらう。
〇 �丸投げはせず、公的サービスが対応すべき支援

や、専門機関が担うべき支援は、行政や専門機
関からの支援を求める。

〇 �自助的な組織であれば、支援することに追われ
燃え尽きることがないよう配慮するとともに、
当事者性を大切にするよう応援する。

〇 �資金面、人員面での協力を惜しまない。

★　用語解説
・アジール（アサイラム） ·············  p104
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◆ 実践報告（１）自死率ワーストの秋田から  ─────
● 藤里町の自死の現状
　秋田県は平成 26 年を除き、７年から 27 年ま
で自死率全国ワーストを続けており、藤里町は県
内でも高い地域で、最近の５年間では、平成 23、
24、26 年と県内市町村ワーストを記録している。
　人口減少が激しいことも自死率を引き上げる要
因となっているようである。藤里町の人口は、平
成 28 年 12 月末日で 3,501 人。この人口から計
算すると、１人が自死でお亡くなりになるだけで
30 ポイントという自死率になり、秋田県の平均
を超えた数値になる。

● 先駆例だが成功例ではない
　藤里町の自死対策への着手は県内でも早くに行われていた。平成８年、保健師を中心に
｢心の健康づくり事業」が開始され、平成 12 年 10 月には自死対策では県内初の民間団体
｢心といのちを考える会」が結成され活動が始まっている。
　｢心といのちを考える会」の活動の中心は、毎週火曜日に行っているコーヒーサロン『よっ
てたもれ』である。このサロン活動は県内外から注目され、現在では県内は全市町村で行わ
れている。
　しかし、先駆的な活動ではあったものの、決して成功例とは言えない状況であり、活動を
始める前は年間平均 3.3 人、活動を始めてから平成 27 年までの平均が 2.7 人という数字が
事実を物語っている。

● 藤里町の変化
　自死対策の活動が続けられる中で、住民の意識に変化があったのかであるが、秋田大学医
学部の佐々木久長准教授が、平成 18 年と 27 年に行った藤里町の住民意識調査から、足掛け
10 年の意識の変化が見えてきている。その概略は次の３点である。
１）減少がみられないことに対する「あきらめ感」
２）自死に対するタブーの減少
３）一方で自分の弱さを人に見せられないという感情は変化なし
　藤里町では対策実施の当初、最重要とされていたのはタブーを取り除くことだった。自死
が３万人を超え社会問題、あるいは行政課題や研究課題とされマスコミにも取り上げられる
ようになり、それまで「自殺」とう言葉を使うことさえ憚られた状況は一挙に変化した。藤
里町においても自死問題に関心を持つ人々は少しずつ増えており、また、自死に関する情報
もかなり提供されるようになっている。
　しかし、対策の効果が数字に表れてこない中で「自死は防ぐことのできないもの」という
あきらめも広がっている。結果、自死対策に関わっている住民でも自分の悩みは人に言わない、
つまり SOS が出せないという状況は変わらないという悪循環が続いているのである。

● コーヒーサロンの機能
　かつて農家の縁側でお茶飲み話をしていた光景は、高度経済成長と農村の近代化で姿を消
してしまった。農村共同体の核であった互助の構造は失われ、人々を縛る「世間体」は残っ
ている。“ 農村の人間関係も都会と同様、冷たいものになっているのではないか。ならば農
村こそ人のつながりを必要としているのではないか。” という考えに基づいて始めたのがコー
ヒーサロン『よってたもれ』である。このサロンは相談窓口ではなく、悩みを話すところで
もない。農家の縁側のように行きずりの人が立ち寄り、世間話をしていくところなのである。
　平成 15 年から始めたこの活動は定着し、毎回顔を出す常連さんもできてきた。営業時間
は毎週火曜日の午後１時 30 分から４時までのわずかな時間であるが、常連さんにとっては
このサロンが「居場所」になっている。

袴田 俊英
こころといのち   
を考える会
会 長
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　平日の日中に居場所のない人は、他者の仕事を邪魔しないようにひっそりと息をひそめて
いた。それができずに、いろいろなところへ顔を出して、他人を自分のペースに巻き込む人
は「変わり者」とされていた。サロンに集まる常連さんは、そのような人たちである。
　全く意図していなかったのであるが、サロンは藤里町にある「世間体」から逃れる場所

「アジール」となっていたのである。

● アジールという考え方
　中山間地に位置する藤里町の町民の気質は、一言でいえば「頑張り屋」である。そして、
その頑張りを他者にも求めてしまう。また、「互酬」の関係が根強く、他者からしてもらった
ことに対しては、応分のお返しをしなければならない。それができないことが大きな負い目
と感じられ、「迷惑」をかけてしまったという思いになる。「互助」よりも「互酬」が優先され、
他者に迷惑をかけないことが大切だと考える気質であるともいえる。
　この中でつながりを強調しても、対策とはなり得ない。なぜなら悩みを抱えてしまった人
は、このつながりの中で生きていくことが苦しいものになるからである。むしろ、このつな
がりから「一時的に避難する」という方向性のほうが有効なのであろうと、私の考えは変わっ
てきた。
　雇用形態が変わり、頑張ることが強要される社会。仕事をすることが優先され、それを阻
害するものが排除される社会。日本に蔓延する経済最優先の状況の中で、現代の苦が生まれ
ているのではないか。そして、そこから一時避難する「アジール」が必要なのではないか。
　これまでの活動を通じて、現在はこのように考えている。

※）参考資料　全国・秋田県・藤里町の自殺率比較表

コーヒーサロン『よってたもれ』

H27

18.5

25.7
（262）

59.8
（2）

H26

19.5

25.9
（269）

85.7
（3）

H25

20.7

26.4
（277）

82.9
（3）

H24

21.0

27.6
（293）

107.3
（4）

H23

22.9

32.3
（346）

105.5
（4）

H22

23.4

33.1
（358）

50.6
（2）

H21

24.4

38.1
（416）

49.6
（2）

H20

24.0

37.0
（409）

0
（0）

H19

24.4

37.5
（419）

135
（5）

H18

23.7

42.7
（493）

23.6
（1）

H17

25.5

39.1
（467）

22.9
（1）

H16

24.0

39.1
（452）

0
（0）

H15

25.5

44.6
（519）

44.3
（2）

H14

23.7

42.1
（494）

87.9
（4）

H13

23.3

37.1
（436）

85.4
（4）

H12

24.1

38.5
（457）

63.6
（3）

全　国

秋田県
（人数）

藤里町
（人数）
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◆ 実践報告（２）南紀白浜「三段壁」での活動  ─────
● まず取り組んだこと・・・
　1999 年４月に三段壁におけるいのちの電話並び
に自殺志願者の保護活動を引き継いで、まず取りく
んだのは次の３つだった。
　・家族を第一とすること。
　・近隣住民の理解を得ること。
　・頼まれたことは断らないこと。
　とにかく家族が守られることと近隣の住民や行
政の信頼を得ることを心がけた。家庭を開放して人
を受け入れることをするためには、それ以上に家族
の時間を大事にする必要がある。三食を共にすることが基本であったが、朝のうちにお弁当
を作って昼は各自で食べてもらい、家族で出かける機会を増やすなど、工夫して家族の時間
を作った。子どもたちが幼稚園や小学校に行くようになってからは、必ず行事ごとなどは外
さず夫婦で参加した。仕事でも、忙しくても来てくれると子どもたちは思っていたと思う。
　また、危機管理としても、子どもたちに、うちで暮らすおじさんやおばさんへの礼儀を教
えつつも、いくら親しくなっても緊急時に彼らが学校に迎えに行くことなどはないと確認し、
絶対ついていかないようにと教えた。家で遊ぶ時も必ず目の片隅にとまるように気をつけた。
　近隣住民の理解を得るために、心がけていたことは挨拶だ。うちで暮らすことになった人
は全員、近所ですれ違う人には必ず挨拶することを義務付けた。見ず知らずの、それも訳あ
りかもと思われがちな人が突然何人も暮らし始める環境を許してくれている訳だから、感謝
の奉仕を行うことは当然で、草刈りやゴミ拾い、掃除に全員で出かけた。変わらず続けてい
る今では感謝されることも多く、うちで暮らす人たちがいてくれてよかったと言ってもらえ
るまでになった。
　ＮＰＯは行政活動の隙間にこそ使命を感じて活動する団体であるから、行政からの依頼は
断らないことが肝要だ。依頼に応えつつ良い仕事をすればするほど信頼され良い関係ができる。
　活動を始めた当初から、私たちは生活保護を求めて相談に来た人を一時的に保護する場所
として活用してもらっている。現物支給による支援や生活の場を失った人の受け入れ、支援
物資の提供なども役場や社協と共に行なっている。

● 町有物件を賃貸契約・・・
　保護活動を続けて行くために、この物件を使わないかと白浜町から話があった。契約後し
ばらくして使用料の減免申請をして現在に至る。協力関係の輪は多岐に渡るようになった。
和歌山県、田辺保健所、白浜町、周辺の社会福祉協議会、商工会、観光協会、旅館組合、警察、
消防、青少年センター、児童館ふれあいルーム、小中学校、タクシー会社、バス会社、三段
壁の周辺のお土産屋さんなどと良い関係を作っている。三段壁のパトロールや白浜町自殺対
策会議、白浜町生活困窮者対策会の場が活かされ、担当者同士直通で連絡が取り合える関係
ができている。

● 「白浜レスキューネットワーク」設立・・・
　2005 年、任意団体白浜レスキューネットワークを設立し、2006 年には、NPO 法人格を 
取得した。行政から宗教法人として活動している私たちと協働していくために NPO 法人格
を取得してもらった方が関わりやすいとの提案を受けたからである。
　その時に、初めて活動を整理したが、以下の３つに大別することができた。
　１）自殺防止活動
　２）生活自立支援活動
　３）自殺予防活動
　自殺防止活動は、電話相談と直接介入、保護までを行う。生活自立支援活動は、当 NPO 
での共同生活に受け入れ、生活訓練、就職支援、自己破産など法的支援、医療支援などを含む。
　自殺予防活動としては、子どもたちへの教育活動が中心で、自然体験教室「はじめ人間自
然塾」、学習支援「放課後クラブ・コペルくん」、夜８時まで子どもを預かり夕食とお風呂
を済ませて家に送る生活訓練家庭支援「コペルくん＋（プラス）｣、中学生のための学習支援 

「夜コペ」などを行なっていた。
　この時から白浜町と和歌山県から補助金、助成金を受けることとなった。

藤薮 俊英
NPO 法人
白浜レスキュー
ネットワーク
代 表
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● 白浜荘（10 部屋）を自殺対策基金で購入・・・
　自殺志願者を自立させるまでには１年かかる。まず生きる気力を回復するところまで時間
がかかる。１～２ヶ月で就職できたらいい方だ。しっかり給料が入って来るようになれば、
80 ～ 100 万円貯めさせる。給料は小遣い１万円を残し、残りは理事長宅の金庫で貯金。
　自立する際は、協力してくれる不動産屋を通しアパートを借りる。理事長が保証人になる。
貯金の中から家賃２～３ヶ月分は理事長が保証人として預かっておく。

● シェアハウスを賃貸契約・・・
　自立後、生活が破綻する人がいることから、自立の前段階を設けた。生活を破綻させない、
または破綻してもやり直ししやすい環境を作った。将来は長屋のような生活共同体を作って
いければと考えている。
　補助金、助成金を受けるにあたって学んだことは、当たり前のことだが大きな責任を負う
ことになるということだ。やりたくてやっている活動だから、それだけに自由に活動してきた。
　しかし、補助金や助成金は目的があって支払われているので、その目的が達成されて初め
て活きてくるお金ということになる。失敗しましたでは申し訳ないものなのだ。
　私は、失敗をしたからこそ重みを味わった。誤解してほしくないが汗かかずに苦労せずに
入って来たお金だから、必要があれば使えばいいと、必要のために使う。しかし、私の懐は
痛まない。もし自費で同じことをするかと言われたらどうだろう。慎重になるのではないか。
　一例をあげると、2011 年にまちなかキッチンというお弁当屋を始めた。NPO センターの
職員から補助金の話をいただき、弁当屋を始める資金を補助金で手に入れた。その時、提示
された計画は、補助金を全部つぎ込んで店舗の改装、必要な備品類を手に入れるものだった。
店はできた必要なものは手に入った、しかし、お客さんは本当に来るのかの保証は何もなかっ
た。
　成功するかどうかわからないまま大金が使われてしまう計画だった。
　結局私たちは、計画を変更し、60 万円で最低限度の必需品だけでお弁当屋を開業した｡ も
ちろん店舗改装などは無し。まずお金を使ったのはモニターを募集し１週間 20 個のお弁当
を無料で届けたことだ。そこで集まったモニターのアンケートを元に改良し、２周目からは、
モニターと共に買ってくれる人には買ってもらうようにして、３週目には毎日 40 個売れる
ようになり、１ヶ月経つ頃には 60 個売れるようになっていた。必要になるたびに備品を増
やし補助金を無駄に使うことはなかった。万事に適応できることだと思う。小さく始めて修
正を加えながら大きくしていくと、補助金を無駄使いすることはないだろう。

● 最後に、改めて、記しておきたいこと・・・
　人を助けるということは、人の嫌な
ところを見ることだということだ。狡
さ、醜さ、弱さをどう受け止め、愛し
赦して、それでもなお諦めず厳しく公
正さを持ち続けることができるかだ。
　表面的に愛を示し優しさだけで付き
合うことができる支援もあるだろう。
　しかし、顔が見える支援には、必ず、
人の裏表を見る時があり、裏切られる
こと、誤解されることがある。また、
ひどい時には、いわれのない批判や、
中傷にさらされることもある。
　それらに負けないことだ。

「いのちの電話」
白浜レスキュー NWの電話番号と10円玉が置かれている
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※）参考資料 「白浜レスキューネットワーク」の活動一覧
      （2017 年 12 月現在）

１）自殺防止活動
　　・いのちの電話
　　・三段壁における保護活動
　　・JR を使った全国から白浜へ来てもらう保護活動
２）生活自立支援活動
　　・�共同生活、生活訓練、就職支援、自己破産などの法的支援、

医療支援
　　・｢まちなかキッチン」における職業訓練
　　・農業や奉仕活動による生きがいづくり
　　・シェアハウス
３）自殺予防活動
　　・自然体験教室「はじめ人間自然塾」
　　・学習支援「放課後クラブ・コペルくん」
　　・生活訓練家庭支援「コペルくん＋（プラス）」
　　・中学生のための学習支援「夜コペ」
　　・里親
　　・生活訓練寮「エジソンハウス」
　　・講演による啓発 「まちなかキッチン」

「白浜壮」 の玄関

「シェアハウス」

「白浜荘」 の玄関前に置いてある
“ 99%だめ？？  あと1%あるやん ”

の立て看板
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◆ 実践報告（３）視覚障がい者の体験と発見  ─────
    トークセッション「みえないから、みえる」の報告

　2017 年 12 月 2 日～ 17 日、川崎市のミューザ川崎において、「アートとトークによる多
様性尊重の社会づくり展 “ かく、みる、つなぐ－こころの軌跡をたどる ”」（主催：全国精神
保健福祉連絡協議会）が開催された
が、JDC では 12 月 13 日に共催イ
ベントとして、トークセッション「み
えないから、みえる」を実施した。
　網膜色素変性症で視覚障がいに
なったお二人が、障がいを経験する
こと、そこからの発見について語り
合うもので、ここでは、お二人がお
話しされた内容の概要を紹介する。

≪セッション１≫
● 人に「大丈夫だよ」と言うのが僕の使命
　皆さんこんにちは。FDA（Future Dream Achievement）の理事
長をしている成澤俊輔と申します。僕は東京在住で、法人は川崎にあ
ります。目が見えないので、サポートしてくれる秘書もいますが、な
るべく自分でいろいろなことをやろうとしていますが、ほとんど思い
どおりの結果になりません。自分に期待することができません。それ
が今の僕の経営をする仕事にもとても生かされています。
　僕は何のために生きているか、何のために仕事をしているか、たっ
た 1 つです。人に「大丈夫だよ」と言うのが僕の使命です。
　お手元に働きづらさに関連した 30 個の課題が書かれた資料をお
配りしています。障がい者、引きこもり、生活保護者やホームレス、

HIV や虐待、LGBT や児童養護施設出身者、犯罪歴があったり、こういう方々に、まず「大
丈夫だよ」と言うのが僕の仕事です。20 年間引きこもっていた人が IT 会社の正社員になり
ました。50 歳代で５つも障がいがある男性が有名企業で正社員として働き続けています。車
いすで指１本しか動かない女の子が、上場直前の IT 企業で週の半分を過ごすことができまし
た。どんな人でも社会とつながれる、そして働ける、だから「大丈夫だよ」と言うのが僕の
仕事なのです。なぜ、人に大丈夫と言いたいか、それはたった１つ、僕が誰かに「大丈夫だよ」
と言ってほしかったからです。
　僕は、九州の佐賀県で生まれ育ち、父は医師で大学教授でした。３歳の時、網膜色素変性
症という病気が分かり、小学校の時はサッカーボール１個分見える範囲がありましたが、徐々
に見える範囲は狭くなっていきました。その後いろいろな課題が僕に降ってきたのですけれ
ども、誰も「大丈夫だよ」と言ってくれなかったのです。大変だった、理不尽だった、でも
僕の気持ちは憎しみにあふれているのではなくて、僕が語ることで僕の人生が誰かの役に立っ
た瞬間、僕は自分の今までの人生をいい経験だったと、言い換えることができます。
　僕は小中高と普通学校に行きました。多くの人から「普通学校に行ってよかったじゃない」
と言われますが、僕はこう思ってます。「よかった？それを決めるのはあなたたちではない」と。
　僕の小中高時代には、漫画とゲームと部活動がありませんでした。漫画が読めず、ゲーム
が出来ないので人と話すネタがなかったのです。部活動が出来なかったので、ルール、仲間、
達成感、マナー、そのようなことが僕には分かりませんでした。小中高普通の学校に行った
ことは１ミリも楽しくなかったです。

● 手段と目的がひっくり返ることがよくあります
　ここには医師の方もいらっしゃるので耳が痛い話かもしれませんが、病院に行くと先生方
からこう言われました。「点字を覚えるといいですよ」「白い杖を使うといいですよ」「パソコ

成澤俊輔
NPO 法人 FDA
理事長
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ンを使えると便利ですよ」と。僕は「この人たちは何もわかってない」と思いました。僕は「白
杖をついて出かける機会や場所がないし、点字を覚えてやり取りする相手がいないから、パ
ソコンでどのような情報を得たら、この心のドキドキが止まるかが分からないから、困って
いるのに」と思いました。富士山を登る上で大事なことは、靴でもウエアでも、登る戦略で
もないです。ご来光がきれいなことを忘れないことだと思っています。
　医療や教育、福祉のどのような現場もそうです。手段と目的がひっくり返ることがよくあ
るのです。僕は「白杖を使ったらいいよ」言う人たちに、「出かける行き先を作ってくれよ」
｢一緒に出かける人を作ってくれよ」と言いたかった。僕は高校生の頃、点字や白い杖が欲し
かったのではないのです。「僕は働けるのか」そして「僕の目はどうなるのか」教えてほしかっ
たのですが、誰も教えてくれませんでした。そのようなときに「大丈夫だよ」と言ってほしかっ
たのです。

● 僕には３つのターニングポイントがありました
　僕には３つのターニングポイントがありました。１つ目は、大学での引きこもりと２回の
留年です。僕は埼玉県立大学社会福祉学科の、障害を持つ学生の１例目でした。大学２年生
時に成績で不可というものを取りました。目が見えない僕は武器を探そうと思って生きてい
て、僕の武器は勉強だったので「勉強ができない僕なんか価値がない」と思い、気付いたら
２年間大学に行っていませんでした。僕は家族や恋人に、そのことを大学４年生時の社会福
祉の国家試験当日まで隠し続け、国家試験が終わった後に、真実をメールで一斉配信しまし
た。そうしたら、父が「俊輔、お前もスーパーマンじゃなかった」と言ってくれました。僕
はそのときに愛されているなと思ったのです。僕は大学６年目でも卒業できなかったのです
が、家族には言えず、卒業式の当日、母と北千住の駅で待ち合わせをした時に「ごめんなさい。
また卒業できなかった」と告白すると、母が「やっぱりね」と言ってくれたのです。許され
たと思いました。
　そのあと５分ぐらいまじギレされましたが…。引きこもりと２回の留年は「自分で選んで
失敗をしたことを誰も責めないで受け止めてくれるんだ」ということを教えてくれました。
僕は目が見えないためにたくさん迷惑を掛けているから、それ以上に失敗出来ないと怖がっ
ていたのです。僕は自分で選んで初めて失敗したのだけど、誰も責めないし、文句を言わなかっ
たのです。僕は今、就労困難な方の相談を年間大体 2,000 ぐらい受けますが、その中で、自
分で選んで失敗したことを周囲に受け止められたという経験が大きく生かされていると思い
ます。
　２つ目は、経営コンサルティングという仕事との出会いです。僕は、本当は眼科医になり
たくて、弘前大学の眼科に網膜色素変性症の権威がいたので、そこを目指していました。最
終的にはセンター試験が大失敗で行けず福祉の道に進みました。そうしたら、たくさんのモ
ヤモヤがもっと起きたのです。まず、先生たちがみな健常者で、「障がい者支援とはこのよう
なものだ」という授業があるのです。それは当たり前のことなのですが、なぜか腹が立って
きます。
　｢僕は 20 年せめぎ合いながら生きてきているのに、勝手に決めつけないでほしい」と。障
害者福祉論という授業では、障害者は大変なのだという話を聞くわけです。そのたびにつら
くなってきます。今まで慣れと経験と勘とキャラでふたしてごまかしてきたところに、ぐい
ぐいふたを開けてくる人がいるわけです。その頃、母が気を利かせて、ヘルパーを入れてく
れました。
　ヘルパーさんが電話で「ごめんなさい。今ケア中だから」と話しているのを耳にした時、「僕
はケアを学んでいる立場なのに、僕が今ケアを受けているのは許せない」と腹が立ち、母に
言わずにヘルパーを解除しました。そんな 20 代前半の頃に、たまたま僕は経営という仕事
に出会いました。東京の銀座にある経営コンサルティング会社で、始発から終電まで仕事して、
毎晩会食が２～３件あってという結構ハードな会社でした。僕がうれしかったのは人生で初
めて結果を求められたことです。それまで僕に求められていたのは「目が見えなくても普通
校に通えていて、偏屈になっていないので、それだけで OK」という程度でした。アザラシ
みたいな上司がいたのですが、その上司が僕が成績悪いと謝ってくれるのです。「成澤が数字
を外したのは私のせいです」と。涙が出るぐらいうれしかったです。「僕は守られている、僕
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は必要とされているな」と思いました。 経営者の皆さんと会っても、目が見えなくて 20 代
そこらだと、経営の指導などできません。それでもみなさんは僕に「また会いに来てよ」と言っ
てくれました。それは経営者の孤独と就労困難な僕の孤独が一緒だったからだと思います。
経営者も答えのない苦しみに向き合っています。｢この生き方で良いのか、このジャッジで合っ
ているのか｣ と。僕ら就労困難者も「なぜ僕がこのような目に、どうして世の中はこんなに…」
と答えのない苦しみに向き合って生きています。
　それが経営者の皆さんに通じたのでしょう。僕を人生で初めて必要としてくれたのは、家
族でも恋人でも友だちでも学校の先生でも病院の先生でもなく、経営者だったのです。だか
ら僕は経営者のお手伝いをしようと思いました。
　３つ目のターニングポイントは、10 年前に失明状態になったことです。困ったことはそれ
ほどないのですが、１個だけ困ったことがあります。鏡の前で自分の存在が分からなくなっ
たことです。目が見えなくなって、「僕はどこに行った？」と手をかく癖が増えました。血が
出るぐらいずっと探していました。自分の存在は何だろうという、ドキドキは止まらなかっ
たのです。自分の存在は何だろうなと困っているのは僕だけではありません。公務員もサラ
リーマンも学生も先生もお母さんも小さい子も経営者もクリエイターもみんな悩んでいる時
代です。
　そのような中、答えが出たのです。 僕は「あなたの笑顔の原点はなんですか？」と聞かれ
たら、「僕の笑顔は今あなたが笑顔と言ってくれたことが原点です」と答えます。ずっと、自
分の存在は自分で示さなければいけないと思っていたのです。偏差値や売り上げなど、人に
はない強みを見つけてです。でも失明をとおして、“ 自分の存在は人が示してくれるもの ” で
あることが分かったのです。僕には今、手のかき傷が全くなくなりました。

●「こいつらの大変さは俺には分からないな。だから俺は俺のペースで行こう。」
　僕は今、職員 16 名、利用者約 80 名。ボランティア約 10 名の約 100 人の NPO 法人を
経営しています。いわゆる健常者という人は５人もいません。95％が就労困難者で、基本的
には残業がありません。法人向けの営業もしてません。
　もしかしたら最後に人を支えられるのは、会社や組織かもしれないと僕らは思っています。
　僕らの法人には、病気の種類が 40 種類以上あります。普通の福祉施設だと、同じ病気の
人を集めます。その方が支援が楽だからです。僕はそのようなことはしません。同じような
人がいると比べてしまうのです。「あの人の方が先に就職した」「あの人は週５日働けるよう
になった」など、重箱の隅をつついて劣等感に苛まれてしまいます。僕らの法人は LGBT の
人がいて、車いすの人がいて、うつ病でリストラされたエンジニアがいて、皆それぞれこう
思っているのです。「こいつらの大変さは俺には分からないな。だから俺は俺のペースで行こ
う」。多様性というのを一番リアルに出している組織です。健常者の人は少し居づらいかもし
れませんが、いろいろなことがあって、「大丈夫」と言いあえる多様性に満ちあふれた組織です。
医療や福祉や行政では難しいところを、最初にチャレンジできるのが僕ら民間だと思ってい
ます。

● いろんな選択肢をつくりたい
　僕はもう一つ、障害者雇用を中心に企業のコンサルティングをやっています。この２～３
年で障害を持つメンバーが 90 種類以上の仕事をさせてもらっています。普通の就労継続支
援 B 型事業所には５種類ぐらいの仕事しかないです。パン、クッキー、革細工、紙すきに段ボー
ルの組み立て。それを否定するつもりはないですが、この５種類全部出来なかったら僕はそ
の事業所に居づらいなと思います。５つが全部できた時に、自分はこの５種類ぐらいしか求
められていないのだと感じます。だからいっぱいの仕事を作り出したいと思っています。僕
には４つのルールがあります。１つ目：企業向けに営業をしない、２つ目：基本的には１業
界１社しかお客さまを持たない、３つ目：社長が出てこないと基本取引をしない、４つ目：マッ
チングだけのビジネスはやらないです。企業に対して「どうにか障がい者に仕事をください」
と言うつもりは全くないです。基本的に講演と口コミと僕の取材対応でお客さまを広げてい
ます。１業界１社というのも、いろんな選択肢をつくるためです。僕らのクライアントにはゲー
ム、IT、印刷、介護、産廃の会社もあります。桶を作っている会社、飲食店、外資系の会社、
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● 10 年使っている携帯電話が壊れました
精神科医の生駒と申します。早速話に入っていきましょう。
　１ヶ月前のことなのですが、僕が使っている携帯電話が、ガラケー
の携帯なのですが、音が出る楽々フォンがあります。それが音が出な
くなってしまったのです。僕にとっては音が出ないということは、電
源が入っているのかどうかも分かりません。家に帰って、家内に「明
日かけなければいけない電話があるので」と頼んで閉店間際のドコモ
ショップへ行きました。
　今はスマホの時代ですが、「ボタンを押すタイプで、音の出るのがほ
しい」とお願いして、見かけはガラケーで、スマホの頭脳を持っている、
そのような携帯を買ったのです。ところが機種が古いものだから、元
の電話帳を移せないというのです。どれだけ入っていたか分かりませ

いろいろな会社があります。いろいろな仕事があることをメンバーに見せてやりたいと思っ
ているのです。一方で、僕はこの取り組みを早く広げたいと思っています。１都３県で活動
していても北海道の引きこもり、宮崎で自殺しようとしている人を救えないからです。３つ
目に経営者と一緒に仕事をしようと決めています。見積書や提案書ではなく、共感していた
だいたお客さまと一緒に仕事を進めています。最後、マッチングのみで終わりません。精神
障がいは入社から３カ月で 60％、全障がいでは３年で 70％の人が辞めます。でも、僕らは
この３年で 50 から 100 社ぐらい見ていますが、定着率９割以上だと思います。FDA が「大
丈夫だよ」と支援継続するので定着出来るのだと思ってます。
　僕は福祉の仕事が大好きです。福祉の仕事は「大丈夫」と言うことと選択肢を広げる仕事
だと思っています。僕らは就労継続支援 B 型事業所を経営していますが、先月の稼働率は 
50％ぐらい、驚くべき低さです。月に１回でも週に１回でも来てくれたらよいと考えてます。
この間変な人がいました、雨の日だけ来るという人です。僕らは「自由に来ていいよ」と言
います。「僕らに合わせなくていいよ、僕らが合わせるから」と言います。福祉はそういう仕
事だと僕は思っています。

● 世界一明るい視覚障がい者
　最後にこんな話をしましょう。“ 世界一明るい視覚障がい者 ”、これは僕のキャッチコピー
です。40 ～ 60 歳くらいで網膜色素変性症の人は光を失うと言われたりします。20 歳ぐら
いの僕は悩んでいたのでしょう。トイレで思いついたのです。これは僕のお守りです。おま
じないでもあるし、僕のクレド（志、信条）でもあります。明るく生きておいたほうが長く
光が見えるのではないかと思ってこの言葉を僕は言い続けています。まだ未練があるのでしょ
う。いつも「目の状態はここで止まらないかな」と思っています。最近このように思うよう
になりました。「そろそろお前は暗くしても世界一明るい視覚障がい者と言い続けられそうだ
よ」と。３歳で病気がわかって、僕自身は他の患者さんにくらべると進行がとても速いです。
でも僕はこのキャッチコピーの生き方ができたらと思っています。僕の人生から何か皆さん
がお気づきになることがあればとてもうれしいと思います。ありがとうございました。

≪セッション 2 ≫

生駒 芳久
特定医療法人
和歌浦病院 副院長

んけれども。成澤先生の電話番号も入れていたのですが、それもなくなってしまい、そのよ
うな状況になってしまいました。うちの家内は「いいじゃないの、人生リセットするのと一
緒ですよ」と、他人事だと思って言ってくるという始末でした。
　この話を最初にさせてもらったのは、 音の出る携帯を 10 年前に使いだしたからです。 い
よいよ目が見えなくなってきたのです。さきほどの成澤先生の話を「本当にあれもこれもみ
んな同じだな」と思って聞いていました。まず自分の書いた字を読もうと思った瞬間にその
字が分からないというようなことから始まり、カルテの読み書きが難しくなりました。秘書
の人を付けてもらい、音声パソコンを入れたりして、仕事をすることが継続できました。代
読口述筆記です。お前は口だけで仕事をしていると言われました。ただ精神科医の仕事とい
うのは書類が多いのです。人の話を聞いていいアドバイスができればいいけれども、実は紙
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に書くことばかりです。障害年金や障害者手帳の診断書や、自立支援医療費の診断書や、介
護保険、傷病手当などです。そのようなわけで秘書の人を付けてくれたのです。10 年前と言
えば、医者不足の問題から、厚生労働省が書類の代筆をする医療秘書を認めるようになった
時期でしたので、自分もこれでやっていけるなと思いました。ちなみに、視覚障がい者であっ
ても医者ができるように法律改正されたのが 2001 年です。

● 眼鏡をかけるのをやめました
　全く見えなくなったのは８年前です。先ほど成澤先生がおっしゃったけれども、我々の網
膜色素変性症という病気では徐々に見えなくなるので、失明の判断は分かりにくいところが
あります。「まだ明かりは見えているけれども、これは見えていると言えるのかな？」という
ところがあって、結局自分で決めます。僕は８年前に「自分が見えなくなりました」と決め
ました。僕はそれまで、近眼もあったので、ビンの底のような眼鏡を掛けていました。僕は
鼻が低いですから、汗をかくと重いからずれ落ちてきます。それがコンプレックスでした。
僕の夢は薄い眼鏡、かっこいいサングラス、それを軽く掛けたいと思っていたのです。見え
るためには、薄い眼鏡はかけられなかったので、８年前に眼鏡を捨てたのです。代わりに、 
100 円ショップへって眼鏡を買いました。それはすごい薄くてつるも細くて本当に自分が
願っていた眼鏡でした。税込みで 108 円です。それから僕は眼鏡を 20 数個買いましたが、
我々はぶつかるので、ぶつかった際に目を守るゴーグルと呼んでました。
　僕は１人で歩くことはできますが、病院ではぶつかって相手にけがをさせてはいけないの
で肘を持たせてもらって歩くようにしています。そのサポートしてくれる人から、昼食時に「今
日は眼鏡掛けていなかったんですか」と言われました。半日たって気付くのです。家内から
も同じようなことを言われました。そこで僕は誰も見ていないということを悟って２週間前
から眼鏡をかけるのをやめました。かけてもかけなくても一緒なのです。僕は 100 円メガネ
をかけていた８年間というのは「見えなくなったということを自分で認めていなかったのか」
と改めて思ったのです。障がい受容とか言いますが、「ぶつかったときの目を守るためだと言
い訳をしながら、見えていたときのなごりを８年間も背負ってきたのか」と思いました。こ
れからは眼鏡なしで行きます。
　そういうこともあって、見えなくなっても病院での仕事は致命的なダメージにはならず、
スムーズに移行ができたのは自分では幸いだったと思っています。65 歳で和歌山県立こころ
の医療センターというところを退職したのですが、和歌浦病院に再就職しました。そこでも
医療秘書に助けられて仕事をしています。同じようにサポートをしてもらって仕事してます
が、周りが違うのです。例えば、こんな人に当直させておいたら大丈夫かなという雰囲気が、
面と向かっては誰も言いませんが、伝わってきます。当直の時の身体的な緊急事態や死亡診
断など私なりに工夫してやってきました。ほとんどは救急病院への搬送をいかに的確に、素
早く行うかということなのですが、周りはものすごく心配するのです。目の見えない人は何
もできないと思っているのです。それが時間がたって慣れてくるとか、ここまではできるの
だなという形で分かってきます。長く自分を見てくれた周囲と、新たに出会った周囲とでは
違うのです。自分としては同じなのですけれどね。
　このような話をすると、僕も元気にやっていると思うでしょう。そんなわけにはいかない
のです。しょげるときもあるし、その間にはいろいろ波があるのです。我々障がい者の生活
というのは、先ほどの携帯電話の話と違って、そうそうリセットしてどうこうということは
できないのです。ということで、自分のこれまでのことを話させてもらいます。

● 下宿生活になって初めて医者に行きました
　僕の場合は小学校の低学年ぐらいで分かりました。うちは農家で、子どもは手伝わないとい
けません。農業というのは日が沈んでからといって解放してくれません。力を使うのは苦にな
らないけれども、暗くなって人に付いていけないというのが一番つらかったです。野球をして
いても晩は見えなくなるなど、楽しくないです。皆が楽しいキャンプファイヤーなど一番嫌だっ
たです。夜盲には、ビタミン A、肝油ドロップが効くらしいと聞いたお小遣いを貯めて 500 円
です。55 年ぐらい前の 500 円というのは大金です。肝湯ドロップを買ってキャンプの１カ月
前から毎日飲みましたが、ちっとも効きません。中学校になると視野狭窄で見える範囲が小さ
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くなりました。高校では黒板の字が見えないなどの視力低下が出てきました。高校卒業後は、
大学の電気工学科に進学しました。家族には何か家に暗いものを持ち込む感じがして目が悪い
ことを話題にできなかったのですが、下宿生活になってはじめて医者に行きました。紹介状書
いてもらって大学病院に行ったらすぐに網膜色素変性症の診断がつきました。
　教授じきじき出て来て治りませんよという話です。図書館で調べて病気のことを知りなさい
と言われました。病気のことを調べましたが、医学の本は悪口の羅列です。もっといいことを
書けばいいと思うのです。「こうやったらこうできる人がいますよ、こんなことができる人がい
ますよ」など。診断を付けるという名目の下に悪口しか書いてありません。朝起きたら、うっ
とうしい気分がずっと続きます。僕も同じように引きこもりました。昼夜逆転の生活をしました。
その頃僕は見える範囲は狭いけれども、本は読めたのです。そうすると何をし出すかというと、
若くして病気になった人、若くして亡くなった人、若くして自分の命を断っていった人の本を
むさぼるように読んだのです。高校のときだったか北条民雄というハンセン病の人が関東の方
でいうと多摩全生園ですか。そこに自分が足を踏み入れていくときの状況を書いた部分が残っ
ているのですが、それがすごかったです。そういう人の本や、それからもう少し若くして一高
の学生など亡くなる人がたくさんいるから、藤村操という人の華厳の滝に飛び込むときの、す
ごく悲観的になっているのだけれども、死の一歩手前に行ったときは大いなる悲観の大いなる
楽観に一致するという、そういう部分ですごくそうした人の心の動きに惹かれました。
　もう一つよく何遍も読んだ『20 歳のエチュード』という本があり、これは原口統三という人
の本です。そういった若者の死に直面していく心の動きをすごく読みました。僕にとっては昼
夜逆転の日々というのはそういったある意味では肥やしになってくれたのかと思うのです。
　死のうと思っても死ねないし、首をつってもベルトが切れて思いついたこともあります。
一番大きいのは絶望感です。なぜかというと今まで何かをできるという世界で住んでいるで
しょう。それができないと言われて、今度はできないときにどのようなことがあるのかなと
いう悲観的な負のサイクルに入っていくのだと思うのです。しかし半年ほどすると少し気分
も楽になって、その後 10 年ぐらいかけて行ったり来たりしながら気持ちが癒されていくとい
う感じでしょうか。大学は落第したけれども卒業でき、魚群探知機の修理の仕事を１年しま
した。すごく印象に残っていて僕の職業歴の半分ぐらいはそれが占めているような気がしま
す。そのあと市役所で２年ほど電気の仕事をしました。

● 盲学校の面白い先生
　28 歳で、針きゅうやあんまやマッサージをやっておけば、どう転んでも食べていけると思っ
て盲学校に行きましたが、そこには面白い先生がたくさんいたのです。目の見えない先生が
ほとんどですけれども、その中で一番僕は印象に残ったのは、F 先生という、変わり者と言わ
れていた先生です。なぜかというとその人は目が見えないのに特許をたくさん持っていたの
です。その一つに“インビジブルムービー（見えない映画）”というのがありました。例えば、パー
ティー会場や新製品の発表会場など、皆が話をしています。でも何かメッセージを伝えたい
というときには１つの壁に画像が映っています。眼鏡を掛ければその映像が見えます。外せ
ば見えません。映画なら暗くしてみんなが見るのですが同じ場で眼鏡を掛けた人だけが見え
ます。その眼鏡は偏光眼鏡というのを使います。「目が見えていないのに見えている人のこと
を考えているなんてすごいな」と感じました。彼に僕の目の病気の話をするとあっさり言わ
れました。「それは治らない。これからは遺伝子治療が出てくれば治る可能性もあるが、今す
ぐは無理だ」と。40 年前にそんなことを言うのです。脳の話もするのです。 「超高性能な断
層写真を撮り、それをコンピューターで組み合わせれば脳の構造の神経の連なりの一部は分
かるであろう」と見えない人が言うのです。僕のクラスは４人で全盲は２人でした。どこに
行くのも２人です、少し見える僕らが見えない者の手引をします。それまでは自分が何の役
にも立たない人間だなと思っていたのが、人の手引をできるだけで人と一緒に歩けるだけで、
役に立っているという感じが理屈でなしに実感できました。そういうときに自分の力がよみ
がえってきました。

● 名医の誤診で医学部に
　針きゅうの勉強をするとしても医学部と同じレベルの勉強はしておかないといけないと思
い和歌山県立医大聴講生にならせてくれと頼みました。でも、聴講生制度がないので、入学
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しないといけないというのです。それで入学しました。入学時の診断書があるでしょう。盲
学校の嘱託医が豪傑の先生で、「目が悪いことは書かなくていい、わしが診断書を書いてやる」
と言いました。その先生はこの間亡くなりました。名医は誤診をします。僕はそれを肝に銘
じています。当たり前のことを言うぐらいなら誰でも出来ます。それをどのようにかたちを
変えて表現するかということが大事なことです。そのようなことで僕は医学部に入ることが
できるようになったのです。

● ありのままでいいという当たり前の感じ
　自分の生き方が変化していく、そして先が見えてこないという時が一番つらいかなと思い
ます。その後、いろいろなことをしながら、少しずつ元気が出てくるのだと思います。少し
問題が整理されてくるのです。原始的な対応の仕方が見えてくるというのでしょうか。でき
ないこととできることの区別が見えてきます。あるいは “ できなくてもいいこと ” を考えられ
るようになります。できないことは人に任せるということが当たり前に思える時期がくると
思います。僕らであれば、読み書きができないので人にお願いする、そうすると自分のでき
るところ、できることに重心を移していけるのです。できないことでウジウジ言ったり悩ん
だりすることがなくなっていくのです。この分岐点はありがたいと思います。肩の力が抜け
るというのでしょうか、心が楽になります。周りに同じような人がいるとその人のやり方を
見ていて、それなりに納得していくことができます。言葉よりも姿というのは強いものがあ
ると思います。そうなると自分のことも話せます。それが仲間という感じもできます。
　個々の個性というのがありますし、行ったり来たりすることや波があったりすると思うの
です。僕の場合は 10 年ぐらいかけて、学校にたどり着きました。あと、自分との違和感が
なくなるということを言いますけれども、行ったり来たりしながら、「自分はそんなものだ」「そ
れ以上でもそれ以下でもない」ということが、すっと入ってくる時期があります。そうする
と自分も誰かと比べるということがなくなります。ありのままでいいという当たり前の感じ
を感じることができるようになってきます。

● “ 助けてもらう ” という役割は大事なのです
　考えてみれば、“ 助けてもらう ” という役割は大事なのです。家の中でも社会でも、職場で
もよいですが、役割を果たせるということが重要です。僕の場合、最初は役割を果たすには
プラスのことをしなければいけないと思っていました。だけれども “ 助けてもらう ” 役割があ
ることに気づきました。そういう考えを軸にして、誰かの役に立てる役割というのもあるよ
うに思います。役割ができると、生活に張りが出てきます。うれしいことも出てきます。少
し余裕が出てくるというふうに思います。

● 多様性尊重の社会を
　多様性を尊重する社会ですが、多様性というのは 1 つの在り方です。それは表現を変えれ
ば姿を見せる、見えるものにするということです。こんな人がいる、あんな人がいるという
ことを周りに知ってもらうだけではなく、自分の中にこんな面もあんな面もあるということ
を、自分で再確認をするのです。そして、次に話すということです。話せばそうだったのだ
と周りの人に分かってもらえます。そして話すうちに自分でも自分のことが分かってくると
思います。
　それはお互いのことであるのです。そうするとそれはわかりあえることにつながるのでは
ないかと思います。最後に笑うということです。これはなかなか難しいのですが、笑うとい
うのはなごみの場です。笑う人がいればそれだけでなごみます。緊張が緩和して安らぐと思
います。
　そうすると人に寄り添うということもできるかなと思います。お互いが支え合うということ
もできます。 正月明けに和歌山で、 笑いでストレスを解消という催しがあって、僕は 30 分ぐ
らい笑いとストレスで喋れと言われています。ウクレレ漫談をしようと思っています。フレー
ズというかサビはできました。「ストレス解消この一手、やんなっちゃっても笑いましょう。」
無茶苦茶でしょう！
　以上です。
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第 4 章 ハイリスク者支援のための 10 箇条



　自殺に関連する要因は複雑であり、多くの場合、危険因子が重なり、保護因子が乏しい中で、自
殺のリスクが高まる。自殺予防とは、危険因子を少なくし、保護因子を強化することによって、そ
のひとの本来の自由を回復する取組であり、それを可能にする環境づくりということができる。こ
のような取組においては、そのひとの身体的、精神的、社会的側面にかかる専門領域の連携が必要
となるが、同時に、個人情報の扱いなどへの配慮が必要とされる。
　ここでは、個人情報や守秘性の高い情報の扱いなど、倫理面への配慮を含めて、「ハイリスク者
支援のための 10 箇条」をまとめた。
　なお、医療場面における緊急避難として本人の同意がなくても医療行為を行わざるを得ない場合
や、精神保健福祉法の措置入院制度があるが、専門的事項になるため、ここでは記載していない。

１ 個人情報を慎重に取り扱う
　個人情報とは、生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その
他の記述等により特定の個人を識別することができるものをいう。ハイリスク者支援においては
個人情報を取り扱うことも多く、かつ、連携支援においてはそれを支援者間で共有することも必
要になる。支援の現場においては、個人情報の取り扱いに注意するとともに、個別の場面に応じ
て、その取り扱いを確認しておく。

２ 可能な限り、本人の同意を得て、ていねいなつなぎをする
　複数の関係機関で連携のための情報共有をおこなうときは、本人の同意を得ることが原則であ
る。本人にわかりやすいことばで、支援者がとりたい具体的な行動を説明して同意を得るよう努
める。ただし、自殺の危険が迫っていると思われる場合は、一緒にいて安全を確保したうえで、
必要な援助を求める。

３ 相談することに強い抵抗をもつ人がいることに留意する
　人生においてつらい体験を重ねてきた人は、相談することの大切さをなかなか理解できないこ
とがある。相談するのは恥ずかしいことと思い込み、相談したことが、誰かに漏れ伝わってしま
うというおそれを抱くかもしれない。相談場面で、抵抗や非協力的な態度を示すことがあるとし
ても、その背景を理解し、ねぎらいをもって対応する。別の機関を紹介する際には、紹介先に同
行または紹介先で訪ねる部署や相手を特定するなどして、安全・安心に相談に行けるようにする。

４ 相談窓口の広報に努め、相談場所の工夫をする
　個々人のライフスタイルによって、情報へのアクセス方法は多様である。相談窓口に関する情
報は、新聞、テレビ、 ラジオ、インターネット、リーフレット、自治体広報、講演会等のイベン
トなど、対象者に伝わりやすいよう、幅広いメディアを工夫する。 また、対象者が訪れやすい
場所に相談窓口を設けるなど、相談の場所についても工夫する。

５ さまざまな支援活動があることを知り、顔の見える関係をつくるよう努める
　自殺関連行動は、多くの場合、複数の危険因子が重なることでその危険性が高まる。また、自
殺予防の取り組みは、ライフコースにわたっての、幅広い多部門によるアプローチを必要とする

（WHO 世界自殺レポート）。ハイリスク者の支援は、保健福祉、経済、家庭、職場、教育や人権
擁護などのさまざまな領域にまたがる。顔の見える関係を大切に、じっくりと連携していく。

ハイリスク者支援の 10 箇条
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６ 民間団体の質の向上を図る
　自殺対策基本法は民間団体の活動への支援を求めている。この法律が制定されて 10 年以上を
経過した今日においては、自殺対策に参画する民間団体を増やすだけでなく、その活動の質を高
めることも重要となっている。活動の質を高めるには、科学的な研究の成果や、互いの活動から
学ぶことが大切であり、行政には、このような機会をつくることが期待される。

７ 自殺は不名誉な死ではないことを伝えていく
　自殺は、犯罪でも、倫理的な問題でもなく、死因のひとつである。自殺が不名誉な死であるか
のような誤解を無くすよう、自殺者や遺族の名誉が傷つけられることのないよう、社会にメッセー
ジを発していくことが重要である。自殺の問題を社会的タブーにしないことと、これらの言葉を
多用することは分けて考えたい。「自殺」「自死」という言葉は強いインパクトをもつことを踏ま
えて、それぞれの場面に応じて、適切に使用するよう努める。

８ 自死遺族が多様な問題に直面することを理解する
　自死遺族は、家族を失った悲しみだけでなく、遺された家族の生活、子どもの養育、相続、親
族との関係など、多くの問題に直面する。自死遺族支援は、遺族個々の心情に配慮した、直面す
る問題の多様性を踏まえた、総合的支援であることを理解する。

９ 活動の透明性を高める
　市民社会に向けて、自分たちの活動の透明性を高めるように努める。具体的には、それぞれの
活動についいて、誰が行うか、目的は何か、資金はどこから得ているか、活動の対象は誰か、個
人情報の扱いなどを開示することである。また、自分たちの活動の質を高めるために、どのよう
なところと連携し、どのようにして情報を入手しているかも、開示することが推奨される。

10 自分たちの活動が倫理的か、安全か、常に考える
　複雑・困難な背景を有する人々への支援は、個別の状況に応じた細かい工夫が必要であり、よ
りよい支援になるよう努力を続けることが求められる。完璧な活動はどこにもないといってよい。
大切なのは、自分たちの活動が適切か、倫理的か、安全か、常に考えることである。
それによって活動は発展することができる。
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第 5 章　事例集

	 事例 1  �生活再建できたものの援助を求めることができず、 
自ら命を絶った元路上生活者 ･･･････････････････････････  92

	 事例 2  �専門医療機関での治療に馴染めないアルコール依存症患者 ･  93
	 事例 3  �処方薬の乱用があり治療を受けるもクスリが切れない 

薬物依存症の青年 ･････････････････････････････････････  94
	 事例 4  �ギャンブル問題を抱えた多重債務者･････････････････････  95
	 事例 5  �多子同伴児童がいる DV 被害女性 ･･････････････････････  96
	 事例 6  �社会資源につなげたにもかかわらず 

再度の自殺企図におよんでしまった自殺未遂者 ･･･････････  97
	 事例 7  �夫を亡くした女性自死遺族 ･････････････････････････････  98
	 事例 8  �大学生の息子を亡くした男性自死遺族 ･･･････････････････  99
	 事例 9  �いじめを苦に自死した高校生 

（第三者委員会の設置を通じての遺族支援）･･･････････････ 100
	 事例 10 �過労自死した労働者の遺族による労災申請 ･･････････････  101

（※）�ここに示した事例はすべて、各執筆担当者が、自らが経験してきた数多くの 
事例を参考として、支援におけるポイントを説明するために創った “ 創作事例 ”
である。
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【事例概要】
　60 歳代後半の男性。30 歳代で結婚するも、50 歳頃失業、離婚し、その後は単身生活。50 歳
代後半には 3 年ほどの路上生活を経験している。
その後生活再建し、ヘルパーとして働いていたが、高齢になるにつれて長時間働くことができなく
なり、この 1 年ほどは収入が激減している。

【支援経過】
　50 歳代後半、路上生活をしている時に、生活困窮者の支援を行っている NPO 法人の関与が開
始される。同法人が提供する就労支援および居住支援を利用し、2 年ほどで生活再建を果たす。介
護職員初任者研修を修了し、ホームヘルパーとして勤務も開始し、勤務先のスタッフにも利用者に
も信頼され、生き生きと仕事をしている様子が見られ、支援をしてきた NPO 法人のスタッフも喜
び、本人の頑張りを賞賛していた。
　しかし、数年前から加齢に伴う体調不良等により、仕事量が減り、その分収入も減少してきたと
いう。
　半年前より、NPO 法人に食費がなくなってしまったという相談があったため、同法人より寄付
の米や缶詰などの食料の提供を行った。その後、食料提供の頻度が増えていったため、NPO 法人
のスタッフが 2 週間ほど前に訪問をした際に、生活保護の申請についても検討するよう相談を開始
したところであった。
　その後連絡ないために NPO 法人スタッフが自宅アパートを訪問したところ、部屋の中で縊死し
ているのが発見された。部屋にはいくつかの段ボールも用意されていた。
　事後に分かったことであるが、実は 3 ヶ月前より生活保護を受給しており、食費がなくなって
いたのはギャンブルで生活費を使い果たしてしまっていたためであったが、NPO 法人スタッフに
は、その事実を話せないまま経過していた。

【支援上のポイント】
　路上生活から支援団体の支援を受けながら生活再建を果たし、仕事にもやりがいを持って従事し
ていたため、支援者には順調な経過に見えていたが、危機的な状況やギャンブル依存という重要な
問題を誰にも相談することができないまま、自殺へと追い込まれてしまったケースである。
　生活再建は果たしたものの、危機に陥った際や、最も困っている本質的な問題を相談できる相手
がいなかったという意味で、社会的な孤立は解決できていなかったと言える。
　周囲からも賞賛され信頼もされていたが、そのことで、ギャンブルをしていたことが知られるこ
とで、その信頼を失いたくないという気持ちを強くしたのかもしれない。
　部屋に段ボールが用意されていたことから、路上生活をしようかどうか迷った様子もうかがえた
が、路上生活が過酷なものであると身を持って知っている彼だからこそ、再びその生活に戻るかど
うかをひとりで悩み、絶望的になったことが予測される。
　生活困窮者にとって、就労相談やアパートへの転宅支援などの生活再建（自立）のための支援は
とても大切なものではあるが、一見、問題なく自立していく人の中には、悩みを共有できずに孤立
を深めてしまう場合がある。
　自立支援の観点からだけのアプローチでは、孤立の問題を解決できないとも言える。
　支援者の期待や信頼を裏切りたくないという気持ちから重要な問題を相談することなく一人で抱
え込んでしまうという状況に追い込まないために、過去の経験や悩みを日常の中で共有していける
ような取り組みが必要だと思われる。
　また、孤立を解決するための一つの方策として、一方的に支援されるという役割が固定されない
よう、互助づくりの活動に力を入れることも重要である。

生活再建できたものの援助を求めることができず、
自ら命を絶った元路上生活者 事例１
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【事例概要】
　50 歳代前半の男性。40 歳代後半の妻との 2 人暮らしで、こどもはいない。
　30 歳過ぎより多量飲酒や暴力といったアルコール関連問題が表面化し、前妻とは離婚となり、
仕事も長続きしなくなった。30 歳代後半にアルコール依存症の診断を受け、合計 2 回、精神科病
院でのアルコール入院治療プログラムを受けるも、規則や主治医との約束が守れず、いずれも強制
退院となっている。
　3 年前より生活保護受給中で、酒がやめられず、体調不良やトラブルを繰り返すもアルコール専
門医療機関への受診をかたくなに拒否するため、福祉事務所の担当ワーカーのすすめで、精神科外
来のみがある地元の市民病院をしぶしぶ受診した。

【支援経過】
　入院を強要されると思っていたところ、アルコール依存症の治療経験を持つ市民病院の精神科医
師より、抗酒剤を使用した週 1 回の頻回通院による外来治療を提案され、本人も納得の上外来治療
が開始された※１。
　時々の飲酒はあるものの、連続飲酒となることもなく、酒に酔っての暴力や迷惑行為もない状況
が続き、主治医との関係も良好だった。半年ぶりに連続飲酒となったため、主治医が以前勤務して
いた際につくった簡易なアルコール入院治療プログラム※２（他院の患者や自助グループのメンバー
も参加する夜間ミーティングへの参加のみが義務）がある精神科医療機関に入院となり、2 ヶ月の
コースを終了し退院となった。本人も達成感を感じ満足している様子であった。半年後に、再び連
続飲酒となったため、主治医と本人が相談の上、以前強制退院となった病院での入院プログラムに
再挑戦することとなり※３、「今度は頑張ってきます」と張り切って病院に向かっていった。しかし、
2 週間後に、酔っ払った状態で市民病院の外来を訪れ、また強制退院となってしまったことを主治
医に訴えた。酔っ払った状態での診察は引き受けない約束だったので、2 日後の予約をとって市民
病院を後にした。
　予定の外来日の受診はなく、1 週間後に妻より行方不明となっているとの連絡があり、その数日
後に近くの海岸で水死体となって発見された。

【支援上のポイント】
　新たな主治医との良好な関係ができて、順調に回復しているように見えており、本人自らが高い
ハードルに挑戦しようとしたものであるが、結局失敗し、結果として本人を立つ瀬がない状況に陥
いらせてしまったと思われる事例である。自殺なのか、酔っ払った上での事故死なのかは判明して
いないが、良好な関係ができていた主治医の期待を裏切ってしまったという強い自責感が不幸な結
果を招いたことも推測される。本人と主治医との間で話し合って、次のステップに挑戦することを
決定したものではあるが、傷ついた自尊心の回復が大きなテーマである依存症治療においては、自
尊心を刺激し過ぎて、本人が無理な課題に挑戦することがないよう十分な配慮が必要である。スモー
ルステップに徹するのが原則であろう。

※ 1 �本人の動機付けが十分でないときには、ある程度の強制力がある入院プログラムより外来プログラムを選択す
る方が効果的なことがある。外来であれば、本人の主体性が重視され、治療者や支援者は本人の実践を見守り
援助するという環境が維持できる。また、再飲酒した際も、自分の責任であるので、飲酒行動を自己コントロー
ルできないという事実を認めざるを得ない。

※ 2 �『アルコール・リハビリテーション・プログラム（ARP)』呼ばれる構造化された治療プログラムに、どうして
も適応できない患者も多い。そのような人には、本人が継続して参加できるような “ ゆるい ” 治療プログラム
が有効である。依存症の治療や支援においては、その人や、その時の状況に合わせた臨機応変な対応が必要で
ある。

※ 3 �ステップアップしながら挑戦することを批判するものではないが、失敗することも前提に、本人の自尊心が過
度に傷ついたり、立つ瀬のなさを増強することがないような配慮や準備も必要である。「結構ハードルが高い
治療プログラムなので、たとえ今回も失敗しても、自分を責めないようにしましょう」といった声かけをして
おくべきだったのかもしれない。

専門医療機関での治療に馴染めない 
アルコール依存症患者事例2
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【事例概要】
　20 歳代半ばの男性。アパートでの 1 人暮らし。無職で、親の仕送りで生活している。
　曾祖父の代からの資産家の家庭で、3 人兄弟の次男。父は地元の有名企業の幹部、母は公務員、
兄と弟も大卒後有名企業に勤務している。
　兄弟 3 人の中で 1 人だけ学業不振で、中学生の頃より不登校傾向となり、高校進学するも 1 年
生の 2 学期で中退、自宅で昼夜逆転の生活となる。内科受診した際に睡眠導入剤を処方されたこと
をきっかけに、睡眠導入剤や抗不安薬、鎮痛剤を乱用するようになった。20 歳の頃、家族のすす
めで依存症の治療プログラムがある精神科病院を初診、薬物依存症の診断にて外来治療が開始され
た。同院での薬物依存のグループミーティングや、紹介された自助グループのミーティングにも参
加していたが、違法薬物の使用体験を語る他のメンバーと比較して、「自分は中途半端だな」と感
じながら、処方薬、市販薬の使用は続けていた。
　病院のミーティングで出会った薬物依存症の仲間に誘われて、精神保健福祉センターの薬物相談
窓口を訪れた。

【支援経過】
　家賃も生活費も全て親任せで、掃除も時々母親が来てやってくれている状況で、生活の立て直し
も必要と思われた。彼を誘った仲間は、薬物依存症リハビリ施設「ダルク」の運営を手伝っており、
他県において新たな施設を設立する準備中とのこと。その仲間より「一緒にやらないか」という 
提案がなされているとのことだったので、その提案を受け入れ、地元、親元を離れてのリハビリを
選択※１することとした。
　家族には、引っ越し費用と当座の生活費を渡すのを最後に資金的援助を止めること、転出先の自
治体の福祉事務所から生活保護受給に係る調査があった場合、親が生活の面倒を見続けるのは薬物
依存症の治療にとって望ましくないと医師より助言を受けていることも説明し、扶養の意思がない
ことを表明するよう依頼※２した。主治医には、転出先での医師を紹介してもらい、紹介状も作成し
てもらった。
　数ヶ月後、ダルク設立準備中の他県の某市に転居、その後、生活保護を受給し、外来治療を継続
しながら、ダルク設立の支援者とともに活動を開始した。翌年にダルク設立となり、同ダルクの最
初のスタッフ（無給スタッフ）となった。数年後、ダルクの運営が安定した後には、有給のスタッ
フとなり、生活保護受給も終了した※３。この間、薬物の再使用はなく経過した。

【支援上のポイント】
　近年、処方薬や市販薬などの乱用・依存が増えてきている。使用そのものが違法ではないため、
薬物問題としてあからさまになりづらく、支援につながらなかったり、家庭内で抱え込んだまま事
態が悪化してしまうことも多い。
　この事例は、病院で出会った仲間との出会いをきっかけに、家族の元を離れたことで、主体的性
をもって、治療やリハビリに取り組むことができたものである。

※１ �共依存（自分を必要としてくれる相手との関係に依存すること）関係にある家族が尻ぬぐいばかりしているた
め、本人が自分の問題に直面出来ていなかったり、あるいは、仲間からの誘いを断れずに薬物を続けている者
も少なくない。このような関係を絶つために地元や家族の元を離れて治療やリハビリを受けることが有効な場
合がある。

※２ �親との共依存関係を物理的に絶つために、親からの資金的援助を停止してもらうことがある。その場合、回復
半ばであるために継続的な就労は困難であり、生活保護の受給が必要となるわけで、支援者や治療者には、家
族や福祉事務所に対して、その必要性をしっかりと説明する役割がある。

※３ �自助的な民間施設のスタッフとなることで、薬物の使用が止まった上に、施設の経営状況が影響したものでは
あるが、責任が軽い無給のスタッフから責任ある有給スタッフへ、段階的にステップアップしていったおいう
職場環境もよかったと思われる。

処方薬の乱用があり治療を受けるも
クスリが切れない薬物依存症の⻘年 事例3
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【事例概要】
　40 歳代前半の男性。8 年前に勤務していた会社から独立して自営業を開始。妻、未就学の女児
との 3 人暮らし。4 年前にローンを組んで自宅を購入。
　2 年前より仕事が減り経営が苦しくなり、銀行から事業資金の借入することになったが、元々パ
チンコが好きで、経営が厳しくなってからもやめられなかった。妻が準備していた住宅の修理代金
20 万円をパチンコに使ってしまったことを契機に、夫婦間の信頼関係はなくなり、妻は夫に対し
て憎しみすら抱くようになった。妻は、家計を助けるために女児を保育所に預けてパートで働いて
いたが、過労で倒れて入院となり、その後の世帯収入は減る見込みであった。
　今後、ローンの返済も難しくなると見込まれ、自分が死ねば保険金で住宅ローンなどの借入が完
済でき、嫌われている自分がいなくなれば、家族も苦しい思いをすることもなくなるだろうと思い、
自宅で市販の睡眠薬を過量服薬し、自殺を図った。
　妻に発見され、病院に救急搬送され一命はとりとめた。病院のスタッフに多額の借金があること
を話したところ、自殺対策事業の一環として地元自治体が開催する相談会に参加することを勧めら
れ、病院を退院後に妻と一緒に相談会を訪れた。

【支援経過】
　相談会は、自治体の保健師によるメンタルヘルスに関する相談と、司法書士による多重債務に関
する相談で構成※１されており、司法書士による相談が行われた。
　司法書士による相談の結果、以下のことが判明した。負債額は、住宅ローンと銀行からの借入で
総額 2500 万円で、収入は、自営業の収入が月に 15 ～ 30 万円、妻のパート収入が 8 万円だが、
妻はしばらくの自宅療養を指示されている。支出は月額 30 万円程度で、パチンコによる浪費が 3
～ 5 万円ある。
　司法書士による債務整理の支援について説明がなされ、本人も妻も支援を受けることを了承した
ため、地元の司法書士へ紹介された※２。また、パチンコによる浪費が止まらないことに関しては、
ギャンブル依存症の可能性もあるということで、保健師の相談に回された※３。
　保健師による相談の結果、ギャンブル依存症の疑いがあるため、精神保健福祉センターへの相談、
もしくは、依存症の治療を行っている精神科医療機関への受診を勧められた。精神科医療機関には
抵抗があるとのことで、精神保健福祉センターへの相談を決定し、同センターに予約を入れた。

【支援上のポイント】
　借金・多重債務は、弁護士や司法書士などの専門家の介入により解決可能な問題であり、あらゆ
るタイミングを利用して彼らにつなげることが重要である。
　借金・多重債務を抱えた人の多くは、仕事や生活のために借金をせざるを得なくなった者である
が、中にはギャンブル依存の問題を抱えた者もいる。その場合は、債務整理と平行して、ギャンブ
ル依存への対応も行わないと根本的な解決にならない。

※１ �自治体によっては、自殺対策の一環として自治体が開催するメンタルヘルスと借金問題に関するワンストップ
の相談会を開催しているところがある。このような相談会の活用は、継続的な支援の契機となる。 
このようなサービスがない地域では、新たに創設することも検討すべきである。

※２ �弁護士や司法書士などの専門家の敷居は高く、多くの人は簡単に支援を受けようとは思わない。どのように債
務整理がなされるか、具体的なイメージをつかんでもらうことが重要となる。なお、専門家に紹介する際には、
先方が対応可能であるかを確認し、予約をとる、場合によっては相談に同行するなど、丁寧な対応が必要な場
合もある。また、法テラスの「民事法律扶助」制度の利用を含め、相談費用についても説明しておく。初回の
相談料は無料としているところもあるので、地域の弁護士会や司法書士会に確認しておくこと。

※３ �ギャンブル問題に関しては、本人が問題を認めなかったり、恥ずかしい、みっともないという思いから、人に
相談することに抵抗を示しやすい。そのため、この事例のようなワンストップの相談会は、抵抗感を減ずると
いう意味で有用でもある。

ギャンブル問題を抱えた多重債務者事例4
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【事例概要】
　20 歳代後半の女性。中 1 男児、小 5 女児、小 2 男児、就学前男児、2 歳男児、0 歳女児の 6 名
の同伴児童とともに、DV 夫から避難して、友人とともに市の女性相談担当窓口を訪れた。
　出生地の私立高校を中退後、県外の飲食店等に勤務。10 代後半に同棲中であった現夫との間に
第一子を妊娠出産、その後入籍。合計 6 人の子どもを出産の他、2 回の流産経験もあり。
　結婚当初より夫は暴力的で、一時期、指定暴力団の構成員となっていた時期もあるという。
　最近、暴力がひどくなり、二度、肋骨骨折をさせられた上に、中 1 男児や、小 5 女児に対して、
殴るや蹴るなどの暴力も増えてきたため、友人にすすめられて友人宅に避難した。
　昨日、友人宅に夫から問い合わせの電話がかかってきたため、危険を感じて相談に至った。

【支援経過】
　シェルターへの一時避難の意思が確認されたため※１、市より婦人相談所を紹介され、友人ととも
に隣市にある婦人相談所を訪れた※２。婦人相談所の一時保護所への一時避難となるも、一時保護所
に入所できる男児は小学生までであるため同伴児童のうち中 1 男児は、児童相談所の一時保護所へ
の委託保護となった。
　DV目撃者(心理的虐待に該当)である同伴児童たちは、児童相談所につなげアセスメントを受けた※３。
　児童らには治療や支援が必要な情緒や行動上の問題はないが、規則的な生活の維持やしつけ等に
おいて、母親の子育能力に問題があることが指摘され、婦人相談所での生活においても、乳児への
関わり、保清・整理整頓、規則遵守等において、同様の問題が観察された。
　乳児を含めた多子での生活は困難が予測され、年長児の一時的な施設入所もすすめたが、本人は
7 人全員での生活を強く希望した。同伴児童の子どもらしい生活や教育の再開の必要から、婦人相
談所併設の婦人保護施設への入所は適切でなく、多子であり DV 夫からの追跡も予想されるため母
子生活支援施設での受け入れも困難であり、本人の集団生活への拒否感も強かった。
　住居の提供と NPO による相談支援が受けられる DV 被害女性の自立支援を目的に開始された県
の事業※４の利用を開始したが、同伴児童の近隣への迷惑行為、幼児の夜間外出等が続くとともに、
乳児のオムツかぶれ、体重増加の遅れなども明らかとなり、また母親本人も 6 人の子ども全員の
子育てには限界を感じたため、児童相談所と相談の上、就学している上 3 人の子どもを児童養護施
設に入所させることとした※５。
　現在、NPO の援助を受けながら、乳児を含む 3 人の子どもと生活中で、就学前の男児の小学校
入学の準備とともに、2 歳男児についても来春からの保育所利用に向け NPO 職員とともに市の担
当窓口に申請手続きを開始することとなっている※６。

【支援上のポイント】
　DV 被害者の支援上、留意すべきポイントがいくつかある。特にこのケースのように同伴児童が
いる場合は子育て支援や児童への支援も必要となり、さらに被害者の子育て能力や、子どもの数等
も考慮した支援計画が必要となる。

※１ �婦人相談所等のシェルター利用に関しては被害者本人の利用意思が前提である。被害者の心理状態や緊急度に
もよるが、最低限本人の利用意思の確認は必要である。

※２ �婦人相談所までの移送制度はないので、基本的には自力で来所してもらわなければならないが、金銭を持たな
い、夜間、加害者の追跡が押し迫っている場合など、自力での来所が困難な場合の対応について、当該婦人相
談所に確認しておくことが必要である。

※３ 被虐待児として児童相談所のアセスメントは原則受けるべきものである。
※４ �多子家庭のＤＶ被害者が利用できる住居の確保は極めて困難であり、多くの公的な施設も対応ができていない

のが現状であり、体制整備が望まれている。自治体によっては、独自の住居支援サービスを実施しているとこ
ろもある。「ステップハウス」長崎県。 
https://www.pref.nagasaki.jp/shared/uploads/2013/07/1459154308.pdf

※５ �いったん本人の希望するやり方にトライしてもらい、上手く行かないことを確認後に、別の方法を提案すると
いう手順を踏むことが有効な場合がある。

※６ �行政サービスを受けるための手続きそのものに不得手感や不安が強い者も少なくなく相談や手続き等の同行支
援は極めて重要な支援メニューである。

多子同伴児童がいる DV 被害女性 事例5
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【事例概要】
　50 歳代後半の男性。賃貸マンションで単身生活。不況の煽りから長く勤めていた職場が倒産し
収入がなくなった。ハローワークで仕事を探すも、日雇いの肉体労働ばかりで年齢的にも安定的な
雇用先は見当たらず、貯金を切り崩しながらなんとか生活を維持していた。内縁の妻も家を出て行っ
た。徐々に眠れなくなり、強い不眠に苦しめられるようになった。そして、貯金も底をつき「生き
ていても仕方ない」と市販の睡眠薬を過量服薬し、自殺を図った。連絡が取れないと心配した友人
が発見し、救命救急センターに救急搬送されてきた。

【支援経過】
　搬送翌日、意識は回復し、身体的には退院可能との判断※１となった。
　経済的困窮など社会的支援の必要性から、看護師よりソーシャルワーカーに介入依頼。
　本人の了解のもと生活保護の申請※２を行い、不眠および抑うつ状態に対する治療として精神科 
受診の調整が行われた※３。精神科医師の診察では、自殺企図について「バカなことをした」、「もう
大丈夫」と内省がみられた※４とのことで、社会的側面からの支援調整もなされたことから同日自宅
への退院となった。
　退院 1 週間後、頸腹部刺創による自殺企図で再搬送された。再搬送の翌日、自殺再企図の背景
について「経済的には安定したが、自殺をしたことで友人とも会いづらくなった※５。眠れない。何
をしていいかわからない。寂しかった。」と視線を落として口にした。

【支援上のポイント】
　救命救急センターなどの救急医療機関での自殺未遂者への支援において、まず要求されるのは独
特のスピード感覚である。限られた時間で、必要なことを確実に実施しなければならない。しかも、
自殺に追い込まれているという特殊な心理状態を理解し、より具体的で丁寧な対応得が必要となる。
　また、“ 自殺未遂は最強の自殺危険因子である ” ことを十分に意識し、楽観することなく、フォロー
することが重要である。

※１ �救命医療機関での入院期間は治療が完了するまでではなく、命の危機がなくなった段階で転院もしくは退院の
判断がなされるため、迅速な状況把握と対応が求められる。早い段階（特に搬送時から始める）での介入は情
報の得やすさ、本人・関係者との関係構築の上で有効である。

※２ �緊急搬送のため、病院職員は生活保護の職権通報を行うが、すぐに退院となる場合、福祉事務所職員による病
院への訪問調査がなされる時間はないので、自力で窓口に行くことが求められる。確実に窓口までたどり着け
るよう面接日時や担当者、連絡先などを具体的に示すことが重要である。また、事前の関係性を構築するため、
福祉事務所の担当者と本人が直接電話で話しをする場を設定する、あるいは同行者の調整をするなど細かな配
慮が必要となる。

※３ �精神科医療機関の新規予約は数週間、数か月待ちというところもあるので、事前の調整は必須である。 
　また、多くの精神科では身体科の治療ができないことを念頭におき、退院後自殺企図を誘引とした身体治療
に問題が生じた場合のフォローの場、またはフォローが必要でないことを伝達する。

※４ �内省があるからといって、自殺企図まで至った状況は変わらない。退院後の元の生活に戻ると自殺の危険は高
まる可能性がある。自殺の危険度の評価は必ず実施する。

※５ �社会資源につなげたからといって自殺の危険がなくなったと楽観しない。自殺予防因子にも同時に目を向ける。

社会資源につなげたにもかかわらず
再度の自殺企図におよんでしまった自殺未遂者事例6
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【事例概要】
　30 歳代前半の女性、専業主婦。会社員の夫、男児（就学前）、女児（乳児）との 4 人暮らし。 
5 年前に住宅を購入、住宅ローンが残っている。
　1 ヶ月前に、夫が自死。過重労働と会社内でのパワーハラスメントがあったとのこと。
　夫の死への疑問、会社の対応への不満、今後の生活への不安など、色々悩んでいた際に、自死遺
族支援を行っている自死遺族が運営する支援団体の情報を知り、電話相談してきた。

【支援経過】
　まずは、ゆっくり話を聞き※１、一息ついたところで、何に一番困っているかについて確認※２した。
　労災の申請ができるかどうか悩んでいたので、連携している弁護士を紹介※３。住宅ローンは 
5 年が経過していたので、団体信用保険での清算、不動産の登記等の手続きと相続の問題・遺族年
金については司法書士を紹介※３。
　また同じ遺族に会いたいということだったので、自死遺族の自助グループや過労死家族の会、そ
してできるだけ同じ境遇にある人とつながりたいという要望に応えて、この女性に近い境遇の遺族
を紹介※４した。
　今後 働くことになった時に、すぐに保育園に入れない場合や夫側の親族とのもめごと等、どの
ような事でも相談に乗るという事で、携帯番号やメールアドレスを教え、またよろしければという
事で、住所も教えてもらい、お手紙を差し上げることも約束をし、弁護士も司法書士も合わなけれ
ば遠慮なく差し戻しをしてもらいたいという事も伝えた※５。
　自助グループの “ 分かち合いの会 ” への参加については、事前連絡をもらえたら保育士による託
児も可能であることも伝えた。

【支援上のポイント】
　自死遺族は色々な感情や思いを抱いており、個人によってそのニーズも様々である。その人のニー
ズに一致しない対応や侵入的な介入は二次被害を与える可能性もあるので、より慎重な対応が求め
られる。
　そして、“ 寄り添う ” という姿勢を大切にしながら、その人が必要とする具体的な情報を提供し
つつ、できる範囲でのお手伝いを継続することが重要となる。

※１ �まずは、ゆっくりと話を聞くことである。途中で相談者が泣いていても遮らずに待ち、話がまとまらなくても
静かに聞くこと。

※２ �一息ついたところで、何に一番困っているかをたずねる。この際、緊急性を要する順番に整理してあげること
が大切である。

※３ �顔の見える法律専門家の紹介は極めて重要である。紹介の際には、前もって専門家に対し、どのような人から
連絡がある旨を伝えておく。必要に応じて相談に同行することもある。

※４ �同じような境遇の遺族につなぐときも、つなぐ側の遺族の了解も得ながら、自分もよければつながらせてもら
うことも伝える（遺族以外の人が相談を受けた場合は、自助グループ等の代表につなげる）。

※５ �必要とするときはいつでもどのような事でも相談に応じることを伝え、信頼関係を築くこと。このことが継続
的な支援につながる。

夫を亡くした女性自死遺族 事例7
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【事例概要】
　40 歳代後半の男性、自営業。妻、大学生の長男、高校生の次男との 4 人暮らし。
　3 ヶ月前に、長男が賃貸アパートの部屋で自死。
　父親であるこの男性が連帯保証人となっていたため、部屋のお祓いや改修工事、家賃の賠償金等
を不動産屋から請求されることとなった。
　催促の電話が頻繁にあり、困り果てていた際に、自死遺族支援を行っている自死遺族が運営する
支援団体の情報を知り、来所相談となる。

【支援経過】
　「大家さんに迷惑をかけてしまって申し訳ない。」と繰り返すので、「息子さんは亡くなっただけ
であって、悪いことをしたわけではないですよ。」と声をかけた※１。
　不動産屋に対しては、電話で催促された時、書面で見積書をもらうことや、支払うと約束しない
こと、謝らないこと、面談と言われても応じないこと、お金は支払ったら返金してもらうことは無
理なので、すぐには支払わないこと等を提案※２した。
　自死遺族の支援に協力をしてくれている司法書士を紹介※３し、法的な問題としての相談すること
を勧めた。
　請求金額が 1,000 万円を超えていたため弁護士につなぎ※３（司法書士が代理できるのは 140 万
円までの民事紛争）、催促の電話や連絡が遺族に行かないように、弁護士が窓口となる旨の書面を
出してもらい、遺族を追い込まないようにした。
　その後、交渉したが決裂し大家側が訴訟し、裁判※４の結果、一定期間の家賃と汚れた箇所の修理
代を分割払いすることで和解となった。
　悲しい気持ちの共有ができる場所として、遺族の自助グループも紹介した※５。

【支援上のポイント】
　自死遺族は、大切な家族を失った悲しみに加えて、自死に関する誤解や偏見に基づく差別的対応
に苦しめられる場合がある。
　補償をめぐって法外な金額を要求されることもあり、その際は、弁護士や司法書士等の専門家の
協力を得て対応することが必要となる。

※１ �大家に、申し訳ないことをした、悪いことをしたという遺族がほとんどなので、まずは、否定してあげること
が大切である。

※２ �連帯保証人でなければ責任を問われることはないので、連帯保証人かどうかについて確認する。保証人でない
場合は、相続放棄もあること、言いなりに支払う必要のないことや、分割もできること等も含めて不安感を取
り除くための情報提供を行う。

※３ �顔の見える法律専門家・実務家の紹介は極めて重要である。しかし、自死の差別的問題に関心の高い専門家に
つながないと、自死だから賠償金も仕方がないという意味のことを遺族に言ってしまい傷を深めてしまう事が
あるので注意を要する。紹介の際には、前もって専門家に対し、どのような人から連絡がある旨を伝えておく。
必要に応じて相談に同行することもある。

※４ �裁判等になった時はできる限り傍聴にも行き、結審の時は最後まで残り、棄却の場合こそ、つながりを続けて
いく。

※５ �同じ悲しみを抱えた遺族同士で集う場所があることを伝えることが重要である。

大学生の息子を亡くした男性自死遺族事例8
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【事例概要】
　高校生の男児。中学校までは、とくにいじめとみられるような兆候はなく、どちらかというと 
明るい少年だったという。高校に入学後、家では無口になりがちで、ふさぎ込むことも多くなった
が、両親は、思春期特有の変化ととらえ、特に気にすることもなかった。夏休みに入ると、やや元
気を取り戻したようだったが、2 学期が近づいてくると落ち着きがなくなるようになり、始業式の
前日の夜、自室で縊死した。
　遺書もなく、当初は少年の自死の理由が分からない状況だったが、遺品として残っていた少年の
ノートにいじめをうかがわせる記載があったこと、告別式に訪れた友人の発言などから、両親は、
いじめが原因ではないかと疑念を抱き、学校に対し調査を要請した。

【支援経過】
　学校側は、少年が属していたクラス、学年、学校全体に対するアンケートを行ったが。質問項目
が具体性を欠いていたこともあり、いじめに関する明確な記述は出てこなかった。
　しかし、いじめがあったことを確信していた両親は納得できず、遺族、学校、PTA、教育委員会
による会談がもたれることになった。
　遺族の依頼により弁護士も関与※１することとなったが、学校側はいじめの存在を否定し続けたた
め、会談は平行線になった。
　そこで、遺族と弁護士が協力して、教育委員会に対して第三者委員会を立ち上げるよう要請し、
第三者委員会が設置※２されることになった。
　さらに、遺族・弁護士は、第三者委員会の委員選任に関して要請を行ったところ、遺族・弁護士
の意見もある程度反映される※３ことになった。また、遺族として委員会への出席も要請し、毎回で
はなかったが出席が許されたこともあった。委員会に出席した際には、遺族・弁護士が意見を述べ、
あわせて遺族・弁護士が用意準備した資料も提出された。

【支援上のポイント】
　学校でのいじめに起因する自殺については、いじめの存在や、いじめと自殺の関連性について、
学校側が認めないために、自死遺族との間に対立が起きる場合がしばしば起きる。
　遺族は、学校側が隠蔽しているのではないかと不信感を抱き、このことが、遺族の苦しみをさら
に強めることとなる。

※１  �学校側との話し合いの場等において、大事な子どもを失い傷ついている上に、情報量的にも弱い立場になり
がちな遺族にとって、弁護士の協力は重要である。この問題に関心の高い弁護士について情報がない場合は、 
いじめ問題を扱っている各種団体に相談すると紹介してくれる。さらに、いじめ問題や自死問題を取り 
扱っている弁護団に連絡をとれば、自死問題に詳しい弁護士と直接つながることができる。

※2･3 �遺族と学校側の対立や遺族が学校側に抱く不信感の軽減、そして学校側の隠蔽を防止する意味においても 
第三者委員会の設置は有効である。教育委員会等に対し、第三者委員会を設置するよう求めていくべきである。
委員選定においても、遺族側が意見を表明することが有効である。

いじめを苦に自死した高校生
（第三者委員会の設置を通じての遺族支援） 事例9
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【事例概要】
　相談者の遺族は 30 歳代後半の女性、専業主婦。夫は小規模会社の営業職で、2 名の就学前児童
との 4 人暮らしだった。
　数年前より会社の業績が徐々に悪化したため、会社は夫に対し、１日何件というノルマを課して
強引な飛び込み営業をさせるようになった。夫は、通常の就労時間に加え、週 1 回の営業会議の
ために早朝出勤をしたり、土日に会社から急な呼び出しをうけることも多かった。夫は、平日はノー
トパソコンを持ち帰って仕事を行い、土日の呼び出しがない時も家でノートパソコンで仕事をする
ことが増えていった。社長からの叱責も多々あり、そのことも夫のプレッシャーになっていた。
　このような状況の下、夫は、徐々に食欲がなくなり、以前は摂っていた朝食も摂らないようにな
り、睡眠時間も１日４時間ほどに減少し、一旦寝付いても目覚めることが多くなった。また、家に
いても無言になることも多くなった。
　ある月曜日に早朝出勤後、夫の行方がわからなくなり、警察にも届け、会社とともに捜索を続け
ていたが、１週間後に某所の橋げたの下で、自死している夫が発見された。
　夫に借金があったため、妻は法テラスを通じて弁護士に相談した。

【支援経過】
　法テラスの弁護士による夫の債務整理が開始された。
　妻は、夫が過重労働によって自死したと考えたことから、労災（遺族補償給付、葬祭料）の申請
を行いたいと申し出たが、法テラスの弁護士には、労災には詳しくないとの理由で断られてしまっ
た※１。
　自死遺族の相談会を通じて、自死に関する法律関係に詳しい他の弁護士に、労災申請の依頼をす
ることになった※２。
　妻からの情報だけでは夫の労働状況が不明であったので、弁護士は、会社に対して、夫の労働状
況に関する資料の提出を求めた。しかし、提出された資料と妻の認識していた労働状況の間にあま
りにもギャップがあったので、弁護士は、夫の友人にコンタクトをとって、夫の労働状況を確認す
ることにした。
　さらに、弁護士は、妻や友人からの聞き取りや会社の資料をもとに、裁判所を通じて、証拠保全
という手続きをとった※３。この手続きをとることによって、弁護士は、より多くの労働状況に関す
る資料を得ることができた。
　これら収集した資料をもとに、妻と弁護士は、夫に関する労災の申請を行った。

【支援上のポイント】
　過労自死が疑われる場合、労災申請の手続きをすることは、自死遺族支援において重要な事項の
一つであり、その際には、申請手続きや認定に必要な労働状況に関する証拠となる資料の確保等、
弁護士等の専門家の手助けが必要なことが多い。
　しかし、弁護士等の専門家にとっても、必ずしも労災事件が一般的なものであるわけではないた
め、労災事件を受けることに対して二の足を踏む者もいる。労災事件に取り組む際には、労災事件
に理解がある弁護士に依頼することが望ましい。

※１ �弁護士によっては、経験不足から受任を断る者もいる。また、経験不足により適切な取り組みができないとい
う例もままあることである。

※２ �過労自死に関する労災事件に造詣の深い弁護士に関する情報については、遺族支援団体や自死問題を取り扱っ
ている弁護団にたずねてみるとよい。この問題に詳しい弁護士と直接つながることができる。

※３ �証拠保全の手続きは、労災認定の適否に関わる証拠を確保するために極めて重要である。特に手持ちの資料が
十分でない場合は、証拠保全手続きが有効であることが多い。

過労自死した労働者の遺族による労災申請事例10
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Ⅲ．用語解説



◆ あ行 ◆
アウトリーチ ［p16］
　「手を差し伸べる」の意。医療や福祉、介護分野では、潜在的
な利用希望者に手を差し伸べてサービス利用を実現させるよ
うな取り組みを指す。地域への出張型サービスや訪問支援な
どが含まれる。

アジール（アサイラム）［p70、p73、p75］
　語源としては「神聖な場所」という意味を持ち、統治権力が
及ばない地域を指す。具体的には、教会などの宗教施設や
市場などの複数の権力が入り混じる交易場所が挙げられる。 
一般的には、アジールは権力や世間から身を隠す「逃げ込む 
場所」と解釈されている。
　日本においても特定の神社仏閣や橋・坂・市場がアジールと
しての機能を持ち、その領域を「公界」「無縁」「楽」と呼ぶよう
になった。

【日本におけるアジールの変遷】
　近代までの身分や様々な差別のあった日本社会では、一般社
会の暮らしの場である「世間」の桎梏から逃れるためには社会制
度の外に出るしかなかった。「逃げ込む場所」が神仏の力に守ら
れた神社仏閣であった。権力の及ばないところとして罪人や敗
残の兵なども逃げ込めるところであったが、やがて権力者の側
が許可を与える特別な寺社に限定されるようになった。例とし
て「縁切寺」として有名な鎌倉の東慶寺がある。ここは夫の暴力
などから逃れるため女性が逃れることのできた場所である。
　徳川政権が成立し曲がりなりにも近世の封建制度が安定形
成されるようになると、法の埒外にある寺社は権力者に疎ま
れるようになり、徐々にその機能を削られていった。
　明治になり近代国家として法治主義に基づく中央集権国家
が形成される過程において、建前として身分制度が撤廃され
ると日本の寺社の持つアジール機能は消滅したといわれる。
　しかし旧身分制度の残滓としての差別は根強く残り、また
民主主義的な思想も抑え込まれた状態で、差別される側は 
未だ不十分な社会制度による救済に頼ることになった。一
部の教会は、その制度からこぼれ落ちた人のアジール機能を 
果たした例もみられる。
　第2 次世界大戦の敗戦後、日本は民主主義国家となり、福
祉制度や社会保障制度など法律に基づく制度よって、個人の 
自由や権利を保護されることになった。ここにおいて治外法
権的施設としてのアジールは消滅したといえる。

疫学研究 ［p13］
　地域社会や特定の人間集団を対象として、健康に関する 
事象（病気の発生状況など）の頻度や分布を調査し、その要因
を明らかにする医学研究。
　病気とその要因の関係を証明するために、治療や予防に 
関する要因を人為的に変化させる「介入研究」と、介入を行わ
ず対象者の通常の生活を調査・観察する「観察研究」がある。

横断研究［p17］
　疫学研究の一手法で、ある集団のある一時点での疾病や 
健康障害の有無と、その要因の保有状況を同時に調査し、関連
を明らかにする方法。調査が比較的容易で、多くの対象者に、 
多くの要因に関する調査が可能であるが、疾病と要因の時間的
な前後関係が不明ななため、因果関係が推測困難な点が欠点。

◆ か行 ◆
気分障害 ［p13］
　気分や感情の変調を主症状とする精神疾患の一群で、感情
障害とも呼ばれる。
　うつ病と双極性障害（いわゆる躁うつ病）が代表で、その他
に気分循環症や気分変調症などが含まれる。

ゲートキーパー ［p15］
　門番の意で、元来は監視や管理をする人や装置のことを 
指していた言葉であるが、わが国では、自殺総合対策の中の 
用語として頻用されている。
　国が定めた「自殺総合対策大綱」の中では、ゲートキーパー
の役割は、“自殺の危険性の高い人の早期発見、早期対応を 
図るため、自殺や自殺関連事象に関する正しい知識を普及し
たり、自殺の危険を示すサインに気づき、声をかけ、話を聞き、
必要に応じて専門家につなぎ、見守る”ことされている。

コホート研究 ［p17］
　疫学研究の一手法の1 つで、縦断観察研究（さ行に記載）に
含まれる。コホートとは集団の意で、ある要因がある集団
とない集団を追跡観察し、研究対象となる疾患や健康問題が 
生ずる確率を比較することで、要因と疾患の関連を検討する
研究手法。例えば、ある地域の住民を数万人登録し、喫煙習慣
がある人々とない人々の10 年後の肺がんの発症率を比較し、
喫煙と肺がんの因果関係を検討するといった方法。多くの 
協力者や時間などコストはかかるが、正確に危険率を計算す
ることができる。

◆ さ行 ◆
嗜癖行動（アディクション） ［p30］
　物や習慣への耽溺（夢中になり、その他のことを顧みないこ
と）を意味し、従来は、アルコール依存や麻薬依存等の物質へ
の依存を意味する言葉として用いられてきたが、その後その
意味は拡大し、ギャンブル障害（病的賭博）や仕事依存、買い物
依存、子ども虐待／ DVなど、“やめたくてもやめられない”
という共通の特徴をもつあらゆる行動障害を指すようになっ
た。

縦断観察研究 ［p17］
　疫学研究の一手法で、同一の対象や被験者を一定以上の 
期間にわたって継続的に追跡調査をして、時間経過に伴う 
変化を明らかにする研究方法。
　病態や障がいなどに関する個別の傾向や具体的な事項を 
詳細に調査することができるが、人的、経済的、時間的なコス
トが高いのが欠点である。また、追跡期間に協力が得られな
くなる脱落ケースの問題もある。

心理学的剖検 ［p13］
　自殺者の遺族や職場の同僚、友人などから自殺前の言動を
詳細に聴取し、自殺に至るプロセスと自殺直前の心理状態を
理解する研究手法。自殺総合対策大綱には、「社会的要因を
含む自殺の原因・背景、自殺に至る経過、自殺直前の心理状態
等を多角的に把握し、自殺予防のための介入のポイント等を
明確化するため、いわゆる心理学的剖検の手法を用いた遺族
等に対する面接調査等を継続的に実施する」と記載されてい
る。

スクリーニング ［p15］
　対象集団に対して共通検査を実施して、ある疾患や健康問
題について、罹患を疑われる者や発症のリスクが高いと予測
される者をその集団の中から選別するもの。

ストレス－素因モデル ［p13］
　精神疾患発症のメカニズムを説明する理論として広く用
いられているもので、素因（遺伝的または生物学的な特性)と 
環境の影響（ストレス因）が相互作用して精神疾患が引き起こ
されるという考え方。ストレス脆弱性モデルとも呼ばれる。
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スピリチュアル・ケア ［p71］
　スピリチュアルペイン（自己の存在と意味の消滅から生じ
る苦痛）に対するケアを意味する。
　人生のさまざまな場面・状況で生きる意味を失い、自分に価
値をおけなくなった人、生きることの無意味、空虚、孤独、疎外
等を感じている人と、治療的立場に立たずにひたすら共にあ
ろうとするケア。

セロトニン ［p14］
　腸管や血小板、脳内に存在するアミン系と呼ばれる物質で、
脳内では神経から神経へ情報を伝える神経伝達物質として働
く。
　セロトニンは抑うつ気分や不安に関係しており、セロトニ
ン神経の機能低下は、抑うつ気分や不安を引き起こすと考え
られている。

◆ た行 ◆
チャプレン ［p71］
　教会・寺院に属さずに、学校・刑務所・病院・大使館・軍隊など
の施設や組織で働く聖職者の総称。
　米国では、CPE（Clinical Pastoral Education，臨床牧会
教育）という教育プログラムが整備されている。
　日本では、「臨床宗教師」と呼び、教育プログラムの整備、資
格制度が議論されている。

◆ な行 ◆
ノルアドレナリン ［p14］
　カテコールアミンの一種で、脳内では神経から神経へ情報
を伝える神経伝達物質として、副腎では血液に分泌される 
ホルモンとして働く。
　ノルアドレナリンは交感神経系を刺激して心拍数や血圧を
上昇させて、覚醒、集中、判断力の向上、痛覚の遮蔽などの効果
をもたらし、脅威（外敵など）に対抗する働き（“戦う”か“逃げ
る”）をするため、「怒りのホルモン」とも呼ばれる。
　ノルアドレナリン神経の機能低下は、注意力関心、意欲、 
判断力の低下などの抑うつ症状を引き起こすと考えられてい
る。

◆ は行 ◆
パーソナリティ障害 ［p13］
　以前は、人格障害、性格障害と呼ばれていたが、偏見的な
ニュアンスが強いことからこの名称に変更された。
　物事や他人の態度に関する捉え方が偏っていたり、情動の
不安定、衝動性のコントロール不良、欲求への満足感が得られ
ない、対人関係がうまくいかないといった認知や情緒、行動上
の障害が、固定して長期に持続するもの。
　情緒不安定性パーソナリティ障害（境界性パーソナリティ
障害）、非社会性パーソナリティ障害（反社会性パーソナリ
ティ障害）、不安性パーソナリティ障害（回避性パーソナリ
ティ障害）などがある。

物質関連障害 ［p13］
　アルコール、覚醒剤、大麻、ヘロイン、コカイン、タバコ、 
カフェインなど、依存性がある薬物（精神作用物質）による精
神障害の総称。
　有害な使用（乱用）、依存症の他、幻覚や妄想などを伴う。

◆ ま行 ◆
無作為化比較試験 ［p17］
　治療や支援などの介入の効果を評価するための研究手法の
一つ。ある治療方法や支援に関して、それを受ける介入群と
受けない対照群とに割り付け、その後の効果を両群間で比較
するものだが、比較する両群のへの割り付けについて、無作為
化と呼ばれる、性、年齢、重症度など、性質を均等にする過程が
加えられた研究手法。
　ランダム割付比較試験など、日本語の用語は統一されてい
ないので、Randomized Controlled Trial という英語を略
したRCT という用語が使われることが多い。

メタ解析 ［p17］
　過去に行われた複数の研究結果を収集、統合しすることで、
偶然の影響を最小限にしつための統計的解析手法。採用する
データは、信頼できるものにしぼり、それぞれに重み付けを行
う。
　無作為化比較試験を集めたメタ解析は、最も質の高い科学
的根拠とされている。

◆ ら行 ◆
リテラシー ［p15］
　原義は「読み書き能力」を指すことばであるが、最近は、与え
られた材料から必要な情報を引き出し、活用する能力、応用力
という意味で使われることが多い。

レビュー［p13］
　ある研究テーマに関する先行研究について文献を探索し、
網羅的にまとめ、その当該テーマについての研究の動向や成
果などを論ずる展望論文。レビュー論文ともいう。
　精神病性障害などが含まれる。
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